
 

 

 

２ 協定・覚書・契約書 

 

  



全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和36年法律第23号）第５条の２及び第８条

第２項第１２号の規定に基づき、地震等による大規模災害が発生した場合において、

各地域のブロック知事会（以下「ブロック」という。）で締結する災害時の相互応援

協定等では被災者の救援等の対策が十分に実施できない場合に、全国知事会の調整

の下に行われる広域応援を、迅速かつ円滑に遂行するため、必要な事項を定めるもの

とする。 

２ 前項の規定は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成16年法律第112号）が適用される事態に準用する。  

 

（都道府県の役割） 

第２条 都道府県は、応援を必要とする都道府県（以下「被災県」という。）に対して、

相互扶助の精神に基づき、全国知事会の調整の下で行われる全国的な広域応援に協

力するものとする。  

２ 都道府県は、前項における広域応援の実効性を高めるため、日頃より、都道府県間

及びブロック間における連携を強め、自律的な支援が可能となる体制を構築するこ

とに努めるものとする。  

 

（ブロック幹事県の設置等） 

第３条 被災県に対する応援を円滑に実施するため、次表の各ブロックに幹事県を置

く。  

ブロック名 構成都道府県名 

北海道東北地方知事会  

 

関東地方知事会  

 

中部圏知事会  

 

近畿ブロック知事会  

 

中国地方知事会  

四国知事会  

九州地方知事会  

北海道 青森県 秋田県 岩手県 山形県 宮城県 

福島県 新潟県  

東京都 群馬県 栃木県 茨城県 埼玉県 千葉県 

神奈川県 山梨県 静岡県 長野県  

富山県 石川県 岐阜県 愛知県 三重県 長野県 

静岡県 福井県 滋賀県  

福井県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 奈良県 

和歌山県 兵庫県 鳥取県 徳島県  

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県  

徳島県 香川県 愛媛県 高知県  

福岡県 佐賀県 長崎県 大分県 熊本県 宮崎県 

鹿児島県 沖縄県 山口県  
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２ 複数のブロックに所属する都道府県の所属ブロックについては、別に定めるとこ

ろによるものとする。 

３ 幹事県は、原則として各ブロックの会長都道府県又は常任世話人県をもって充て

る。ただし、ブロック内の協議により、会長都道府県又は常任世話人県以外の都道府

県を幹事県とした場合は、この限りでない。  

４ 各ブロックにおいては、ブロック内での相互応援協定等を締結し、被災した都道府

県ごとに支援を担当する都道府県（カバー（支援）県）を定めるなど、ブロック内で

の支援体制の構築に努めるものとする。  

５ 幹事県は、被災県に対する応援を速やかに行うため、自らのブロック内の総合調整

を行い、ブロック内での支援では被災者の救援等の対策が十分に実施できない場合

には、全国知事会に対し、広域応援の要請を行うものとする。 

６ 幹事県が被災等によりその事務を遂行できなくなったブロックは、当該ブロック

内で速やかに協議のうえ、幹事県に代わって職務を行う都道府県（以下「幹事代理県」

という。）を決定し、幹事代理県となった都道府県はその旨を全国知事会に報告する

ものとする。 

 

（災害対策本部等の設置） 

第４条 全国知事会は、本協定に定める広域応援等の調整を行う場合は、必要に応じて

災害対策本部等を設置することができる。 

２ 災害対策本部等の設置及び運営等は、全国知事会会長が別に定める。 

 

（広域応援の実施） 

第５条 全国知事会は、被災県の属するブロックの幹事県から、第３条第５項に基づく

広域応援の要請があった場合には、全国的な広域応援を実施するため、都道府県に対

して応援の要請を行う。 

２ 全国知事会から応援の要請を受けた都道府県は、最大限その責務を果たすよう努

めなくてはならない。 

３ 通信の途絶等により、第３条第５項の要請がなされない場合にあっても、広域応援

の必要があると認められる場合には、全国知事会は第１項に規定する応援の要請を

行うことができる。 

 

（業務の代行） 

第６条 首都直下地震等により、全国知事会による広域応援に係る調整が困難な場合

には、近畿ブロック知事会の幹事県が、前条の広域応援に関する業務を代行する。 

２ 前項の場合において、近畿ブロック知事会の幹事県による広域応援に関する業務

の代行が困難なときは、九州地方知事会の幹事県が、広域応援に関する業務を代行す

る。 



３ 前２項の規定による業務の代行が困難な場合は、災害等による被害の状況等を踏

まえ、全国知事会会長が、全国知事会危機管理・防災特別委員会委員長及び副委員長

の意見を聴いた上で、広域応援に関する業務を代行する都道府県を決定するものと

する。 

 

（経費の負担）  

第７条 広域応援を行った都道府県が当該広域応援に要した経費は、原則として広域

応援を受けた被災県の負担とする。ただし、被災県と広域応援を行った都道府県との

間で協議した結果、合意が得られた場合については、この限りではない。  

２ 被災県は、費用を支弁するいとまがない場合等やむを得ない事情があるときは、広

域応援を行う都道府県に当該費用の一時繰替え（国民保護に関しては「立替え」と読

み替える。以下同じ。）支弁を求めることができるものとする。  

３ 被災県は、前項の繰替え支弁がなされたときは、原則として年度内に繰替え支弁を

した都道府県に対し繰戻しをしなければならない。  

 

（他の協定との関係）  

第８条 この協定は、都道府県がブロック別及び個別に締結する災害時の相互応援協

定等を妨げるものではない。 

  

（訓練の実施）  

第９条 全国知事会及び都道府県は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、必

要な訓練を適時実施するものとする。  

（その他） 

第10条 この協定の実施に関し、必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、

全国知事会会長が別に定めるものとする。 

 

 

附則 この協定は、平成18年７月12日から適用する。 

２ 平成８年７月18日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、平成19年７月12日から適用する。 

２ 平成18年７月12日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、平成24年５月18日から適用する。 

２ 平成19年７月12日に締結された協定は、これを廃止する。 

 



附則 この協定は、平成30年11月９日から適用する。 

２ 平成24年５月18日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、令和３年11月22日から適用する。 

２ 平成30年11月９日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

附則 この協定は、令和６年１月１日から適用する。 

２ 令和３年11月22日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

 

この協定の締結を証するため、協定書の正本を全国知事会において保有するととも

に、各都道府県に対しその写しを交付するものとする。 

 

 

令和６年１月31日 

全国知事会 会長 

宮城県知事   村 井  嘉 浩 

 

全国知事会 危機管理・防災特別委員会委員長 

神奈川県知事  黒 岩  祐 治 

 

全国知事会 東日本大震災復興協力本部本部長 

静岡県知事   川 勝  平 太 

 

北海道東北地方知事会 会長 

岩手県知事   達 増  拓 也 

 

関東地方知事会 会長 

長野県知事   阿 部  守 一 

 

中部圏知事会 会長 

       愛知県知事   大 村  秀 章 

 

近畿ブロック知事会 会長 

       福井県知事   杉 本  達 治 

 



中国地方知事会 会長 

島根県知事   丸 山  達 也 

 

四国知事会 常任世話人 

       徳島県知事   後藤田  正 純 

 

九州地方知事会 会長 

熊本県知事   蒲 島  郁 夫 



全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定実施細目 
 

（趣旨） 
第１条 この実施細目は、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」 

（以下「協定」という。）の実施に関し、必要な事項を定める。 
  

（所属ブロック知事会の決定等）  
第２条 協定第３条第２項により、所属するブロック知事会が複数ある都道府県の所

属ブロックを定める場合には、次表を基本として、当該都道府県及び当該都道府県
が所属するブロック幹事県の間で協議のうえ、決定する。  

 
都道府県名 広域応援の実施時の所属ブロック知事会 

静岡県 
長野県 
三重県 

中部圏知事会 

福井県 
滋賀県 

近畿ブロック知事会 

鳥取県 
山口県 

中国地方知事会 

徳島県 四国知事会 
 
２ 各ブロックの幹事県は、幹事県を定めたとき又は変更したときは、全国知事会に

報告するものとする。 
３ 各都道府県は、広域応援に関する連絡担当部局をあらかじめ定め、全国知事会に

報告するものとする。連絡担当部局を変更したときも同様とする。 
 
（要員の派遣に要する経費の内容等） 
第３条 協定第７条に規定する経費のうち、要員の派遣に係るものについては、次の

とおり定める。 
(1) 要員の派遣に要する経費については、応援県が定める規定により算出した当該

応援要員の旅費、諸手当の額の範囲内とする。 
(2) 要員が応援業務により負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償に要

する経費は、応援県の負担とする。 
(3) 要員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務の従事

中に生じたものについては、被災県が、被災県への往復の途中において生じたも
のについては、応援県が賠償の責めに任ずる。 



(4) 前３号の規定に定めるもののほか、要員の派遣に要する経費については、被災
県と応援県との間で協議して定める。 

 
（経費の請求） 
第４条 協定第７条第２項の規定により、応援県が応援に要した経費を繰替え支弁し

た場合には、次の各号に定めるところにより算出した額を被災県に請求する。 
(1) 応援要員の派遣については、前条で規定する額 
(2) 備蓄物資については、提供した物資の時価評価額及び輸送費 
(3) 調達物資については、当該物資の購入費及び輸送費 
(4) 資機材等については、借上料、燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合 

の修理費 
(5) 施設の提供については、借上料 

２ 前項に規定する請求は、応援県の知事から、被災県の知事に請求する。 
 
（その他） 
第５条 その他、協定及び協定実施細目の実施に関して必要な事項は、全国知事会事

務局において別に定める。 
 
附則 この実施細目は、平成19年７月12日から適用する。 
２ 平成18年７月12日から適用した実施細目は、これを廃止する。 
附則 この実施細目は、平成24年５月18日から適用する。 
２ 平成19年７月12日から適用した実施細目は、これを廃止する。 
附則 この実施細目は、平成30年11月９日から適用する。 
２ 平成24年５月18日から適用した実施細目は、これを廃止する。 
附則 この実施細目は、令和２年12月１日から適用する。 
２ 平成30年11月9日から適用した実施細目は、これを廃止する。 
附則 この実施細目は、令和３年11月22日から適用する。 
２ 令和２年12月１日から適用した実施細目は、これを廃止する。 
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全国知事会災害対策本部等要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定第４条

第２項の規定に基づき、全国知事会災害対策本部等の設置及び運営等についての必

要な事項を定める。 

 

（災害対策都道府県連絡本部の設置） 

第２条 事務総長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、被災情報等の

収集・連絡事務及び広域応援に係る調整を迅速かつ的確に進めるため、別に定める

基準により、臨時に全国知事会災害対策都道府県連絡本部（以下「連絡本部」とい

う。）を設置する。 

２ 事務総長は、前項に規定する場合のほか、必要と認めるときは、臨時に連絡本部

を設置することができる。 

３ 事務総長は、前２項の規定により連絡本部を設置したときは、その旨を各都道府

県知事に通知する。 

 

（連絡本部の組織及び事務・情報連絡室の設置） 

第３条 連絡本部は、事務総長を本部長、事務局次長を副本部長、事務局の各部長を

本部員とし、その他事務局職員により構成する。 

２ 連絡本部は、被災県及び被災県の所属するブロックの幹事県並びに国等の関係団

体から、被災情報等の収集に努めるとともに、広域応援に係る調整を行う。 

３ 連絡本部は、収集した被災情報等について、必要に応じて、各都道府県に連絡を

行う。 

４ 事務総長は、連絡本部の設置に至らない場合において、情報収集を行う必要があ

るときは、調査第二部に情報連絡室を設置する。 

 

（連絡本部の廃止） 

第４条 事務総長は、被災県への広域応援（短期）が終了し、かつ被災県の応急対策が

終了した場合には、連絡本部を廃止する。 

２ 第２条第３項の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（情報連絡員の派遣） 

第５条 事務総長は、連絡本部を設置した場合において、被災県での情報収集等が必

要と認めるときは、被災県に情報連絡員（リエゾン）を派遣することができる。 

２ 事務総長は、情報連絡員の派遣に、危機管理・防災特別委員会委員長県及び副委

員長県等の協力を得ることができる。 

３ 情報連絡員は、被災情報等の収集に努めるとともに、広域応援に係る連絡調整を

行う。 

 

（緊急広域災害対策本部の設置） 

第６条 会長は、複数の都道府県において甚大な被害が見込まれる大規模・広域災害

が発生した場合、臨時に全国知事会緊急広域災害対策本部（以下「対策本部」とい

う。）を設置する。 

２ 会長は、前項に規定する場合のほか、必要と認めるときは、臨時に対策本部を設
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置することができる。 

３ 事務総長は、前２項の規定により対策本部が設置された場合において、当該災害

に係る連絡本部を設置していないときには、連絡本部を設置する。 

４ 第２条第３項の規定は、前３項の場合に準用する。 

 

（対策本部の組織） 

第７条 対策本部は、会長を本部長、危機管理・防災特別委員会委員長を副本部長と

し、各ブロック幹事県知事及び危機管理・防災特別委員会副委員長を本部員として

構成する。 

２ 対策本部において、本部長に事故がある場合は、副本部長がその事務を代行する。 

３ 対策本部の本部長は、第１項に規定する本部員以外の知事について、必要に応じ

て対策本部への参画を求めることができる。 

 

（対策本部の事務） 

第８条 対策本部は、連絡本部を指揮し、被災情報等の収集・連絡事務及び広域応援

に係る調整を迅速かつ的確に進める。 

２ 対策本部の本部長は、必要と認めるときは、全国知事会緊急広域災害対策本部会

議（以下「対策本部会議」という。）を開催することができる。 

３ 対策本部会議は、対策本部の本部長、副本部長及び本部員をもって構成し、本部

長が議長となる。 

４ 対策本部の本部長は、必要と認めるときは、本部員以外の知事に対策本部会議へ

の出席を求めることができる。 

 

（対策本部の廃止） 

第９条 会長は、今後の被害の発生又は拡大が見込まれず、各都道府県の災害対策本

部体制が縮小され、ブロック幹事県から新たな広域応援（短期）の要請が見込まれ

ない場合には、対策本部を廃止する。 

２ 第２条第３項の規定は、前項の場合に準用する。 

 

（その他） 

第 10条 その他、全国知事会災害対策本部等の設置及び運営等に関して定めのない事

項は、全国知事会事務局において別に定める。 

 

 

 附則 この要綱は、令和３年 11月 22日から施行する。 

 

 附則 この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 

 



 

別紙２ 

 

 

大規模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協定 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県及

び新潟県（以下「道県」という。）が、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）

第５条の２、第８条第２項第 12 号及び第 74 条の規定により、地震等による大規模

災害が発生した場合において、応援を必要とする道県（以下「被災道県」という。）

の要請に基づき、相互応援を、迅速かつ円滑に遂行するため、必要な事項を定める

ものとする。 

２ 前項の規定は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成 16 年法律第 112 号）が適用される事態に準用する。 

 

（連絡担当部局） 

第２条 道県は、相互応援に関する連絡担当部局を定め、大規模災害発生時には、速

やかに相互に連絡するものとする。 

 

（カバー道県の設置） 

第３条 全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定（以下「全国協定」

という。）第３条第４項に規定するカバー（支援）県（以下「カバー道県」という。）

については、大規模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協定実施細目

（以下「実施細目」という。）で定めるものとする。 

２ カバー道県は、被災道県を直接人的・物的に支援するほか、国や全国知事会等と

の連絡調整に関し、被災道県を補完することを主な役割とする。 

 

（幹事道県等） 

第４条 全国協定第３条第１項に規定する幹事県（以下「幹事道県」という。）及び

同条第６項に規定する幹事代理県（「副幹事道県」という。）は、実施細目で定める。 

２ 幹事道県は、全国協定第３条第５項の規定によるブロック内の総合調整及び全

国知事会等に対する広域応援の要請を行うものとする。 

３ 副幹事道県は、幹事道県を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

４ 副幹事道県にも事故があるときの職務の代理順序は、実施細目で定める。 

 

（連絡調整員の派遣） 
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第５条 カバー道県は、必要があると認めるときは、被災道県の災害対策本部に、連

絡調整員を派遣することができる。 

２ 被災道県は、連絡調整員との連絡調整に十分配慮する。 

 

（応援の内容） 

第６条 応援の内容は、被災地等における住民の避難、被災者等の救援・救護及び災

害応急・復旧対策に係る人的・物的支援、施設若しくは業務の提供又はそれらの斡

旋その他被災道県が必要とする支援とする。ただし、「応急対策職員派遣制度に関

する要綱」に基づき支援することが国の応援職員確保調整本部により決定された

業務を除く。 

 

（応援の要請） 

第７条 被災道県は、第２条に規定する連絡担当部局を通じ、カバー道県又は幹事県

へ応援の要請を行うものとする。 

２ 被災道県は、前項の規定により応援を要請しようとするときは、被害状況等を連

絡するとともに、必要とする応援の内容に関する次の事項を記載した文書を提出

するものとする。ただし、いとまのない場合は、電話又は電子メール等により応援

要請の連絡を行い、後日文書を速やかに提出するものとする。 

（１）資機材及び物資等の品目並びにそれらの数量 

（２）施設、提供業務の種類又は斡旋の内容 

（３）職種及び人数 

（４）応援区域又は場所及びそれに至る経路 

（５）応援期間（見込みを含む。） 

（６）前各号に掲げるもののほか、特に必要と認める事項 

 

（応援の自主出動） 

第８条 カバー道県は、被災道県との連絡が取れない場合又は応援の要請を待つい

とまがないと認めた場合は、他の道県と協力して自主的に被災道県の情報収集を

行い、その結果を道県に伝達するものとする。 

２ カバー道県は、前項の情報収集の結果を踏まえ、被災道県に代わり幹事道県へ必

要な応援の要請を行うことができるものとする。 

３ 前項の規定による応援の要請があった場合は、前条の規定による被災道県から

の要請があったものとみなす。 

 

（応援現地本部の設置） 

第９条 カバー道県は、第７条第１項又は前条第２項に基づく応援の要請があった

ときは、被災道県に応援現地本部を置く。 

２ カバー道県は、前項の規定により応援現地本部を設置したときは、速やかに幹事



 

道県へ報告する。 

３ 応援現地本部は、被災道県の現地において、主に次の役割を担う。 

（１）応援のニーズの把握 

（２）国及び全国知事会その他の関係機関との連絡調整 

（３）幹事道県（次条の規定により広域応援本部が設置された場合にあっては同本

部）との連絡調整 

４ 応援現地本部は、カバー道県及び応援を行う他の道県で構成し、カバー道県がそ

の業務を掌理する。 

 

（広域応援本部の設置） 

第 10 条 幹事道県は、ブロック内の複数道県が同時被災したときその他の必要があ

ると認めるときは、ブロック内応援及び全国的な広域応援に係る総合調整を行う

ため、広域応援本部を設置することができる。 

２ 広域応援本部は、原則として幹事道県庁に置く。 

３ 広域応援本部の本部長は、幹事道県知事をもって充てることとし、本部員は、各

道県の防災担当責任者をもって充てる。 

４ 前項までの規定の他、広域応援本部の設置及び運営に関して必要な事項は、実施

細目で定める。 

 

（応援経費の負担） 

第 11 条 応援に要した経費は、原則として被災道県の負担とする。ただし、被災道

県と応援道県との間で協議した結果、合意が得られた場合については、この限りで

はない。 

２ 被災道県は、費用を支弁するいとまがない場合等やむを得ない事情があるとき

は、応援道県に当該費用の一時繰替え（国民保護に関しては「立替え」と読み替え

る。以下同じ。）支弁を求めることができるものとする。 

３ 被災道県は、前項の繰替え支弁がなされたときは、原則として年度内に繰替え支

弁をした応援道県に対し繰戻しをしなければならない。 

 

（資料の交換） 

第 12 条 道県は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、毎年、地域防災計

画その他必要な資料を相互に交換するものとする。 

 

（連絡会議の設置） 

第 13 条 道県は、災害発生時の迅速かつ効果的な応援体制の確立を図るため、連絡

会議を設置するものとする。 

２ 前項の規定の他、連絡会議の開催に必要な事項は、実施細目で定める。 

 



 

（その他） 

第 14 条 この協定に定めのない事項は、特に必要が生じた場合に、その都度、道県

が協議して定める。 

２ この協定の実施に関し必要な事項は、第２条に規定する連絡担当部局が協議し

て定める。 

 

 

   附 則 

１ この協定は、平成 19 年 11 月８日から効力を生ずるものとする。 

２ 平成７年 10 月 31 日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

   附 則 

１ この協定は、平成 26 年 10 月 21 日から効力を生ずるものとする。 

２ 平成 19 年 11 月８日に締結された協定は、これを廃止する。 

 

   附 則 

１ この協定は、令和４年４月１日から効力を生ずるものとする。 

２ 平成 26 年 10 月 21 日に締結された協定は、これを廃止する。 



 

別紙３ 

 

 

大規模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協定実施細目 

 

 

（趣旨） 

第１条 この実施細目は、大規模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協

定（以下「協定」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（連絡担当部局） 

第２条 協定第２条に規定する連絡担当部局は、別表１のとおりとする。 

 

（カバー道県） 

第３条 協定第３条に規定するカバー道県は、別表２のとおりとする。 

 

（幹事道県等） 

第４条 協定第４条第１項に規定する幹事道県及び副幹事道県は、別表３に定める

ところにより毎年度各道県持ち回りとすることとし、同条第４項に規定する職務

の代理順序も同表に定めるところによる。 

２ 協定第４条第１項に規定する副幹事道県は、次年度の幹事道県とする。 

３ 第１項の規定に関わらず、災害対応が翌年度に及ぶ場合には、当該災害が発生し

た時の担当道県が務めるものとする。ただし、次期担当道県との間で協議が整った

場合にはこの限りでない。 

 

（ヘリコプターによる緊急被災状況収集体制） 

第５条 協定第９条第１項に規定する情報収集を、迅速かつ的確に行うためのヘリ

コプターを活用した緊急被災状況収集体制は、別表４のとおりとする。 

２ ヘリコプターによる緊急被災状況収集体制の担当道県がカバー道県になってい

ない場合には、相互に緊密な情報交換を行うものする。 

 

（応援職員等の表示等） 

第６条 協定第５条に規定する連絡調整員及び被災道県への応援職員（以下「応援職

員等」という。）は、応援道県名を表示する腕章等を着用し、その身分を明らかに

するものとする。 

２ 被災道県は、応援職員との連絡調整に十分配慮するものとする。 

 

（応援職員等の携行品） 



 

第７条 応援職員等は、災害時等の状況に応じ、必要な被服、当座の食料、携帯電話

等を携行するものとする。 

 

（応援職員等の活動拠点の確保） 

第８条 被災道県は、応援職員等が被災道県庁舎において活動する拠点（執務スペー

ス）を確保するものとする。 

 

（応援等状況の報告） 

第９条 カバー道県は、協定第５条に基づき派遣した連絡調整員及び協定第９条に

基づき設置した応援現地本部の活動について、幹事道県（広域応援本部が設置され

ているときは同本部。第２項に同じ。）に対し、適宜状況報告を行う。 

２ 幹事道県は、応援状況の集約を行い、前項で収集した情報等を活用して応援に係

る総合的な調整を行う。 

 

（広域応援本部の設置通知等） 

第 10 条 幹事道県は、広域応援本部を設置したときは、道県に通知するとともに、

必要に応じ本部員及び事務局員の派遣要請を行う。 

 

（広域応援本部の会議） 

第 11 条 広域応援本部の本部員会議は、本部長が招集し、議長は、本部長をもって

充てる。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、本部員以外の者を会議に出席させ、意見

を求めることができる。 

 

（広域応援本部の事務局） 

第 12 条 広域応援本部の事務局は本部が設置された道県の防災担当部局及び各道県

から派遣された連絡調整員が担当する。この場合において、事務局長は、設置道県

防災担当者の中から選任する。 

 

（応援に関するガイドラインの策定） 

第 13 条 協定及び実施細目で定めるほか、応援の実施に関し必要な事項は、別にガ

イドラインを策定し、迅速かつ的確な応援の実現に努めるものとする。 

 

（防災訓練等） 

第 14 条 道県は、協定に基づく応援が円滑に行われるよう、必要な訓練等を適時行

うものとする。 

 

（応援職員等の派遣に要する経費負担等） 



 

第 15 条 協定第 11 条に規定する経費のうち、応援職員等の派遣に要した経費の負

担については、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）被災道県が負担する経費の額は、応援道県が定める規定により算定した当該

応援職員等の旅費及び諸手当の額の範囲内とする。 

（２）応援職員等が応援業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合は、

地方公務員災害補償法（昭和 42 年法律第 121 号）の規定に基づき、応援道県が

必要な補償を行う。 

（３）応援職員等が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業

務の従事中に生じたものについては被災道県が、被災道県への往復の途中にお

いて生じたものについては、応援道県が賠償するものとする。 

（４）前３号に定めるもののほか、応援職員等の派遣に要する経費については、被

災道県及び応援道県が協議して定める。 

 

（経費の支払方法） 

第 16 条 応援道県が、協定第 11 条第２項の規定により、応援に要した経費を繰替支

弁した場合には、次の各号に定めるところにより算出した額を被災道県に請求す

るものとする。 

（１）応援職員等の派遣については、前条に規定する額 

（２）備蓄物資については、提供した物資の時価評価額及び輸送費 

（３）調達物資については、当該物資の購入費及び輸送費 

（４）ヘリコプター、車両、船艇、機械器具等については、借上料、燃料費、輸送

費及び破損又は故障が生じた場合の修理費 

（５）施設の提供については、借上料 

（６）前５号に定めるもののほか、業務の提供等については、その実施に要した額 

２ 前項に規定する請求は、応援道県の知事名による請求書（関係書類添付）により

連絡担当部局を経由して被災道県の知事に請求する。 

３ 前２項の規定により難いときは、被災道県及び応援道県が協議して定める。 

 

（資料の交換） 

第 17 条 協定第 11 条に規定する資料の交換は、毎年度、災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号）第 33 条の規定に基づく派遣職員に関する資料の相互交換の際に

行うものとする。 

２ 交換する資料は、道県の地域防災計画及び国民保護計画、応援の内容及びその他

必要と認める資料とする。 

 

（連絡会議の開催） 

第 18 条 協定第 12 条に規定する連絡会議は、必要に応じて随時開催するものとし、

その事務処理については、副幹事道県が担当するものとする。 



 

 

（協定の見直し） 

第 19 条 協定及び実施細目は、必要に応じ見直すこととし、その事務処理について

は、副幹事道県が担当するものとする。 

 

 

   附 則 

１ この実施細目は、平成 19 年 11 月８日から施行する。 

２ 平成 11 年４月１日の実施細目は、これを廃止する。 

 

   附 則 

１ この実施細目は、平成 26 年 10 月 21 日から施行する。 

２ 平成 19 年 11 月８日の実施細目は、これを廃止する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この実施細目は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 平成 26 年 10 月 21 日の実施細目は、これを廃止する。 

 

 （経過措置） 

１ 第４条の規定に基づく別表３に定める幹事道県等の持ち回り順序は、令和６年

４月１日から適用し、幹事道県を岩手県から始める。 

２ 前項の適用までの間、令和４年度は、幹事道県を青森県、副幹事道県を北海道と

し、令和５年度は、幹事道県を北海道、副幹事道県を岩手県とする。 

  



 

別表１ 

道県名 部局名 課 名 無線電話 
通常時の連絡先 災害対策本部等の 

体制時の連絡先 ＮＴＴ電話（直通） 夜間・休日の連絡先 

北海道 総務部 

危機対

策局 

危機対策課 01-11 011-204-5008（防災） 

011-204-5014（国民保護） 

ＦＡＸ 011-231-4314 

同左又は 011-231-3398

（当直室） 

011-204-5007 

ＦＡＸ 

011-231-4314 

青森県 危機管

理局 

防災危機管

理課 

02-221 017-734-9088（防災） 

017-734-9181(国民保護)

ＦＡＸ 017-722-4867 

同左（夜間休日常駐員か

ら当番職員へ連絡） 

017-773-6866 

ＦＡＸ 

017-773-6921 

岩手県 総務部 総合防災室 03-16 019-629-5155（防災及び国

民保護） 

ＦＡＸ 019-629-5174 

同左（宿日直職員から当

番職員へ連絡） 

019-629-5155 

ＦＡＸ 

019-629-5174 

宮城県 総務部 危機対策課 04-8-

2375 

022-211-2375（防災） 

022-211-2382（国民保護） 

ＦＡＸ 022-211-2398 

同左又は 022-211-3161

（防災センター警備員か

ら当番職員へ連絡） 

022-211-2375 

ＦＡＸ 

022-211-2398 

秋田県 総務部 総合防災課 05-11 018-860-4563（防災） 

018-860-4562（国民保護） 

ＦＡＸ 018-824-1190 

同左 

 

018-860-4500  

ＦＡＸ 

018-860-4530 

山形県 防災く

らし安

心部 

防災危機管

理課 

06-531 023-630-2231（防災） 

023-630-2654（国民保護） 

ＦＡＸ 023-633-4711 

同左又は 023-630-2754 

（宿日直職員から当番職

員へ連絡） 

023-630-3142

～3145  

ＦＡＸ 

023-630-3140 

3141 

福島県 生活環

境部 

災害対策課 07-61 024-521-7194（防災） 

024-521-7641（国民保 

護） 

ＦＡＸ 024-521-7920 

同左又は 024-521-7821 

（警備員から当番職員へ

連絡） 

024-521-1903 

024-521-1907 

ＦＡＸ 

024-521-1958 

新潟県 防災局 危機対策課 15-11 025-282-1638（防災） 

025-282-1636（国民保護） 

ＦＡＸ 025-282-1640 

同左又は 025-285-5511 

（警備員から当番職員へ

連絡） 

025-282-1638

（防災） 

025-282-1636

（国民保護） 

ＦＡＸ 

025-282-1640 

 

 

 

別表２ カバー道県 

被災道県名 第１順位 第２順位 第３順位 



 

北海道 青森県 岩手県 秋田県 

青森県 北海道 秋田県 岩手県 

岩手県 秋田県 北海道 青森県 

宮城県 山形県 福島県 北海道 

秋田県 岩手県 青森県 新潟県 

山形県 宮城県 新潟県 福島県 

福島県 新潟県 宮城県 山形県 

新潟県 福島県 山形県 宮城県 

 

別表３ 幹事道県等の持ち回り順序 

順 番 道県名 

１ 北海道 

２ 青森県 

３ 岩手県 

４ 宮城県 

５ 秋田県 

６ 山形県 

７ 福島県 

８ 新潟県 

※１ 副幹事道県は、翌年度の幹事道県担当道県が務めることとし、幹事道県に事故があるときは、

その職務を代理する。 

※２ 副幹事道県に事故があるときは、副幹事道県の次の順番の道県がその職務を代理する。 

※３ 幹事道県と副幹事道県のいずれにも事故があった場合は、副幹事道県の次の番号以降の道県で、

番号の若い順に幹事道県、副幹事道県をそれぞれ代理するものとする。 

 

別表４ ヘリコプターによる緊急被災情報収集体制 

被災道県名 正 副 

北海道 青森県 岩手県 

青森県 北海道 秋田県 

岩手県 秋田県 北海道 

宮城県 山形県 福島県 

秋田県 岩手県 青森県 

山形県 宮城県 新潟県 

福島県 新潟県 宮城県 

新潟県 福島県 山形県 
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山形県(以下「甲」という。)と陸上自衛隊第6師団(以下「乙」という。)は、災

害派遣(緊急患者空輸)の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

災害派遣(緊急患者空輸)の実施に関する協定書

網的)

第1条この協定は、自衛隊法第83条第1項及び同条第2項に基づく災害派遣によ

る緊急患者空輸(以下「緊急患者空輸」という。)を円滑に実施するため、必要な事

項を定めるととを目的とする。

(平素からの連携等)

第2条甲及び乙は緊急患者空輸に適切に対応できるよう、平素から意見の交換、

情報の交換等の連携を実施するものとする。

(緊急性等の確認)

第3条甲は、乙に対し緊急患者空輸を要請するに先立ち、救命のため、患者の容体

及び医師、看護師、准看護師、救急救命士又は助産師(以下「医師等」という。)の

意見を聴取したうえ緊急性の有無、他の手段による速やかな輸送の可否等を確認す

るものとする。

(要請の手続き)

第4条甲が緊急患者空輸を要請しようとする場合には、乙に対して、文書をもっ

てするものとする。ただし、緊急を要する場合には、電信又は電話によることが

できる。

2 前項ただし書きの場合においては、甲は事後において速やかに乙に対して文書

を提出するものとする。

3 甲は第1項の要請において、次の事項を明らかにするものとする。

(D 要請担当者の職、氏名、電話番号

②現地担当者の職、氏名、電話番号

(3)患者の氏名、性別、年齢、住所

④患者の症状及び医師等の判断(特に緊急患者空輸の必要性に関する判断、感

染症等に関する情報、緊急患者空輸に際し運航上の配慮を要する事項等)

⑤緊急患者空輸を要請する区間(離着陸場所、経路等)人数

(6)使用する医療器材の種類、個数、重量、寸法

(フ)緊急患者空輸で付添人を要する場合は、人数、氏名、性別、年齢>患者との

関係

⑧その他参考となるべき事項
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4 前項第5号の緊急患者空輸を要請する区間については、実施時期又は気象若し

くは使用航空機等の状況により、活用する雛着陸場所等を甲乙間の協議により変

更できるものとする。

5 緊急患者空輸の到着地を甲外の都道府県に設定する場合、または、前項により到

着地が甲外の都道府県に変更される場合、到着地における患者の引渡しに係る調整

は甲が実施するものとする。

(医師等の搭乗)

第5条甲は、原則として、緊急患者空輸の実施に際して医師を搭乗させるものと

する。ただし、医師の人数が限られている場合その他正当な事由がある場合は、

看護師、准看護師、救急救命士又は助産師をもって代えることができる。

2 甲は、やむを得ない場合、乙と協議のうえ航空機に医師等を搭乗させないこと

ができる。

3 甲は、医師等を搭乗させなかった際に、輸送中に患者に適切な処置ができず、

これによって事故等が生じたときは、乙の故意又は重大な過失による場合を除

き、乙に責任はないことを確認する。

(派遣の判断)

第6条乙は、緊急患者空輸の要請を受けた場合は、要請の内容に基づいて緊急患者

空輸の可否について判断し、緊急患者空輸の必要性を認めた場合は、要請を受理す

るものとする。ただし、気象状況の急変等により緊急患者空輸の実施が困難と判断

した場合は、要請を受理した後であっても当該緊急患者空輸を中断又は中止するこ

とができる。この際、乙は、速やかに甲に対して、その旨を通知するものとする。

(通知)

第7条乙は、緊急患者空輸を実施する場合は、速やかに甲に次の事項を通知する

ものとする。

①使用航空機の機種・派遣人員

②実施部隊の運航予定区間、運航予定時刻等

(3)緊急患者空輸に際して準備を要する事項

(情報の交換)

第8条甲及び乙は、緊急患者空輸の実施に際して必要な局地気象情報等、各種情

報を迅速的確に把握し、相互に絶えず情報の交換を行うものとする。

(医師等の輸送)

第9条医師等及び付添人の帰路の輸送は、行わないものとする。



(関係機関との協議)

第10条甲及び乙は、緊急患者空輸の実施に係る関係機関と協議のうえ

関との連絡方法など必要な事項を定めるものとする。

(離着陸訓練)

第11条甲及び乙は、平素から病院等における離着陸訓練を調整・実施し、緊急

患者空輸の実効性向上に努めるものとする。

(疑義等の決定)

第12条この協定の解釈に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項を決

定する必要が生じた場合は、その都度、甲乙が協議のうえ決定するものとする。

(損害賠償)

第13条乙の緊急患者空輸の実施に際して発生した航空事故による患者等の損害

賠償については、乙の故意又は重大な過失による場合を除き、甲がこれを負扣する。

附則

この協定は、令和3年3月22日から施行する。

この協定を締結した証として、本書を2通作成し、甲乙記名押印の上、各自1通

を保有するものとする。

令和3年3月22日

甲 山形県

山形県知事

乙 陸上自衛隊第6師団

第6師団長蛭

吉村 栄

川 利

美



山形県と気象庁は、士砂災害警戒区域等における士砂災害防止対策の推進に関する法律(平成 12年
法律第57号)第27条及び気象業務法(昭和27年法律第165号)第11条に基づき共同して作成・発
表する士砂災害警戒情報に関する業務を実施するため、次のとおり協定を締結する。
また、本協定を円滑に運用するため「実施要領」を別に定める。

山形県と気象庁が共同して行う土砂災害警戒情報に関する協定

1.土砂災害警戒情報の発表対象地域及び発表作業担当部署
士砂災害警戒情報の発表対象地域及び発表作業担当部署は、次の表のとおりとする。

三川町を除く山形県内34市町村

2.土砂災害警戒情報に関する業務の作業場所及び連絡先
第1項に示す発表作業担当部署は、それぞれの庁舎内に作業場所を定めて士砂災害警戒情報に関す
る業務を行うものとし、相互の連絡が確実に実施できるよう実施要領に定めるものとする。

(

発表対象地域(市町村)

3.土砂災害警戒情報に関する業務を行う際の資料の交換等
第1項に示す発表作業担当部署間の資料の交換は、オンラインで接続された情報処理システムを用
いるものとし、交換する資料の種類は、実施要領に定めるものとする。

4.土砂災害警戒情報に関する作業の開始及び終了
士砂災害警戒情報の作業の開始及び終了については、実施要領に定めるものとする。

5.土砂災害警戒情報の発表基準
士砂災害警戒情報の発表基準は、実施要領に定めるものとする。

6.土砂災害警戒情報の発表

士砂災害警戒情報は、第1項に示す発表作業担当部署が共同して発表するものとし、発表形式等に
ついては、実施要領に定めるものとする。

山形県県土整備部

気象庁山形地方気象台

フ.土砂災害警戒情報の伝達
士砂災害警戒情報の伝達先及び伝達方法は、実施要領に定めるものとする。

() 8.情報処理システム等障害時の措置
第3項に示す情報処理システム等の障害時における士砂災害警戒情報の作業の要領については、実
施要領に定めるものとする。

発表作業担当部署

9.その他

士砂災害警戒情報に関する業務の実施に関し、本協定の内容を変更する必要が生じた場合、または、
本協定に定めていない事項について一方から申し入れがあった場合には、速やかに協議するものとす
る。

10 附則

本協定の沿革は次のとおりである。

締結平成18年9月1日

一部改正平成26年5月26日

一部改正平成27年3月3/日
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平成27年,月 J/日

山形県知事

気象庁長官

吉村

西出
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(趣旨)

第1条この協定は、東北地域の各工業用水道事業者(以下「協定事業者」という。)

が管理する工業用水道が地震等の大規模な災害により被災し、当該被災をした協定

事業者(以下「被災事業者」という。)が独力では緊急の復旧対応が困難な場合にお

いて、被災事業者からの要請により、他の協定事業者が行う応援活動を迅速かっ円

滑に実施するために必要な事項を定めるものとする。

東北地域における工業用水道災害時等の相互応援に関する協定

(協定事業者)

第2条前条に規定する協定事業者は次のとおりとする。

圏域

青森県

岩手県

協定事業者

宮城県

青森県

秋田県

六ケ所村

岩手県

山形県

一関市

宮城県

(応援体制の整備)

第3条東北地域に及ぶ地震等の大規模な災害が発生した場合、被災しなかった協定事

業者(以下、「応援事業者」という。)は、応援の要請に備え、応援活動を速やかに

実施できる体制を執るものとする。

村田町

秋田県

大館市

福島県

山形県

東根市

小国町

福島県

いわき市

白河市

南相馬市

双葉地方水道企業団

西郷村
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(応援主管事業者及び応援副主管事業者)

第4条応援活動を迅速かつ円滑に遂行するため、主たる応援事業者(以下、「応援主

管事業者」という。)及び、応援主管事業者が被災した場合に代わってその業務を遂

行する応援事業者(以下、「応援副主管事業者」という。)を実施細則により定める。

(応援の要請等)

第5条被災事業者は、他の協定事業者から応援を受けようとするときは、実施細則に

定めるところにより、応援を要請するものとする。

2 前項の規定による応援の要請を受けた応援主管事業者は、現地に赴き速やかに応援

事業者と協力して被災事業者に対する応援活動を実施するものとする。ただし、現地

に赴かずとも業務が遂行できる場合はこの限りではない。

3 通信途絶等により被災事業者から第1項の規定に基づく要請がない場合には、応援

主管事業者は応援事業者と連携し、被災状況、応援の適否等必要な情報収集を行う

ものとする。

4 前項の情報から被害が甚大であると判断され、かつ被災事業者との連絡ができない

場合には、応援主管事業者及び応援事業者は、自主的に応援活動を実施するものと

する。

5 前項の応援活動は、被災事業者から第1項の規定に基づく応援の要請があったもの

とみなす。

(応援活動の内容)

第6条応援活動の内容は、緊急の復旧措置に必要な次に掲げる事項とする。

(1)職員の派遣

(2)物資及び資材の提供

(3)その他被災事業者からの要請のあった事項

(物資等の携行)

第7条応援事業者は、被災事業者に職員を派遣する場合は、

により当該職員に必要な物資等を携行させるものとする。

(情報の交換)

第8条協定事業者は、この協定に基づく応援活動が迅速かつ円滑に行われるよう、関

係資料等の必要な情報を、実施細則に定めるところによりあらかじめ相互に交換す

るものとする。

実施細則に定めるところ



(経費の負担)

第9条応援活動に要した経費は、実施細則に定めるところにより原則として被災事業

者の負担とする。

2 応援事業者の職員が応援活動に際して第三者に損害を与えた場合において、その損

害が応援活動の従事中に生じたものについては被災事業者が、被災事業者への往復

の移動途中において生じたものについては応援事業者が、それぞれ賠償の責めを負

つ。

3 被災事業者が第1項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ、当該被災事業

者から要請があった場合には、応援事業者は、当該経費を一時立て替えて支弁する

ものとする。

4 応援事業者の職員の派遣に要する経費については、応援事業者が定めるところによ

り算出した当該職員の旅費及び諸手当の額をもって定めるものとする。

(公務災害補償に関する請求手続き)

第10条応援事業者が派遣した職員が、応援活動により死亡し、負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は障害の状態となった場合における公務災害補償に関する請求手続き

は、被災事業者が作成する公務災害についての意見書及び事実関係を明らかにした報

告書等に基づいて、応援事業者が行うものとする。

(関係機関等との連携)

第11条この協定に基づく応援活動を実効あるものとするため、協定事業者は、平素

から相互間並びに国、一般社団法人日本工業用水協会及びその他関係機関との間で十

分な連携を図り、災害発生時の迅速かつ円滑な対応に万全を期するよう努めるものと

する。

(連絡会議の開催等)

第12条協定事業者は、この協定に基づく応援活動が迅速かつ円滑に行われるよう、

毎年1回以上定期又は随時に連絡会議を開催するものとする。

(訓練)

第1・3条協定事業者は、この協定に基づく応援活動が迅速かつ円滑に行われるよう、

合同で訓練を実施するよう努めるものとする。

(他の協定との関係)

第14条この協定は、協定事業者が既に締結している協定及び個別に締結する災害時

の相互応援に関する協定を妨げるものではない。



(その他)

第15条この協定の実施に関し必要な細則事項は、実施細則に正めるものとする0
2 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、
協定事業者が協議して定めるものとする。

(施行期田

第16条この協定は、令和4年10月1日から施行する。

附則

1 令和4年3月7日に締結された「東北地域における工業用水道災害時等の相亙応援
に関する協定」は、.これを廃止する。

この協定を締結したことを証するため、この本書17通を作成し、関係者記名押印の
上、各自その1通を保有する。

令和4年9月26日

青森県知事 三村申
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山形県(以下「甲」という。)と陸上自衛隊第6師団(以下「乙」という。)は、災

害派遣(緊急患者空輸)の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

災害派遣(緊急患者空輸)の実施に関する協定書

網的)

第1条この協定は、自衛隊法第83条第1項及び同条第2項に基づく災害派遣によ

る緊急患者空輸(以下「緊急患者空輸」という。)を円滑に実施するため、必要な事

項を定めるととを目的とする。

(平素からの連携等)

第2条甲及び乙は緊急患者空輸に適切に対応できるよう、平素から意見の交換、

情報の交換等の連携を実施するものとする。

(緊急性等の確認)

第3条甲は、乙に対し緊急患者空輸を要請するに先立ち、救命のため、患者の容体

及び医師、看護師、准看護師、救急救命士又は助産師(以下「医師等」という。)の

意見を聴取したうえ緊急性の有無、他の手段による速やかな輸送の可否等を確認す

るものとする。

(要請の手続き)

第4条甲が緊急患者空輸を要請しようとする場合には、乙に対して、文書をもっ

てするものとする。ただし、緊急を要する場合には、電信又は電話によることが

できる。

2 前項ただし書きの場合においては、甲は事後において速やかに乙に対して文書

を提出するものとする。

3 甲は第1項の要請において、次の事項を明らかにするものとする。

(D 要請担当者の職、氏名、電話番号

②現地担当者の職、氏名、電話番号

(3)患者の氏名、性別、年齢、住所

④患者の症状及び医師等の判断(特に緊急患者空輸の必要性に関する判断、感

染症等に関する情報、緊急患者空輸に際し運航上の配慮を要する事項等)

⑤緊急患者空輸を要請する区間(離着陸場所、経路等)人数

(6)使用する医療器材の種類、個数、重量、寸法

(フ)緊急患者空輸で付添人を要する場合は、人数、氏名、性別、年齢>患者との

関係

⑧その他参考となるべき事項

Administrator
テキストボックス
2-1-13



4 前項第5号の緊急患者空輸を要請する区間については、実施時期又は気象若し

くは使用航空機等の状況により、活用する雛着陸場所等を甲乙間の協議により変

更できるものとする。

5 緊急患者空輸の到着地を甲外の都道府県に設定する場合、または、前項により到

着地が甲外の都道府県に変更される場合、到着地における患者の引渡しに係る調整

は甲が実施するものとする。

(医師等の搭乗)

第5条甲は、原則として、緊急患者空輸の実施に際して医師を搭乗させるものと

する。ただし、医師の人数が限られている場合その他正当な事由がある場合は、

看護師、准看護師、救急救命士又は助産師をもって代えることができる。

2 甲は、やむを得ない場合、乙と協議のうえ航空機に医師等を搭乗させないこと

ができる。

3 甲は、医師等を搭乗させなかった際に、輸送中に患者に適切な処置ができず、

これによって事故等が生じたときは、乙の故意又は重大な過失による場合を除

き、乙に責任はないことを確認する。

(派遣の判断)

第6条乙は、緊急患者空輸の要請を受けた場合は、要請の内容に基づいて緊急患者

空輸の可否について判断し、緊急患者空輸の必要性を認めた場合は、要請を受理す

るものとする。ただし、気象状況の急変等により緊急患者空輸の実施が困難と判断

した場合は、要請を受理した後であっても当該緊急患者空輸を中断又は中止するこ

とができる。この際、乙は、速やかに甲に対して、その旨を通知するものとする。

(通知)

第7条乙は、緊急患者空輸を実施する場合は、速やかに甲に次の事項を通知する

ものとする。

①使用航空機の機種・派遣人員

②実施部隊の運航予定区間、運航予定時刻等

(3)緊急患者空輸に際して準備を要する事項

(情報の交換)

第8条甲及び乙は、緊急患者空輸の実施に際して必要な局地気象情報等、各種情

報を迅速的確に把握し、相互に絶えず情報の交換を行うものとする。

(医師等の輸送)

第9条医師等及び付添人の帰路の輸送は、行わないものとする。



(関係機関との協議)

第10条甲及び乙は、緊急患者空輸の実施に係る関係機関と協議のうえ

関との連絡方法など必要な事項を定めるものとする。

(離着陸訓練)

第11条甲及び乙は、平素から病院等における離着陸訓練を調整・実施し、緊急

患者空輸の実効性向上に努めるものとする。

(疑義等の決定)

第12条この協定の解釈に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項を決

定する必要が生じた場合は、その都度、甲乙が協議のうえ決定するものとする。

(損害賠償)

第13条乙の緊急患者空輸の実施に際して発生した航空事故による患者等の損害

賠償については、乙の故意又は重大な過失による場合を除き、甲がこれを負扣する。

附則

この協定は、令和3年3月22日から施行する。

この協定を締結した証として、本書を2通作成し、甲乙記名押印の上、各自1通

を保有するものとする。

令和3年3月22日

甲 山形県

山形県知事

乙 陸上自衛隊第6師団

第6師団長蛭

吉村 栄

川 利

美
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災害時の放送に関する協定 
 
（協定の趣旨）  
第１条 この協定は、大地震等の災害に関し、防災対策又は応急対策の実施上必要

がある場合に、山形県知事（以下「甲」という。）が、株式会社ケーブルテレビ

山形（以下「乙」という。）に放送の依頼をするときの手続きを定めるものとす

る。  
（放送の依頼等）  
第２条 甲は、災害の発生の防止又は応急対策を実施するうえで、放送以外に有効

な通信、伝達手段がとり得ない場合に、乙に対し放送の依頼をするものとする。 
２ 乙は、甲に対し、前項の放送に必要な資料の提供を要求することができる。  
（依頼の手続き）  
第３条 甲は、乙に対し、次の事項を明らかにして放送の依頼をするものとする。  
（１）放送依頼の理由  
（２）放送の内容  
（３）希望する放送の日時  
（４）その他必要な事項  
（放送の実施）  
第 4 条 乙は甲から依頼された事項に関し、自主的判断に基づき、形式、内容、時  
刻及び放送系統を決定して放送するものとする。  

（連絡責任者等）  
第５条 第３条に掲げる放送依頼の円滑な実施を図るため、甲及び乙に連絡責任者

を置くものとする。  
２ 連絡責任者は、必要に応じ連絡会議をもつものとする。  
３ 連絡会議は、連絡責任者に支障があるときは、代理者の出席を認めるものとす

る。  
４ 連絡責任者を置いた場合及び変更のあった場合には、その都度連絡するものと

する。  
（雑則）  
第６条 この協定に関し必要な事項は、甲及び乙が協議して定めるものとする。  
第７条 この協定は、平成１８年９月６日から適用する。  
 

平成１８年９月６日  
 

甲 山形市松波二丁目８－１  
山  形  県  知  事   齋 藤  弘  

 
 
乙 山形市あこや町一丁目２－４  

株式会社ケーブルテレビ山形  
代表取締役社長   中村 松太郎  

 

Administrator
テキストボックス
2-2-6



災害時の放送に関する協定 
 
（協定の趣旨）  
第１条 この協定は、大地震等の災害に関し、防災対策又は応急対策の実施上必要

がある場合に、山形県知事（以下「甲」という。）が、株式会社ニューメディア

（以下「乙」という。）に放送の依頼をするときの手続きを定めるものとする。  
（放送の依頼等）  
第２条 甲は、災害の発生の防止又は応急対策を実施するうえで、放送以外に有効

な通信、伝達手段がとり得ない場合に、乙に対し放送の依頼をするものとする。 
２ 乙は、甲に対し、前項の放送に必要な資料の提供を要求することができる。  
（依頼の手続き）  
第３条 甲は、乙に対し、次の事項を明らかにして放送の依頼をするものとする。  
（１）放送依頼の理由  
（２）放送の内容  
（３）希望する放送の日時  
（４）その他必要な事項  
（放送の実施）  
第 4 条 乙は甲から依頼された事項に関し、自主的判断に基づき、形式、内容、時  
刻及び放送系統を決定して放送するものとする。  

（連絡責任者等）  
第５条 第３条に掲げる放送依頼の円滑な実施を図るため、甲及び乙に連絡責任者

を置くものとする。  
２ 連絡責任者は、必要に応じ連絡会議をもつものとする。  
３ 連絡会議は、連絡責任者に支障があるときは、代理者の出席を認めるものとす

る。  
４ 連絡責任者を置いた場合及び変更のあった場合には、その都度連絡するものと

する。  
（雑則）  
第６条 この協定に関し必要な事項は、甲及び乙が協議して定めるものとする。  
第７条 この協定は、平成１９年３月１日から適用する。  
 

平成１９年３月１日  
 

甲 山形市松波二丁目８－１  
山  形  県  知  事   齋 藤  弘  

 
 
乙 米沢市春日四丁目２－７５  

株式会社ニューメディア  
代表取締役社長   金 子 剛 三  
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災害時における心理ケアに関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と山形県臨床心理士会（以下「乙」という。）とは、災害

時において被災者に対して行う心理ケア（以下「心理ケア」という。）に関し、次のとおり

協定を締結する。 
 
（趣  旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害発生時の被災者対策の一環とし

て、甲が行う心理ケアに対する乙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。 
 
（医療従事者の派遣） 
第２条 甲は、心理ケアを実施する必要が生じた場合は、乙に対して心理ケアのための臨

床心理士等（以下「心理ケア従事者」という。）の派遣を要請するものとする。 
 
（心理ケア計画） 
第３条 乙は、甲の心理ケア従事者の派遣要請に対し、迅速かつ的確に対応するため、心

理ケアの計画を策定し、甲に提出するものとする。 
２ 心理ケア計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 
 (1)  心理ケア従事者の編成計画 
  (2)  心理ケア従事者の心理ケア活動計画 
  (3)  関係機関との連絡体制 
  (4)  その他必要な事項 
   
（心理ケア従事者の派遣要請の手続き） 
第４条 甲は、第２条の規定に基づき乙に派遣を要請するときは、乙に対し次に掲げる事

項を明示した文書（別記様式１）により行うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、そ

の後、速やかに文書を送付するものとする。 
(1) 災害発生の日時及び場所 

 (2) 災害の原因及び状況 
 (3) 派遣先の場所 
  (4)  派遣者数 
  (5)  派遣期間 
  (6)  その他必要な事項 
 
（業務の内容） 
第５条 心理ケア従事者は、原則として、避難所及び仮設住宅において、次に掲げる心理

ケア活動を行うものとする。 
 (1) 被災者に対する心理ケア 
 (2) その他状況に応じた必要な措置 
 
（心理ケア従事者の輸送） 
第６条 甲は、被災者への心理ケアが円滑に実施できるよう、心理ケア従事者の輸送につ

いて、必要な措置を講じるものとする。 
 
（指揮命令） 
第７条 現地での指揮命令及び心理ケア活動の連絡調整は、甲が指定するものが行うもの

とする。 
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（診察費） 
第８条 避難所、仮設住宅における心理ケア費用は、無料とする。 
 
（費用の弁償） 
第９条 甲の要請に基づいて派遣した場合における心理ケア従事者の編成及び派遣に要す

る費用は、甲が負担するものとする。 
  
（心理ケア従事者への災害補償） 
第１０条 甲は、心理ケアに従事した者が、その業務に従事したために負傷し、若しくは

疾病にかかり、又は死亡したときは、「災害に際し応急措置の業務に従事した者に係る損

害補償に関する条例（昭和３７年１２月２５日山形県条例第６６号）」に定めるところに

よりその損害を補償する。 
 
（協  議） 
第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適  用） 
第１２条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それ

ぞれ１通を保有する。 
 
 
平成１８年３月２７日 
 

甲  山形市松波二丁目８番１号 
山形県知事   齋 藤  弘 

 
 

乙  山形市小白川町一丁目４－１２ 
   山形大学教職研究総合センター佐藤研究室内 

 山形県臨床心理士会会長   野 口 敏 信 
        



災害時における医療救護に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と社団法人山形県看護協会（以下「乙」という。）とは、

災害時における救護所等への看護師等の派遣について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣  旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時の医療救護活動を円滑に実施

するため、甲が行う医療救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項を定めるものと

する。 
 
（医療従事者の派遣） 
第２条 甲は、災害時に医療救護活動を実施する必要が生じた場合は、必要に応じ乙に対

して看護師等（以下「医療従事者」という。）の派遣を要請するものとする。 
 
（災害時医療救護計画） 
第３条 乙は、甲の医療従事者の派遣要請に対し、迅速かつ的確に対応するため、災害時

における医療救護の計画を策定し、甲に提出するものとする。 
２ 災害時医療救護計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 
 (1)  医療従事者の編成計画 
  (2)  医療従事者の医療救護活動計画 
  (3)  関係機関との連絡体制 
  (4)  その他必要な事項 
   
（医療従事者の派遣要請の手続き） 
第４条 甲は、第２条の規定に基づき乙に派遣を要請するときは、乙に対し次に掲げる事

項を明示した文書（別記様式１）により行うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、そ

の後、速やかに文書を送付するものとする。 
(1) 災害発生の日時及び場所 

 (2) 災害の原因及び状況 
 (3) 派遣先の場所 
  (4)  派遣者数 
  (5)  派遣期間 
  (6)  その他必要な事項 
 
（業務の内容） 
第５条 医療従事者は、原則として、避難所及び災害現場等に設置する救護所（以下「救

護所」という。）において、医師の指示に基づき、次に掲げる医療救護活動を行うものと

する。 
 (1) 傷病者に対する応急手当及び看護 
 (2) 傷病者の救護所への収容 
 (3) その他状況に応じた必要な措置 
 
（薬剤等の供給） 
第６条 医療従事者が使用する薬剤、治療材料及び医療器具は、医療従事者が携行するも

ののほか、甲が供給するものとする。 
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（医療従事者の輸送） 
第７条 甲は、医療救護が円滑に実施できるよう、医療従事者の輸送について、必要な措

置を講じるものとする。 
 
（指揮命令） 
第８条 現地での指揮命令及び医療救護活動の連絡調整は、甲が指定するものが行うもの

とする。 
 
（費用の弁償） 
第９条 法令に定めがあるもののほか、甲の要請に基づいて派遣した場合における次の費

用は、甲が負担するものとする。 
  (1)  医療従事者が携行した薬剤及び治療材料で使用したもの並びに医療器具の破損等

に係る費用 
  (2)  医療従事者の派遣に要する費用 
 
（医療従事者への災害補償） 
第１０条 甲は、甲の要請に基づき医療救護に従事した者が、その業務に従事したために

負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡したときは、「災害に際し応急措置の業務に従

事した者に係る損害補償に関する条例（昭和３７年１２月２５日山形県条例第６６号）」

に定めるところによりその損害を補償する。 
 
（連絡責任者） 
第１１条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長

とし、乙については事務局長とする。 
 
（協  議） 
第１２条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適  用） 
第１３条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それ

ぞれ１通を保有する。 
 
平成１８年７月２４日 

 
甲  山形市松波二丁目８番１号 

山形県知事   齋 藤  弘 
 
 

乙  山形市松栄一丁目５番４５号 
   社団法人山形県看護協会 

会   長   齋  藤 カツ子 



災害時における医療救護活動に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と社団法人山形県薬剤師会（以下「乙」という。）とは、

災害時における医療救護活動について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時の医療救護活動を円滑に実施

するため、甲が行う医療救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項を定めるものと

する。 
 
（薬剤師の派遣） 
第２条 甲は、災害時に医療救護活動を実施する必要が生じた場合は、必要に応じ乙に対

して薬剤師の派遣を要請するものとする。 
 
（薬剤師の派遣要請の手続き） 
第３条 甲は、第２条の規定に基づき乙に派遣を要請するときは、乙に対し次に掲げる事

項を明示した文書（別記様式１）により行うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、そ

の後、速やかに文書を送付するものとする。 
(1) 災害発生の日時及び場所 

 (2) 災害の原因及び状況 
 (3) 派遣先の場所 
  (4)  派遣者数 
  (5)  派遣期間 
  (6)  その他必要な事項 
 
（業務の内容） 
第４条 甲の要請に基づき派遣された薬剤師（以下「薬剤師」という。）の業務は、次のと

おりとする。 
 (1) 救護所等における傷病者等に対する調剤、服薬指導 
 (2) 救護所及び医薬品等の集積所等における医薬品等の仕分け、管理 
 (3) その他、消毒方法、医薬品の使用方法等の薬学的指導 
 
（指揮命令） 
第５条 現地での指揮命令及び医療救護活動の連絡調整は、甲が指定するものが行うもの

とする。 
 
（薬剤師の輸送） 
第６条 甲は、医療救護が円滑に実施できるよう、薬剤師の輸送について、必要な措置を

講じるものとする。 
 
（医薬品等の供給） 
第７条 薬剤師が使用する医薬品等は、薬剤師が携行するもののほか、甲が供給するもの

とする。 
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（調剤費） 
第８条 救護所等における調剤費は無料とする。 
 
（費用の弁償） 
第９条 法令に定めがあるもののほか、甲の要請に基づいて派遣した場合における次の費

用は、甲が負担するものとする。 
  (1)  薬剤師が携行した医薬品等使用した場合の実費 
  (2)  薬剤師の派遣に要する費用 
 
（医療従事者への災害補償） 
第１０条 甲は、甲の要請に基づき医療救護に従事した者が、その業務に従事したために

負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡したときは、「災害に際し応急措置の業務に従

事した者に係る損害補償に関する条例（昭和３７年１２月２５日山形県条例第６６号）」

に定めるところによりその損害を補償する。 
 
（体制の整備） 
第１１条 乙は、災害時に迅速な対応がとれるよう、組織内の連絡、派遣体制の整備に努

めるものとする。 
 
（連絡責任者） 
第１２条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長

とし、乙については事務局長とする。 
 
（協議） 
第１３条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適用） 
第１４条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それ

ぞれ１通を保有する。 
 
平成１８年１２月８日 

 
甲  山形市松波二丁目８番１号 

山形県知事   齋 藤  弘 
 
 

乙  山形市美畑町１１番２６号 
   社団法人山形県薬剤師会 

会   長   渡 辺 康 弘 



山形県(以下「甲」という。)と山形県医薬品卸業協会(以下「乙」という。)とは、

災害発生における医薬品等の確保を図るため、次のとおり協定を締結する。

災害時における医薬品等の供給に関する協定

(趣旨)

第1条この協定は、甲が乙と協力して医薬品等を確保し、迅速かつ円滑に被災地等

へ供給するために必要な事項を定めるものとする。

(医薬品等の供給要ヨ剤

第2条甲は、災害時における医薬品等の確保を図るため、必要があると認めたとき、

又は県内の市町村より供給の要請があったときには、乙に対し保有する医薬品等の

供給を要請するものとする。

(要請事項の措置)

第3条乙は、甲から要請を受けたときは、要請事項について速やかに措置するとと

もに、その措置の状況を甲に連絡するものとする。

(医薬品等の範囲)

第4条供給する医薬品等の範囲は次のとおりとし、乙において措置可能な品目及び

数量とする。なお、乙の県内施設で措置できない場合は、県外施設から措置するよ

う努めるものとする。

(1)医薬品

(2)医療機器

(3)衛生材料

(供給要請の方法)

第5条前条に掲げる医薬品等の供給要請は文書によることとするが、緊急の場合に

は他の方法によることができるものとする。

2 やむを得ない事情のため、前項による手続きがとれない場合は、甲は、直接乙の

加入協会会員に対し供給の要請を行うことができるものとする。この場合、甲はそ

れに伴う措置事項を、事後すみやかに乙に連絡するものとする。

(医薬品等の供給場所)

第6条乙は、甲が指定した場所に医薬品等を供給するものとする。なお、甲が指定

する場所については、必要に応じて甲と乙が事前に協議するものとする。

(広域的な支援体制の整備)

第7条乙は、一般社団法人日本医薬品卸売業連合会と連携を強化し、広域的な支援

が受けられる体制の整備に努め、甲はそのために必要な協力を行うものとする。

(情報の収集及び提供)

第8条甲と乙は、災害時において、被災地の状況、被災者の救護状況並びに救護所

等の災害用医薬品の需要に関する情報の収集に努め、情報交換を行うものとする。
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(協議事項)

第9条この協定の実施について疑義が生じたときは、その都度双方が誠意ある協議

を行うものとする。

(有効期限)

第10条この協定の有効期限は、平成20年4月1日からとし、甲乙いずれかの申し

出がない場合は継続するものとする。

この協定を証するため本書を2通作成し、甲乙両当事者記名押印の上、各自1通を

保有する。

なお、乙は乙の加入協会員にこの協定を締結したことを周知するものとする。

平成20年3月27日制定

令和4年2月7日一部改定

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事齋藤

山形県蔵王松ケ丘一丁目2番10号

山形県医薬品卸業協会

会長宮原良司

乙

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事吉村美

乙 山形県蔵王松ケ丘一丁伯q顎ミ匝子
ーー"'エ'■
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山形県(以下「甲」という。)と公益社団法人山形県栄養士会(以下「乙」という。)と

は、大規模な災害等の発生時における栄養・食生活支援活動に係る協力(以下「協力」と

いう。)に関して、次のとおり協定を締結する。

災害時における栄養・食生活支援活動に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、山形県地域防災計画に基づき、山形県内で、地震、風水害その他の

大規模災害等が発生し、又は発生のおそれがある場合(以下「災害時」という。)におい

て、甲が行う栄養・食生活支援活動にっいて、甲が乙に対して協力を要請する際に広、要

な事項を定めるものとする。

電国r皿1七」N阿、

^1是゛,」一酬郭
'%ノ

(協力の要請)

第2条甲は、災害時において、乙の恊力が必要であると認められるときは、乙に対し協

力を要請することができる。

2 甲が、乙に対して前項の協力を要詰するときは、乙との調整を図るために、卿信己様式

により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請し、その後、速やか

に当該文書を送付するものとする。

3 乙は、甲の要請に基づき管理栄養士・栄養士の派遣にっいて可能な範囲で協力するも

のとする。

(乙の業務)

第3条前条第3項の規定により派造される管理栄養士・栄養士は、甲が指定する場所に

おいて、次の各号に掲げる活動を行うものとする。

(1)避難所等の栄養管理、衛生管理

(2)避難所等における疾病・身体状況や食事等に関する情報収集、巡回栄養相談

(3)要配慮者等に対する栄養・食事指導

(4)特殊栄養食品(乳児用ミルクや高齢者用食品、食物アレルギー対応食品、病者用

食品等)の提供に係る支援

(5)避難所や被災者の栄養状況調査、栄養管理

(田その他甲が必要と認める活動

(移動手段)

第4条甲は、乙が円滑に協力を行えるよう、乙の移動手段にっいて必要な措置を講じる

ものと司、る。

2 第2条第1項の要請に基づき協力する管理栄養士・栄養士が、第3条に規定する業務

において負傷し、疾病にかかり、又は死亡したときは、甲は、災害救助法(昭和22年法

律第 118 号)第 12条の扶助金の例により、当該扶助金相当額を負担するものとする。

(費用弁償等)

第5条第2条第 1項の要請に基づく協力に係る第3条各号に定める活動に要した食品等

の実費は、甲が負担するものとし、当該実費以夕Hこ要した費用にっいては、乙が負担す

るものとする。

(指揮命令)

第6条現地での指揮命令及び連絡調整は、甲が指定する者が行うものとする。

(連絡体制)

第7条甲及び乙は、この協定に基づく業務を円滑に実施するため、彪、要な連絡及び調整

を行い、平常時から連絡体制の強化に努めるものとする。

絲韻ID

第8条この協定を実施するために必要な事項については、別に定める。

(協議)

第9条この協定に定めのない事項及びこの恊定に関し疑義が生じた事項については、甲

乙協議して定めるものとする。

(有効期問)

第 10 条この協定の有効期問は、協定を締結した日から1年間とする。ただし、この協定

の有効期間満了の 1ケ月前までに、甲乙いずれからも文書をもって協定の終了を通知し

ないときは、有効期問満了の日の翌日から起算して 1年問この協定は延長されたものと

し、以降も同様とする。

この協定を証するため、本書を2通作成し、甲乙両者記名押印のうぇ、各自その1通を

保有する。

令和3年3月24日

甲 山形市松波2丁目8

山形県知事

乙 山形市小白川町2丁目
ーー'、ゞーー」".『.,,、." 1.

公益社団法人山形県栄養士会紳i'び.容゛*
会長西村(美一",吐'.,1や」FX、

"、ー、詞郡が司

▲、^^、゛『+.゛Y^゛■,昆●五●U^岡、

-1御NN吉_、.、■、ξ1ゞ上、/二小吉村美栄 11rゞ'鄭一1
・、二f1ξゞ陰ゞぽ・1
^互^^^^リ^リ闇^^゛^^「号^叫間肌『^
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易1信己様式

公益社団法人山形県栄養士会会長殿

山形県知事

災害時における栄養・食生活支援活動に関する協定書第2条第2項の規定により、下記
のとおり協力を要請します。

なお、会員の安全確保には十分注意し、 L次災害のおそれが予見される場合は、速やか

に活動を中止し、撤退してください。

協力 要 請

連絡窓口

令和

派遣の場所

担当者

年

被害の状況

月

想定される業務の

内

記

日

市・町・村

その他の

必要な事項

Fax

協定

形 県山

公益社団法人岬媒栄養士会

書

書

話電

容
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災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 
 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社ト一屋（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害時の県民

生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関する事項

について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙に保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給及び

運搬に積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を指定できるものと

する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を

要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検、

改善に常に努めるものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 
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２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供

給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡会議の設置） 

第９条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、連絡会議を設置する

ものとする。 

 

（その他） 

第１０条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１７年１２月９日 

 

甲 山形市松波２丁目８－１ 

山形県知事 齋 藤  弘  

 

乙 酒田市東町２丁目２－１ 

株式会社ト一屋     

取締役社長 荒 木 俊 彦 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別 表   災害時応急生活物資 

 

 水・飲料、パン類、弁当類、レトルト食品（主食、おかず）、缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ）、果

物（バナナ等）、インスタントラーメン、米、濡れティッシュ、トイレットペーパー、生

理用品、下着・靴下、紙おむつ、粉ミルク、哺乳瓶、鍋、電池・懐中電灯、軍手、ガム

テープ、卓上ガスコンロ、紙製食器、マスク、靴、洗濯・洗面・洗髪用品、ふとん、文

具、嗜好品（緑茶・紅茶・コーヒー）、蚊取り線香・殺虫剤（夏季）、使い捨てカイロ、

毛布、灯油（冬季） 

 

（注１）応急生活物資はおおむね上記の品目を基準とし、災害や緊急度の状況に合わせ

て調達する。 

（注２）品目は、上記の他、甲乙協議のうえ、その都度指定できるものとする。 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社ヤマザワ（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害時の県

民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関する事

項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給及び

運搬に積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を指定できるものと

する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を

要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供
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給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡会議） 

第９条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、定期的に連絡会議を

開催するものとする。 

 

（その他） 

第 10 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

 

  平成１７年１２月２８日 

 

 

甲 山形市松波二丁目８－１     

 

山形県知事 齋藤 弘      

 

 

乙 山形市あこや町三丁目８－９   

 

株式会社ヤマザワ        

代表取締役 山澤 進      

 



 

（ 別 表 ）   災害時応急生活物資 

 

 水・飲料、パン類、弁当類、レトルト食品（主食、おかず）、缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ）、果

物（バナナ等）、インスタントラーメン、米、濡れティッシュ、トイレットペーパー、生

理用品、下着・靴下、紙おむつ、粉ミルク、哺乳瓶、鍋、電池・懐中電灯、軍手、ガム

テープ、卓上ガスコンロ、紙製食器、マスク、洗濯・洗面・洗髪用品、文具、嗜好品（緑

茶・紅茶・コーヒー）、蚊取り線香・殺虫剤（夏季）、使い捨てカイロ、 

 

（注１）応急生活物資はおおむね上記の品目を基準とし、災害や緊急度の状況に合わせ

て調達する。 

（注２）品目は、上記の他、甲乙協議のうえ、その都度指定できるものとする。 



災害時における物資の供給に関する協定書 
 
 
 山形県知事齋藤弘（以下「甲」という。）と山形県給食事業協会連合会会長 
寒河江隆吉（以下「乙」という。）とは、災害時における物資（以下｢物資｣とい

う。）の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（要請） 
第１条 甲は、次に掲げる場合において、物資を供給する必要があると認めら

れるときは、乙に対し、物資の供給を要請することができる。 
（１）県内において災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。 
（２）県外において災害が発生し、関係都道府県知事から物資の供給を要請さ

れたとき。 
（３）その他災害発生に伴い甲が必要と認めるとき。 
 
（物資の種類） 
第 2条 乙が供給する物資の種類は、甲、乙協議のうえ別途定めることとする。 
 
（要請の方法） 
第３条 甲は、原則として文書をもって要請を行うものとする。ただし、文書

をもって要請するいとまがないときは口頭又はファクシミリ等で要請し、そ

の後速やかに文書を送付するものとする。 
 
（要請に基づく乙の措置） 
第４条 乙は、甲から要請を受けたときは、その要請事項を実施するための措

置をとるとともに、その措置の状況を甲に報告するものとする。 
 
（物資の引渡し） 
第５条 物資の引渡し場所は、甲が指定するものとし、甲は当該場所に担当職

員等を派遣して物資を確認のうえ引き取るものとする。 
 
（費用） 
第６条 この協定に基づき供給された物資の対価については甲が負担するもの

とする。 
２ 前項の費用は、災害発生直前時における適正な価格を基準として、甲、乙

協議して定める。 
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（支払い） 
第７条 甲は、前条の費用について、乙からの請求に基づき、速やかに支払う

ものとする。 
 
（会員事業所等の報告） 
第８条 乙は、甲に対して定期的に会員事業所の概要及び調達・製造可能数量

を報告するものとする。 
 
（緊急時連絡体制の整備） 
第９条 甲及び乙は相互に協力し、緊急時の連絡体制を整備するものとする。 
 
（有効期間） 
第 10条 この協定は、協定を締結した日から効力を生じるものとし、甲又は乙

が文書をもって協定の終了を通知しない限り、その効力は継続する。 
 
（協議） 
第 11条 この協定に定めのない事項については、そのつど甲、乙協議して定め

る。 
 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙それぞれ記名押印

のうえ、各自１通を保有する。 
 
  平成１８年３月１６日 
 
 

甲 山形市松波二丁目８－１    
山形県知事  齋藤 弘    

 
 

乙 山形市北町三丁目２－１    
山形県給食事業協会連合会   
会 長  寒河江 隆吉    

 
 



災害時における物資の調達に関する協定 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と株式会社ローソン（以下「乙」という。）とは、地震・

風水害その他の災害が発生または発生するおそれがある場合、被災住民等を救助するため

の物資（以下「物資」という。）の調達および供給に関し、次のとおり協定（以下「本協定」

という。）を締結する。 
 

（要請） 
第１条 甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があるときは、乙に対し、

その調達・製造が可能な範囲内で物資の供給を要請することができる。 
（１）山形県内に災害が発生し、または発生するおそれがあるとき。 
（２）山形県外の災害について、国又は関係都道府県知事から物資の調達斡旋を要請され

たとき及び救援の必要があると認められるとき。 
 

（調達物資の範囲） 
第２条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、要請時点で物流ライン

の断絶、乙の加盟店への商品供給を考慮の上、乙が調達・製造が可能な物資とする。 
（１）食料品 
（２）飲料水 
（３）日用品 
（４）その他甲が指定する物資 

 
（要請の方法） 
第３条 第１条の要請は、「物資発注書」（別紙第１号様式）をもって行なうものとする。

ただし、緊急を要する場合は、電話又はその他の方法をもって要請し、その後速やかに

文書を交付するものとする。 
 
（要請に基づく乙の措置） 
第４条 第１条の要請を受けたときは、乙はその要請事項を実施するための措置をとると

ともに、その措置の状況を「物資可能数量・措置の状況報告書」（別紙第２号様式）によ

り甲に提出するものとする。 
 
（物資の運搬、引渡し） 
第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ、指定するものとし、引渡し場所までの物

資の運搬は、乙又は乙の指定する者が行なうものとする。ただし、乙又は乙の指定する

者の運搬が困難な場合は、甲または甲の指定する者が行なうものとする。 
２ 甲は、当該場所に職員を派遣し物資を確認のうえ引き取るものとする。 
３ 甲は、前項による引き取りを市町村に代行させることができる。 
４ 乙は、物資の引渡しが終了した後、次に掲げる事項を速やかに書面により甲に報告す
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るものとする。 
（１）引渡しの日時及び場所 
（２）引渡しに係わる物資の品目及び数量 

 
（費用） 
第６条 乙が供給した物資の対価及び引渡し場所までの運搬に係る費用実費は、甲または

甲の指定する地方自治体が負担するものとする。 
２ 乙が供給した物資の価格は、災害発生直前の乙の店舗での販売推奨価格（災害発生前

の取引については取引時の販売価格）とする。 
 
（費用の支払い） 
第７条 甲が引き取った物資及び乙が行なった運搬等の費用は、乙からの請求後１ヶ月以

内に、甲または甲の指定する地方自治体から乙指定口座に振り込みにより支払うものと

する。 
 
（連絡責任者の報告） 
第８条 甲と乙は、本協定の成立にかかる連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第３号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに

相手方に報告するものとする。 
 
（車両の通行） 
第９条 甲は、乙が物資を運搬及び供給する際には、車両を緊急又は優先車両として通行

できるように支援するものとする。 
 
（その他） 
第 10条 乙は、自己の加盟店もしくは関係者（配送業者等）に最大限の努力をもって本協

定を履行するよう求めるが、フランチャイズ契約等の制限から、強制することが困難な

事情がある場合､甲はこれを承諾する。 
 
（協議） 
第 11条 本協定に定めのない事項については、その都度、甲・乙協議して定めるものとす

る。 
２ 前項の協議に拘らず、本協定につき紛争が生じた場合には、山形地方裁判所又は東京

地方裁判所を第一審管轄裁判所とすることに甲及び乙は、予め合意するものとする。 
 

（効力） 
第 12条 本協定の有効期間は、協定締結日から 1年間とする。ただし、有効期間満了日ま
でに、双方いずれからも意思表示がないときは、更新されたものとする。 

 
 



（解約） 
第 13条 本協定を解約する場合は、甲・乙いずれか一方が解約日 1ヶ月前までに書面によ
り相手方に通知するものとする。 

 
 本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自その１通を

保有するものとする。 
 
 
 
平成１８年７月２４日 

                   
 

                  
甲  山形県山形市松波二丁目８－１    

 
   山 形 県 知 事   齋 藤  弘   

 
 

乙  大阪府吹田市豊津町９番１号 
 

   株式会社ローソン          
 代表取締役社長  新 浪  剛   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙第１号様式 
物 資 発 注 書 

平成  年  月  日 
会社名 株式会社ローソン 
代表取締役社長 新浪 剛 殿 
担当部署 
 

                                山形県知事 
 

災害時における物資の調達要請について 
 
「災害時における物資の調達に関する協定」に基づき、下記のとおり要請します。なお、

協定書第４条の規定により、本要請に対する貴社の措置状況を報告願います。 
 

記 
要請する物資 

要請期日 要請品目 要請数量 搬入希望場所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

※ 要請数量は、１日あたり数量とする。 
 
 
 
 

問い合わせ先         
                        山形県総務部危機管理室総合防災課 

電話 ０２３－６３０－２２５５ 
                                         FAX  ０２３－６３３－４７１１ 

担当                
 

 
 
 



別紙第２号様式 
物資可能数量・措置の状況報告書 

 
平成  年  月  日 

   山形県知事  様  
 

会社名   株式会社ローソン       
 担当部署           

 
「災害時における物資の調達に関する協定」（第４条）に基づき、当社の（物資可能数量・

措置の状況）を下記のとおり報告します。 
 
記 

１．調達可能数量 
発災直後 発災後３日以降 
品 名 調達可能数量 品 名 調達可能数量 
（調理不要の食品） （主食＋副食品） 
おにぎり 
弁 当 
パ ン 
飲料水（お茶等） 
その他 

 おにぎり 
弁 当 
パ ン 
缶 詰 
カップラーメン 
カップ味噌汁 
飲料水（お茶等） 
その他 

 

下着類（   ）タオル（    ）懐中電灯（    ）乾電池（     ） 
軍手 （  ）ちり紙（   ）ろうそく（   ）ウエットテッィシュ（     ） 
カセットボンベ（     ） 
※その他 
（         ）（    ）    （        ）（    ） 
（         ）（    ）    （        ）（    ） 
（         ）（    ）    （        ）（    ） 
注：協定書第４条による報告は、被災がないと想定した場合の１日あたりの最大調達・製

造可能数量の概数を記入する。 
 
２．物資の搬入場所・方法（いずれかに○をつける） 

① 県災害対策本部まで当社が搬入する。 
② 当社指定場所で山形県に引渡し。 
③ その他（山形県が指定する場所で引渡し等） 

３．搬入方法（陸路、空路、海路） 



別紙第３号様式 

        連 絡 責 任 者 届 

【山形県】 
   １ 連絡責任者 

 役職・氏名  
 Ｔ Ｅ Ｌ  
  携      帯  
  Ｆ Ａ Ｘ  

       
２ 時間外及び休日の場合の連絡先 
 項  目    第１連絡先      第２連絡先 
 役職・氏名   
 Ｔ  Ｅ  Ｌ   
 携     帯   
Ｆ Ａ Ｘ   

       
３ 勤務時間及び休日 

     ・勤務時間： 
      ・休  日： 
 
【               】 
   １ 連絡責任者 

 役職・氏名  
 Ｔ Ｅ Ｌ  
 携   帯  
  Ｆ Ａ Ｘ  

       
２ 時間外及び休日の場合の連絡先 
 項  目    第１連絡先      第２連絡先 
 役職・氏名   
Ｔ Ｅ Ｌ   
携   帯   
Ｆ Ａ Ｘ   

       
３ 勤務時間及び休日 

     ・勤務時間： 
      ・休  日： 
 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社ヨークベニマル（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害

時の県民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関

する事項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給に積

極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を、乙の営業に支障

が無い範囲で指定できるものとする。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、別紙の文書をもって行うものとする。ただし、

緊急を要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものと

する。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（物資の引渡し） 

第 7 条 物資の受渡しは原則として甲が指定する場所とする。但し、乙又は乙の指定す

る者の運搬が困難な場合は、甲は乙と協議の上、指定する場所を変更するものとする。 
２ 物資の引渡しの際は、引渡し場所に甲の職員又は、甲の指定する者が物資の確認を

行い受領するものとする。 

 

（対価及び費用） 

第８条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 
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２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第９条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供

給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 10条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあ

っては山形県総務部危機管理室総合防災課長の職にあるものを、乙にあってはヨーク

ベニマル総務室長の職にある者を当該責任者とする。 

 

（連絡会議） 

第 11条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、定期的に連絡会議を

開催するものとする。 

 

（その他） 

第 12 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１９年３月１２日 

 

 

甲 山形県山形市松波二丁目８－１     

 

                  山形県知事 齋藤 弘      

 

 

                 乙 福島県郡山市朝日二丁目１８番２号 

 

                  株式会社ヨークベニマル     

                  代表取締役社長 大高 善興   

 



（別表） 

 

災害時に必要な応急生活物資 
 カテゴリー 品              名 

①飲み物 水、ミネラルウォーター、ウーロン茶、牛乳、コー

ヒー、紅茶、炭酸飲料等（いずれもペットボトル又

は紙パック） 

 

②主食・副食 パン、レトルト食品（ご飯）、おにぎり、弁当類、

果物、惣菜類、缶詰、ハム、米、魚、肉、野菜、イ

ンスタント食品、粉ミルク、バター、ジャム等 

１）食料品 

③調味料閑係 醤油、砂糖、化学調味料、塩、食用油、味噌等 

 

 

①炊事用具 カセットガスボンベ、まな板、包丁、ナイフ、 

なべ、やかん等 

 

②食器類 はし、スプーン、紙コップ、紙皿等 

 

 

③日用雑貨 ティッシュペーパー、トイレットペーパー、紙おむ

つ、洗剤、石鹸、シャンプー、生理用品、洗面用具、

歯ブラシ、歯磨き粉、マスク、アルミホイル、ラッ

プ等 

２）生活用品 

④光熱材料 ろうそく、マッチ、ライター、乾電池等 

 

 

４）その他  軍手、ガムテープ、タオル、ビニール袋、文房具、

使い捨てカイロ、蚊取り線香、ゴザ、寝具類、電化

製品等 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式） 

                           事 務 連 絡 

                           平成  年  月  日 

 

 

            様 

 

 

                       山形県知事  

 

 

応 急 生 活 物 資 供 給 要 請 書 

 

 災害時における応急生活物資の供給協力等に関する協定第５条第１項の規定に基づき、

次のとおり生活物資の供給を要請いたします。 

 

記 

 

  災 害 名 

   

災害状況 

   

要請理由 

   

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  担当者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社郷野目ストア（以下｢乙｣という。）とが、相互に協力して災害時

の県民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給等の協力に関す

る事項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の優先供給及び

運搬に積極的に協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を指定できるものと

する。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を

要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供
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給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡会議） 

第９条 甲と乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、定期的に連絡会議を

開催するものとする。 

 

（その他） 

第 10 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

 

  平成１９年３月１５日 

 

 

甲 山形市松波二丁目８－１     

 

山形県知事 齋 藤  弘    

 

 

乙 新庄市沖ノ町５－４２      

 

株式会社郷野目ストア      

代表取締役 郷野目 茂子    

 



 

（ 別 表 ）   災害時応急生活物資 

 

 水・飲料、パン類、弁当類、レトルト食品（主食、おかず）、缶詰（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ）、果

物（バナナ等）、インスタントラーメン、米、濡れティッシュ、トイレットペーパー、生

理用品、下着・靴下、紙おむつ、粉ミルク、哺乳瓶、鍋、電池・懐中電灯、軍手、ガム

テープ、卓上ガスコンロ、紙製食器、マスク、洗濯・洗面・洗髪用品、文具、嗜好品（緑

茶・紅茶・コーヒー）、蚊取り線香・殺虫剤（夏季）、使い捨てカイロ、 

 

（注１）応急生活物資はおおむね上記の品目を基準とし、災害や緊急度の状況に合わせ

て調達する。 

（注２）品目は、上記の他、甲乙協議のうえ、その都度指定できるものとする。 



災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時において、山形県（以下「甲」

という。）と株式会社セブン－イレブン・ジャパン（以下｢乙｣という。）とが、相互に

協力して災害時の県民生活の早期安定を図るため、応急生活物資の調達及び安定供給

等の協力に関する事項について定めるものとする。 

 

（応急生活物資供給の協力要請） 

第２条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、乙の保

有商品の供給について協力を要請することができる。 

 

（応急生活物資供給の確保） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有商品の供給に可能な

限り協力するものとする。 

 

（応急生活物資の分配等） 

第４条 応急生活物資の被災市町村への分配については、甲及び乙が協議の上決定する

ものとする。 

 

（応急生活物資） 

第５条 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、被害の状況に応じ、別表の品目の

中から指定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は乙と協議の上、別表以外の品目を、乙の営業に支障

が無い範囲で指定できるものとする。 

 

（応急生活物資供給の要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続きは、別紙様式１の文書をもって行うものとする。た

だし、緊急を要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出する

ものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（物資の引渡し） 

第 7 条 物資の引渡しは原則として甲が指定する場所とする。但し、乙又は乙の指定す

る者の運搬が困難な場合は、甲は乙と協議の上、指定する場所を変更するものとする。 
２ 物資の引渡しの際は、引渡し場所に甲の職員又は、甲の指定する者が物資の確認を

行い受領するものとする。 

３ 乙は、物資の引渡し後、甲に対し別紙様式２の文書をもって報告するものとする。 

 

（車両の通行） 

第８条 甲は、甲の要請に基づき乙が物資を運搬する場合には、運搬に使用される車両

を緊急通行車両として通行できるよう支援するものとする。 
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（対価及び費用） 

第９条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における店頭価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 

 

（情報の収集・提供） 

第 10条 甲は災害時において、県民に対し応急生活物資の配布場所や品目等の情報伝達

に努め、乙はそれに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地域や被災者の状況、地域の生活物資の価格や供

給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲と乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して県民に対し

て迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲と乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換

を行い、災害時に備えるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第 11条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあ

っては山形県総務部危機管理室総合防災課長の職にあるものを、乙にあっては総務部

渉外部門担当マネジャーの職にある者を当該責任者とする。 

 

（その他） 

第 12 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１９年９月３日 

 

 

甲 山形県山形市松波二丁目８－１     

 

山形県知事   齋 藤  弘     

 

 

乙 東京都千代田区二番町８番地８号    

 

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン  

代表取締役社長 山 口 俊 郎    

 



（別表） 

 

災害時に必要な応急生活物資 
 カテゴリー 品              名 

①飲み物 水、ミネラルウォーター、ウーロン茶、牛乳、コー

ヒー、紅茶、炭酸飲料等（いずれもペットボトル又

は紙パック） 

 

②主食・副食 パン、レトルト食品（ご飯）、おにぎり、弁当類、

果物、惣菜類、缶詰、ハム、米、魚、肉、野菜、イ

ンスタント食品、粉ミルク、バター、ジャム等 

１）食料品 

③調味料関係 醤油、砂糖、化学調味料、塩、食用油、味噌等 

 

 

①炊事用具 カセットガスボンベ、まな板、包丁、ナイフ、 

なべ、やかん等 

 

②食器類 はし、スプーン、紙コップ、紙皿等 

 

 

③日用雑貨 ティッシュペーパー、トイレットペーパー、紙おむ

つ、洗剤、石鹸、シャンプー、生理用品、洗面用具、

歯ブラシ、歯磨き粉、マスク、アルミホイル、ラッ

プ等 

２）生活用品 

④光熱材料 ろうそく、マッチ、ライター、乾電池等 

 

 

４）その他  軍手、ガムテープ、タオル、ビニール袋、文房具、

使い捨てカイロ、蚊取り線香、ゴザ、寝具類、電化

製品等 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式１） 

                           平成  年  月  日 

 

 

（株）セブン－イレブン・ジャパン代表取締役社長 様 

 

 

                              山形県知事  

 

 

応 急 生 活 物 資 供 給 要 請 書 

 

 

 災害時における応急生活物資の供給協力等に関する協定第５条第１項の規定に基づき、

次のとおり生活物資の供給を要請いたします。 

 

記 

 

  災 害 名 

   

災害状況 

   

要請理由 

   

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  担当者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 



（別紙様式２） 

                           平成  年  月  日 

 

 

  山形県知事 殿 

 

 

（株）セブン－イレブン・ジャパン代表取締役社長  

 

 

応 急 生 活 物 資 供 給 報 告 書 

 

 下記のとおり応急生活物資を供給いたしましたので報告します。 

 

記 

 

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  確認者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 

 



災害時における応急生活物資の供給等の支援に関する協定書 

 

 山形県（以下「甲」という。）と株式会社ファミリーマート（以下「乙」という。）とは、

災害時における応急生活物資（以下「物資」という。）の調達及び供給に関し、次のとおり

協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、甲が行う被災地等への物資調達及び 

供給等の活動に対する乙の協力について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（調達物資の範囲） 

第２条 この協定に係る物資とは、原則として食料品、日用品および生活雑貨とし、別表

に定めるもののうち、甲から乙に対する要請時点で乙が調達および製造可能な物資と 

する。 

 

（協力要請） 

第３条 災害時において甲が応急生活物資を必要とするときは、甲は乙に対し、物資の供

給を要請することができるものとする。 

２ 前項に係る要請は、甲から乙に対し文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要

するときは、口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。 

 

（要請に伴う措置）  

第４条 乙は、前条第１項の規定により甲から協力要請を受けたときは、可能な範囲にお

いて、物資の調達及び供給に積極的に協力するものとする。 

 

（物資の運搬、引渡し） 

第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ、指定するものとし、引渡し場所までの物

資の運搬は、乙又は乙の指定する者が行なうものとする。ただし、乙又は乙の指定する

者の運搬が困難な場合は、甲または甲の指定する者が行なうものとする。 

２ 甲は、当該場所に職員を派遣し物資を確認のうえ引き取るものとする。 

３ 甲は、前項による引き取りを市町村に代行させることができる。 

４ 乙は、物資の引渡しが終了した後、次に掲げる事項を速やかに書面により甲に報告す

るものとする。 

（１）引渡しの日時及び場所  

（２）引渡しに係わる物資の品目及び数量 

 

（実績報告） 

第６条 乙は、本協定に基づき物資を供給したときは、甲に対し、別に定める様式により

実績報告を行うものとする。 
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（費用負担） 

第７条 乙が供給した物資の対価及び引渡し場所までの運搬に係る費用実費は、甲または

甲の指定する地方自治体が負担するものとし、その費用の算出は、災害発生直前時にお

ける適正な価格（災害発生前の取引については取引時の適正な価格）を基準として、甲

乙協議して定めるものとする。 

（体制の整備） 

第８条 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段等について、物資供給に支障を来さな

いよう、常に点検、改善に努めるものとする。 

 

（車両の運行） 

第９条 甲は、甲の要請に基づき乙が物資を運搬する場合には、運搬に使用される車両を

緊急通行車両として通行できるよう支援するものとする。 

 

（実施要領） 

第１０条 この協定に係る様式および実施に係る細目等は、実施要領として別に定めるも

のとする。 

 

（その他） 

第１１条 この協定および前条の実施要領に関し、疑義または定めのない事項が生じたと

きは、その都度、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を発揮するものとし、甲または乙が文書を

もって協定の終了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。 

 

  この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持す

るものとする。 

 

  平成２０年 ６月 ４日 

 

 

 甲  山形県山形市松波二丁目８－１ 

     

山形県知事  齋藤 弘    

                                         

 

                                乙  東京都豊島区東池袋３－１－１ 

                   株式会社ファミリーマート  

                    

                   代表取締役社長  上田 準二 



別表（第２条に規定する物資） 

 物資区分   区 分               品           名  

食  料  品 主 食 おむすび、弁当  

 副 食 缶詰、カップみそ汁、カップラーメン、レトルト食品  

 飲 料 水、茶  

日用品およ 衣料等 下着類、軍手、タオル  

び生活雑貨    

 日用品 紙オムツ、石鹸、洗剤、ティッシュ、ライター、カッパ、  

  生理用品、割リ箸、スプーン、懐中電灯、乾電池  

そ の  他 上記に定めのないもののうち、災害状況に応じて甲が緊急に指定する物資  

 で乙が調達または製造可能な物資  

 



災害時における飲料供給の協力に関する協定書 

 

山形県（以下「甲」という。）とサントリーフーズ株式会社（以下｢乙｣という。）とは、

災害時における飲料供給の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時の応急対策活動を円滑に実施するため、甲から乙に対して

行う飲料供給の協力要請に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（飲料供給の要請） 

第２条 災害時において甲が飲料を必要とするとき、甲は乙に対し、乙の調達・製造が

可能な範囲内で飲料の供給を要請することができる。 

 

（飲料の供給） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、通常業務に優先して飲料

の供給に努めるものとする。 

 

（飲料の範囲） 

第４条 甲が乙に要請する飲料の範囲は、次のとおりとする。 

（１）ミネラルウォーター 

（２）その他飲料 

 

（飲料供給の要請手続等） 

第５条 甲の乙に対する要請手続きは、別紙様式１の文書をもって行うものとする。た

だし、緊急を要するときは口頭または電話等をもって要請し、事後に文書を提出する

ものとする。 

２ 甲と乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障を来さないよう常に点検

改善に努めるものとする。 

 

（飲料の引渡し） 

第６条 飲料の受渡しは原則として甲が指定する場所とする。但し、乙又は乙の指定す

る者の運搬が困難な場合は、甲は乙と協議の上、指定する場所を変更するものとする。 
２ 飲料の引渡しの際は、引渡し場所に甲の職員又は、甲の指定する者が飲料の確認を

行い受領するものとする。 

３ 乙は、飲料の引渡し後、甲に対し別紙様式２の文書をもって報告するものとする。 

 

（対価及び費用） 

第７条 第３条の規定により乙が供給した商品の対価および乙が行った運搬等の費用に

ついては甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が提出する出荷確認書等に基づき、災害時直前

における適正価格を基準とし、甲と乙が協議の上決定するものとする。 
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（情報の収集・提供） 

第８条 甲は災害時において、県民に対し飲料の配布場所等の情報伝達に努め、乙はこ

れに協力するものとする。 

２ 甲と乙は、災害時において、被災地や被災者の状況等について情報交換を行うもの

とする。 

 

（連絡責任者） 

第９条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあ

っては山形県総務部危機管理室総合防災課長の職にあるものを、乙にあっては東北支

社企画部企画課長の職にある者を当該責任者とする。 

 

（その他） 

第 10 条 この協定の実施に関して疑義が生じた場合及びこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する

ものとする。 

 

  平成１９年１１月２９日 

 

 

甲 山形県山形市松波二丁目８－１     

 

                  山形県知事   齋藤  弘   

 

 

                 乙 東京都港区台場二丁目３番３号   

 

                  サントリーフーズ株式会社     

                  代表取締役社長 引田 耕治   

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式１） 

                           平成  年  月  日 

 

 

サントリーフーズ（株）代表取締役社長 様 

 

 

                              山形県知事  

 

 

飲 料 供 給 要 請 書 

 

 

 災害時における飲料供給の協力等に関する協定第５条第１項の規定に基づき、次のと

おり飲料の供給を要請いたします。 

 

記 

 

  災 害 名 

   

災害状況 

   

要請理由 

   

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  担当者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 



（別紙様式２） 

                           平成  年  月  日 

 

 

  山形県知事 殿 

 

 

サントリーフーズ（株）代表取締役社長  

 

 

飲 料 供 給 報 告 書 

 

 下記のとおり飲料を供給いたしましたので報告します。 

 

記 

 

納品場所 

   （住  所） 

   （電話番号） 

  確認者（引取り人）職・氏名 

 

品      名 数    量 備      考 

   

   

   

   

   

   

 

 

 



災害時における応急生活物資の供給等の応援に関する協定 

 
山形県（以下「甲」という。）とイオングループのイオンリテール株式会社東北

カンパニー（以下「乙」という。）、マックスバリュ東北株式会社（以下「丙」と

いう。）、株式会社ジョイ（以下「丁」という。）、株式会社マイカル（以下「戊」

という。）は、災害時における応急生活物資（以下「物資」という。）の調達及び

供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（要請） 
第１条  甲は、災害時において、物資を調達する必要があるときは、乙に対し、

その調達・製造商品の種類と数量の双方とも可能な範囲で物資の供給を要請する

ことができる。乙は、甲の要請に基づき、丙、丁、戊と協力し対応するものとす

る。 
 
（供給物資の範囲） 
第２条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、要請時点で乙

が丙、丁、戊と協力し調達可能な物資とする。 
（１）食料品 
（２）飲料水 
（３）日用品 
（４）その他甲が指定する物資 

 
（要請の方法） 
第３条 第１条の要請は、別紙様式第１号により行うものとする。ただし、緊急

を要する場合は、電話又はその他の方法をもって要請し、その後、速やかに文書

を交付するものとする。 
 
（要請に基づく乙の措置） 
第４条 乙は前条の規定により甲から要請を受けたときは、丙、丁、戊と協力し、

物資の供給及び運搬等に関し必要な措置を講ずるものとする。 
 
（物資の運搬、引渡し） 
第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場所ま

での物資の運搬は、原則として乙又は乙が指定する者が行うものとする。ただし、

乙又は乙の指定する者の運搬が困難な場合は、甲又は甲の指定する者が行うもの

とする。 
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２ 甲は、当該場所に職員を派遣し物資を確認のうえ引取るものとする。 
３ 乙は、引渡し場所において別紙様式第２号を受取るものとする。 
 
（費用） 
第６条 乙が供給した物資の対価及び引渡し場所までの運搬に係る費用実費は、

甲又は甲の指定する地方自治体が負担するものとする。 
２ 前項の規定による対価・費用等は、災害発生直前における適正な価格により

算定するものとし、甲乙協議の上決定する。 
 
（費用の支払い） 
第７条 前条第１項に係る費用は、乙からの請求があったときは、速やかに甲又

は甲の指定する地方自治体から乙指定口座に振込みにより支払うものとする。 
 
（連絡窓口） 
第８条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては「生活環境部危機管理・く

らし安心局危機管理課」、乙においては「イオンリテール株式会社東北カンパニ

ー総務部」とする。なお、その連絡窓口は別紙様式第３号に定め、双方ともに備

え付けるものとする。 
 
（避難場所の提供） 
第９条 乙は丙、丁、戊と協力し、災害時において乙、丙、丁、戊が所有し又は

管理する駐車場を、付近住民等の一時避難場所として提供するものとする。 
 
（協議） 
第１０条 この協定に定めのない事項については、その都度、甲乙協議して定め

るものとする。 
 
（効力） 
第１１条 この協定は、協定締結日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書

をもって解除の申し出をしない限り、その効力を継続する。 
 
この協定の締結を証するため、本書５通を作成し、甲乙丙丁戊記名押印の上、各

自その１通を保有するものとする。 
 
 



 
平成２２年９月１日 

 
甲  山形県山形市松波二丁目８番１号         

山 形 県 知 事    吉 村 美 栄 子    
 

乙  宮城県仙台市青葉区中央三丁目３番３号      
                         イオンリテール株式会社            

東北カンパニー                 
                   執行役員 支社長    大  山  英  佳    

  
丙  秋田県秋田市土崎港北一丁目６番２５号      

                         マックスバリュ東北株式会社           
代表取締役社長    宮  地  邦  明    

 
丁  山形県山形市あこや町二丁目１番３０号      

株式会社ジョイ                 
代表取締役社長    阿  部  恵    

 
戊  大阪市中央区久太郎町三丁目１番３０号      

株式会社マイカル                
代表取締役社長    松  井  博  史    

 
 



様式第１号 
緊急物資供給要請書 

平成  年  月  日 
イオンリテール株式会社 
東北カンパニー支社長   殿 

山形県知事     
 

災害時における物資の供給要請について 
 

 災害時における応急生活物資の供給等の応援に関する協定第３条の規定により、

下記のとおり要請します。 
 
記 

 
 

 
 

問合せ先            
山形県     部     課 
電話   －    －     
FAX   －    －     
担当              

要請期日 要請品目 要請数量 搬入希望場所 

    



様式第２号 
平成  年  月  日 

イオンリテール株式会社 
東北カンパニー支社長   殿 

受領確認者            
職・氏名             

 
受  領  書 

 
貴社より次のとおり物資を受領しました。 
 

記 
 
１ 受領場所                       
 
２ 物資の種類及び数量 

品    名 規  格 数  量 備  考 
    

    

    

    

    

    

※ 記以下の受領場所、品名、規格、数量などは配送時に予め記載しておくこと。 
受領確認者の押印は省略できる。 



様式第３号 
災害時緊急連絡体制表 

【山形県】 
   １ 連絡責任者 

所属部署  

職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E-mail  

時間外  

       
 
【イオンリテール株式会社東北カンパニー】 
   １ 連絡責任者 

所属部署  

職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E-mail  

       
２ 夜間及び休日の場合の連絡先 
担当部署  

職・氏名  

Ｔ Ｅ Ｌ  

Ｆ Ａ Ｘ  

E-mail  
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形山

株式会社力

県

τフヲニ三系ミ古コロ

Administrator
テキストボックス
2-5-12



山形県(以下、「甲」という。)と株式会社力ワチ薬品(以下、「乙」という。)は、次のとお

り災害時等における応急生活物資の供給に関する協定を締結する。

災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」と

いう。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする物資を乙が迅速かつ円滑に供給す

るため、必要な事項を定めるものとする。

(要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対

し、物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき

(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から

物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「物資供給要請書」により行うものとする。

ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、その

後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるものとする。

(1)食料品、日用品、衣料品、医薬品

(2)その他甲が指定する物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、可能な限り、物資の供給を実施するもの

とする。

2 乙は、前項の規定により物資の供給を実施した場合は、甲に対し、牙1俳氏様式2 「物資供給

実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するものとする。ただし、

緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第5条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運搬は、

原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が

行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させるととができる。

(情報提供)

第6条乙は、乙が第4条及び第5条の規定による活動の従事中に覚知した災害等による被害

情報は、甲及び市町村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の負担)

第7条甲は、乙が第4条の規定により供給した物資の対価及び第5条の規定による物資の運

搬に要した費用を負担する。



2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

(費用の支払)

第8条甲は、乙から第4条第2項の実痘報告書が提出されたときは、必要な予算措置を講じ

るものとする。

2 乙は、甲が必要な予算措置を講じた後、甲に対し、負担額の支払を請求するものとする。

3 甲は、前項の規定により請求書の提出があったときは、その内容を確認し、当該請求書を

受理した日から30日以内に当該請求に係る金額を乙に支払うものとする。

(補償)

第9条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の災害補償については、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第

50号)その他の法令に定めるところによるものとする。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第10条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。

連絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から物資の供給等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第11条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間

が満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間

延長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第12条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲

乙協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有する。

令和2年2月20日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 栃木県小山市大字卒島1 2 9 3

株式会社力ワチ薬品

代表取締役社長

村美栄
W形県
奏笈

'ず毛一・

1・t心§聖テ

吉
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テキストボックス
2-5-13







Administrator
テキストボックス
2-5-14







災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

形山

株式会社力

県

τフヲニ三系ミ古コロ

Administrator
テキストボックス
2-5-15



山形県(以下、「甲」という。)と株式会社力ワチ薬品(以下、「乙」という。)は、次のとお

り災害時等における応急生活物資の供給に関する協定を締結する。

災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」と

いう。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする物資を乙が迅速かつ円滑に供給す

るため、必要な事項を定めるものとする。

(要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対

し、物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき

(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から

物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「物資供給要請書」により行うものとする。

ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、その

後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるものとする。

(1)食料品、日用品、衣料品、医薬品

(2)その他甲が指定する物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、可能な限り、物資の供給を実施するもの

とする。

2 乙は、前項の規定により物資の供給を実施した場合は、甲に対し、牙1俳氏様式2 「物資供給

実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するものとする。ただし、

緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第5条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運搬は、

原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が

行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させるととができる。

(情報提供)

第6条乙は、乙が第4条及び第5条の規定による活動の従事中に覚知した災害等による被害

情報は、甲及び市町村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の負担)

第7条甲は、乙が第4条の規定により供給した物資の対価及び第5条の規定による物資の運

搬に要した費用を負担する。



2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

(費用の支払)

第8条甲は、乙から第4条第2項の実痘報告書が提出されたときは、必要な予算措置を講じ

るものとする。

2 乙は、甲が必要な予算措置を講じた後、甲に対し、負担額の支払を請求するものとする。

3 甲は、前項の規定により請求書の提出があったときは、その内容を確認し、当該請求書を

受理した日から30日以内に当該請求に係る金額を乙に支払うものとする。

(補償)

第9条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の災害補償については、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第

50号)その他の法令に定めるところによるものとする。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第10条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。

連絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から物資の供給等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第11条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間

が満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間

延長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第12条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲

乙協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有する。

令和2年2月20日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 栃木県小山市大字卒島1 2 9 3

株式会社力ワチ薬品

代表取締役社長

村美栄
W形県
奏笈

'ず毛一・

1・t心§聖テ

吉
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災害時等における応急生活物資の供給及び支援物資の輸送等に関する協定書

山形県,(以下、「甲」という。)と株式会社丸勘山形青果市場(以下、「乙」という。)は、次

のとおり災害時等における応急生活物資の供給・輸送、広域物資輸送拠点としての施設使用、

支援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定を締結する。

第一趣旨

(趣旨)

第1条この協定は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」とい
う。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする応急生活物資を乙が迅速かつ円滑に

供給・輸送するため、また、乙が管理する施設を使用して甲が広域物資輸送拠点(以下、「拠
点」という。)の開設及び運営、支援物資等の緊急輸送及び保管をするため、必要な事項を定
めるものとする。

第二応急生活物資の供給
(応急生活物資供給の要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、応急生活物資を調達する必要があるときは、乙に対
し、応急生活物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき
(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から
応急生活物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「応急生活物資供給要請書」により行うもの
とする。ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請
し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する応急生活物資は、次に掲げるものとする。
(1)青果物

(2)その他甲が指定する応急生活物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、速やかに応急生活物資の供給を実施する
ものとする。

2 乙は、前項の規定により応急生活物資の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙様式2「応
急生活物資供給実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するもの
とする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出す

るものとする。

(応急生活物資の運搬及び引渡し)

第5条応急生活物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの応急
生活物資の運搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別
に甲の指定する者が行うものとする。



2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、応急生活物資を確認の上、引渡しを受けるものと

する。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

(応急生活物資供給の費用負担)

第6条甲は、乙が第4条の規定により供給した応急生活物資の対価及び第5条の規定による

応急生活物資の運搬に要した費用を負担する。

2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

第三支援物資の輸送等

(施設の使用申請)

第7条甲は、災害時において次の施設を拠点として使用する必要があるときは、乙に対して

施設の使用を申請するものとする。

所在地山形市十文字2160

施設名株式会社丸勘山形青果市場

2 前項の規定による申請は、別紙様式3により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

は、電話その他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を送付するものとする。

(施設の使用許可)

第8条乙は、前条の規定による申請を受けた場合において、乙が施設の使用について認めた

場合は、施設の一部又は全部について甲の使用を許可するものとする。

2 前条第2項の規定は、前項の規定による許可について準用する。

(施設の使用目的)

第9条甲は、乙から使用許可を受けた施設を拠点及び輸送車両の駐車場として使用すること

ができる。

(拠点の管理運営)

10条拠点の管理運営は、甲の責任において行うものとする。

乙は、拠点の管理運営について甲に協力するものとする。

(施設使用の費用負担)

H条施設の使用料は無償とする。

甲は、拠点の管理運営に係る費用及び施設を原状に回復する費用を負担するものとする。

(施設使用期間)

第 12 条拠点として施設を使用する期間は、災害発生の日から1ケ月以内とするものとする。

ただし、状況により期間を延長する必要がある場合は、甲乙協議のうえ、 1ケ月の範囲内で

延長することができるものとし、以後も同様とする。

第
2

第
2



2 甲は、乙による施設の使用を早期に再開できるよう拠点として施設を使用する期間の短縮

に努めるものとする。

(施設使用の終了)

第13条施設使用の終了は、甲が拠点の運営及び施設の原状回復を終了し、乙の確認を受けた

ときとする。

2 甲は、施設使用を終了する場合は、乙に別紙様式4を提出するものとする。

(支援物資等の緊急輸送に関する業務及び要請)

第N条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の緊急輸送に関す

る業務(以下「緊急輸送」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式5により要

請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、その

後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の緊急輸送

(2)前号に必要な車両、作業員、荷役機械及び資機材の手配

(3)その他必要な業務

2 乙は、前項の規定による要請があったときは、緊急輸送を可能な限り通常業務に優先

して行うものとする。

3 甲は、乙の行う緊急輸送に必要な燃料の優先確保、緊急通行車両の指定及びその他円

滑な輸送に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(緊急輸送の報告)

第 15条乙は、緊急輸送を行ったときは、甲に対し、別紙様式6により速やかに報告するもの

とする。

(緊急輸送の費用負担)

第 16条緊急輸送に要した費用は、甲が負担するものとする。

2 前項の費用のうち、事業用自動車に係る運賃及び料金は、災害発生時直前における地域の

事業者の認可運賃又は標準的な運賃、料金等を基準として、甲乙協議の上決定するものとす

る。

3 第1'項の費用のうち、前項の費用以外の費用は、甲乙協議の上決定するものとする。

(緊急輸送の事故)

第17条乙の事業用自動車が、故障その他の理由により緊急輸送を中断したときは、乙は、速

やかに事業用自動車を交換して緊急輸送を継続するよう努めるものとする。

2 乙は、緊急輸送に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を報告するも

のとする。



(支援物資等の保管に関する業務及び要ヨ剤

第18条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の保管に関する業

務(以下「支援物資等保管」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式7により

要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、

その後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の入出庫、仕分け及び保管

(2)支援物資等の在庫状況の把握及び甲への報告

(3)前2号に必要な作業員、荷役機械及び資機材の手配

(4)その他必要な業務

2 乙は前項の規定による甲の要請があったときは、支援物資等保管を可能な限り通常業務に

優先して行うものとする。

3 甲は、乙の行う支援物資等保管に必要な燃料の優先確保、通信手段の確保及びその他施設

の円滑な運営に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(保管等業務の報告)

第 19条乙は、支援物資等保管を行ったときは、甲に対し、別紙様式8により速やかに報告す

るものとする。

(保管等業務の費用負担)

第20条物資の保管等に要した費用(保管料及び荷役料、資機材の使用料等の実費負担額)は、

甲が負担する。

2 前項の費用は、災害時等の直近における山形県の事業者が定めている標準的な料金を基準

として、甲乙協議の上、決定するものとする。

3 乙は、甲が負担する費用を甲に請求する。

4 甲は、前項の請求があった場合には、その日から起算して30日以内に支払う。

(保管等業務の事故等)

第21条乙は、支援物資等保管に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を

報告するものとする。

第四雑則

(情報提供)

第器条乙は、本協定に基づく活動の従事中に覚知した災害等による被害情報は、甲及び市町

村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の支払)

第器条甲は、乙から費用の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとする。

(補償)

第 24 条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の補償については、当該従事者の使用者の責任において行うものと



する。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第25条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。連
絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から協定の運用等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第26条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間が
満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間延

長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第27条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲乙
協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名の上、各自1通を保有する。

令和3年9月14日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県

山形県知事

乙 山形県山形市十文字2160

株式会社丸勘山形青果市場

代表取締役社長

吉_.""1.1_1鄭.子

井.上_司.__.エ.__、,_



山形県(以下「甲」という。)と株式会社ダイユーエイト(以下「乙」という。)は、災

害が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下「災害時」という。)における必、要な物

資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。

災害時における物資供給に関する協定書

(要請)

第1条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙

に対し、その保有する物資の供給を要請することができる。

(1)県内に災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。

(2)県外の災害について、国又は他の都道府県から物資の調達のあっせんを要請さ

れたとき、又は救援の必要があるとき。

2 要請の方法は、甲から乙に対し、呂1俳氏様式1をもって行うものとする。ただし、文書

をもって要請するいとまがないときは、電話又はその他の方法をもって要請し、その後

速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第2条甲が、乙に供給を要請する物資は、要請時点で乙が調達可能な物資であり、次に

掲げるものとする。

(1)別表に掲げる物資

(2)その他甲が指定する物資

(実施)

第3条乙は、甲から第1条の要請を受けたときは、速やかに物資の供給を実施するもの

とする。

2 乙は、前項の規定により物資等の調達を実施した場合は、甲に対し、呂1俳氏様式2によ

り、その状況を報告するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第4条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運

搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指

定する者が行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に甲の職員を派遣し物資を確認の上引渡しを受けるものとする。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

(車両の通行)

第5条甲は、乙が物資を運搬及び供給する際には、車両を緊急又は優先車両として通行

できるように支援するものとする。

Administrator
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(費用の負担)_
第6条乙が供給した物資の対価及び引渡場ザ所までの乙が行っごこ'
は甲の指定する地方自治体が負担するものとし、その費"官】こ
ける適正な価格(災害発生前の取引にっいては、取引'、
乙協議して定めるものとする。

引渡しを角けた物資の代金は、乙から請求があった後、甲又<2

団体が速やかに支払うものとする。ただし、甲におして予""'
予算措置後速やかに支払うものとする0

(補償),、一{一務によ
第7条この協定に基づいて業務に従事した者が、この定こ'こ
傷、又は疾病に櫂患した場合の災害補償にっいては、労働'ロ'
年法律第50号)その他の法令に定めるところによるも゜

(緊急連絡先の報告等)
担当者の氏名及び緊急連絡先にっいて、第8条甲及び乙は、

る。

山形県山形市松波二丁目8番1万

山形県

(協議)

この協定に定めのない事項及びこの協正に疑義が生じたと'第9条

決定するものとする。

,

(有効期問)

第1。条この協定は、協定締結の日から効力を有するもの'
協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものと゜

本書2通を作成し、甲乙記名の上、各自この協定の成立を証するため、

14日令和 4年3月

り死亡、負
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'4 叉 、」'山゛=主,●ι

別表

大分類

作業関係

日用品等

4

作業シート、標識口ープ、ヘノレメット、防じんマスク、簡易マスク、

長靴、軍手、ゴム手袋、皮手袋、雨具、士のう袋、ガラ袋、スコップ、

ホースリーノレ

水関係

毛布、タオノレ、割箸、使い捨て食器、ポリ袋、ホイノレ、ラップ、

ウェットティシュ、マスク、衛生用ポリ手袋(使い捨て)、バケツ、

水モップ、デッキブラシ、雑巾、簡易ライター、使い捨てカイロ

冷暖房機器等

主な

'
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災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書
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山形県(以下、「甲」という。)とキユーピー株式会社(以下、「乙J という。)は、次のとお
り災害時等における応急生活物資の供給に関する協定を締結する。

災害時等における応急生活物資の供給に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」と
いう。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする物資を乙が迅速かっ円滑に供給す
るため、必要な事項を定めるものとする。

(要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対
し、物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき

(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から
物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1により行うものとする。ただし、文書をもっ
て要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、その後速やかに文書を提出
するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるものとする。

(1)ベビーフード、介護食、アレルゲン不使用食料品、調味料
(2)その他甲が指定する物資

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、乙において供給が可能なものにっいて、
速やかに供給を実施するものとする。

2 乙は、前項の規定により物資の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙様式2によりその
状況を報告するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速
やかに文書を提出するものとする。

(物資の運搬及び引渡し)

第5条物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの物資の運搬は、
原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が
行うものとする。

2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。
3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

2

こd

(情報提供)

第6条乙は、乙が第4条及び第5条の規定による活動の従事中に覚知した災害等による被害
情報は、甲及び市町村等関係機関に積極的に提供するものとする。

い

(補1

第9

又1

5

(費用の負担)

第7条甲は、乙が第4条の規定による物資の供給に要した費用及び前条の規定による物資の

(連1
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運搬に要する費用を負担する。
2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、
甲乙協議の上定めるものとする。

のとお (費用の支払)

第8条前条の費用は、乙からの請求により、甲が支払うものとする。
2 甲は、前項の規定により請求書の提出があったときは、その内容を確認し、当該請求書を
受理した日から30日以内に当該請求に係る金額を乙に支払うものとする。ただし、甲にお

等」と 1 いて予算措置を必要とする場合は、予算措置後速やかに支払うものとする。
供給す1

(補償)

第9条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、
又は疾病に櫂患した場合の災害補償については、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第

乙に対' 50号)その他の法令に定めるところによるものとする。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

県から心第10条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。
連絡責任者を変更したときも同様とする。

をもっ112 甲及び乙は、平常時から物資の供給等にっいて連絡責任者による情報交換を行い、災害時
を提出11 等に備えるものとする。

(有効期間)

第11条この協定の有効期問は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間
が満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年問

延長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第12条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲
乙協議の上決定するものとする。いて、

りそのゞ

の後速 この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有する。

搬は、

る者が

る。

令和斗年午月20日

;る被害

吻資の1

甲山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 東京都渋谷区渋谷1-4-13

キユーピー株式会社

代表取締役社長執行役員高
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災害時における応急対策用燃料供給等の応援に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と山形県石油協同組合（以下「乙」という。）とは、災

害時における応急対策用燃料等の供給及び救護用機材等の貸与に関し、次のとおり協定

を締結する。 
 
（趣  旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害発生時の応急対策活動を円滑   

に実施するため、甲から乙に対して行う応急対策用燃料等の供給及び救護用機材等の

貸与の要請に関し、必要な事項を定めるものとする。 
２ 応急対策用燃料等の供給とは、原則として次に掲げるものとする。 
 (1) 緊急用車両に対する燃料の供給 
 (2) 収容避難所等で使用する暖房用機器等への燃料の供給 
 (3) その他、被災者の需要に応じた燃料、機器の供給 
３ 救護用機材等の貸与とは、原則として次に掲げるものとする。 
 (1) 給油所に備え付けられている車両点検用機材（大型ジャッキ等）の貸与 
 (2) その他、被災者の救護に必要な機材等の貸与 
 
（要  請） 
第２条 甲は、応急対策活動を円滑に実施するため必要があると認めるときは、乙に対

し次に掲げる事項を明示した文書により燃料等の供給又は機材等の貸与の要請を行

うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、

事後、速やかに文書を提出するものとする。 
 (1) 燃料等の供給又は機材等の貸与の要請を必要とする事由 

(2)  供給又は貸与を必要とする品目名とその数量 
 (3) 供給又は貸与を必要とする場所 
 (4) 供給又は貸与を必要とする期間 
 (5) その他参考となる事項 
 
（実  施） 
第３条 乙は、甲から応急対策用燃料等の供給の要請を受けたときは、やむを得ない事

由のない限り、通常業務に優先して実施するものとする。 
 
（報  告） 
第４条 乙は、前条の規定により応急対策用燃料等の供給を実施した場合は、速やかに

甲に対して次に掲げる事項を文書により報告するものとする。 
 (1) 供給した品目名とその数量 
 (2) 供給した場所 
 (3) その他必要な事項 
 
（経費の負担） 
第５条 第３条の規定により実施した応急対策用燃料等の供給に要した経費は、甲が負

担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、災害発生時直前における通常の価格を基準として、甲乙協

議のうえ決定するものとする。 
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（連絡責任者） 
第６条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長

とし、乙は事務局長とする。 
 
（協  議） 
第７条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適  用） 
第８条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、そ

れぞれ１通を保有する。 
 
 
 
平成１９年 ２月２０日 
 
 
 

甲  山形市松波二丁目８番１号 
山形県知事   齋   藤    弘 

 
 
 

乙  山形市北町二丁目５番２６号 
山形県石油協同組合 
理 事 長   金 山 宏 一 郎  

 



災害時における応急対策用燃料ガス等の供給応援に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と社団法人山形県エルピーガス協会（以下「乙」とい

う。）とは、災害時における応急対策用燃料ガス等の供給に関し、次のとおり協定を締

結する。 
 
（趣  旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害発生時の応急対策活動を円滑   

に実施するため、甲から乙に対して行う応急対策用燃料ガス等の供給の要請に関し、

必要な事項を定めるものとする。 
２ 応急対策用燃料ガス等の供給は、原則として次に掲げるものとする。 
 (1) 炊き出し活動等で使用する燃料ガスの供給 

(2) 収容避難所等で使用する燃料ガスの供給 
 (3) ガス供給施設復旧までの間におけるカセットコンロ等の配布 
 (4) その他、被災者の需要に応じた燃料ガス、機器の供給 
 
（要  請） 
第２条 甲は、応急対策活動を円滑に実施するため必要があると認めるときは、乙に対

し次に掲げる事項を明示した文書により燃料ガス等の供給の要請を行うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、

事後、速やかに文書を提出するものとする。 
 (1) 応急対策用燃料等の供給の要請を必要とする事由 

(2)  供給応援を必要とする品目名とその数量 
 (3) 供給応援を必要とする場所 
 (4) 供給応援を必要とする期間 
 (5) その他参考となる事項 
 
（実  施） 
第３条 乙は、甲から応急対策用燃料ガス等の供給の要請を受けたときは、やむを得な

い事由のない限り、通常業務に優先して実施するものとする。 
 
（報  告） 
第４条 乙は、前条の規定により応急対策用燃料ガス等の供給を実施した場合は、速や

かに甲に対して次に掲げる事項を文書により報告するものとする。 
 (1) 供給した品目名とその数量 
 (2) 供給した場所 
 (3) その他必要な事項 
 
（経費の負担） 
第５条 第３条の規定により実施した応急対策用燃料ガス等の供給に要した経費は、甲

が負担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、災害発生時直前における通常の価格を基準として、甲乙協

議のうえ決定するものとする。 
 
（連絡責任者） 
第６条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長
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とし、乙は専務理事または事務局長とする。 
 
（協  議） 
第７条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適  用） 
第８条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、そ

れぞれ１通を保有する。 
 
 
 
平成１９年 ２月２０日 
 
 
 

甲  山形市松波二丁目８番１号        
山形県知事  齋 藤   弘       

 
 
 

乙  山形市旅篭町三丁目３番３６号      
社団法人山形県エルピーガス協会     
会  長   金 山 宏 一 郎     

 



災害時における応急対策用都市ガス等の供給応援に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と山形県都市ガス協会（以下「乙」という。）とは、災

害時における応急対策用都市ガス等の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣  旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害発生時の応急対策活動を円滑   

に実施するため、甲から乙に対して行う応急対策用都市ガス等の供給の要請に関し、

必要な事項を定めるものとする。 
２ 応急対策用都市ガス等の供給は、原則として次に掲げるものとする。 
 (1) 炊き出し活動等で使用するガス等の供給 

(2) 収容避難所等で使用するガス等の供給 
 (3) ガス供給施設復旧までの間におけるカセットコンロ等の配布 
 (4) その他、被災者の需要に応じたガス等、機器の供給 
 
（要  請） 
第２条 甲は、応急対策活動を円滑に実施するため必要があると認めるときは、乙に対

し次に掲げる事項を明示した文書により都市ガス等の供給の要請を行うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、

事後、速やかに文書を提出するものとする。 
 (1) 応急対策用都市ガス等の供給の要請を必要とする事由 

(2)  供給応援を必要とする品目名とその数量 
 (3) 供給応援を必要とする場所 
 (4) 供給応援を必要とする期間 
 (5) その他参考となる事項 
 
（実  施） 
第３条 乙は、甲から応急対策用都市ガス等の供給の要請を受けたときは、やむを得な

い事由のない限り、通常業務に優先して実施するものとする。 
 
（報  告） 
第４条 乙は、前条の規定により応急対策用都市ガス等の供給を実施した場合は、速や

かに甲に対して次に掲げる事項を文書により報告するものとする。 
 (1) 供給した品目名とその数量 
 (2) 供給した場所 
 (3) その他必要な事項 
 
（経費の負担） 
第５条 第３条の規定により実施した応急対策用都市ガス等の供給に要した経費は、甲

が負担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、災害発生時直前における通常の価格を基準として、甲乙協

議のうえ決定するものとする。 
 
（連絡責任者） 
第６条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長

とし、乙は事務局長とする。 
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（協  議） 
第７条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適  用） 
第８条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、そ

れぞれ１通を保有する。 
 
 
 
平成１９年 ２月２０日 
 
 
 

甲  山形市松波二丁目８番１号        
山形県知事  齋 藤  弘        

 
 
 

乙  山形市白山三丁目１番３１号       
山形県都市ガス協会           
会  長   高 橋 正 次      

 



災害時における応急対策用高圧ガス等の供給応援に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と山形県高圧ガス地域防災協議会（以下「乙」という。）

とは、災害時における応急対策用高圧ガス等の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣  旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害発生時の応急対策活動を円滑   

に実施するため、甲から乙に対して行う応急対策用高圧ガス等の供給の要請に関し、

必要な事項を定めるものとする。 
２ 応急対策用高圧ガス等とは、原則として次に掲げるものとする。 
 (1) 医療用の酸素ガス、液化窒素、笑気ガス、炭酸ガス（ドライアイスを含む）、滅
菌ガス 

(2) 救助用の圧縮ガス、酸素、アセチレン、ＬＰガス 
 (3) 生活用の燃料用ＬＰガス 
 (4) 上記３項目のガス使用に必要な機材 
 
（要  請） 
第２条 甲は、応急対策活動を円滑に実施するため必要があると認めるときは、乙に対

し次に掲げる事項を明示した文書により高圧ガス等の供給の要請を行うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、

事後、速やかに文書を提出するものとする。 
 (1) 応急対策用高圧ガス等の供給の要請を必要とする事由 

(2)  供給応援を必要とする品目名とその数量 
 (3) 供給応援を必要とする場所 
 (4) 供給応援を必要とする期間 
 (5) その他参考となる事項 
 
（実  施） 
第３条 乙は、甲から応急対策用高圧ガス等の供給の要請を受けたときは、やむを得な

い事由のない限り、通常業務に優先して実施するものとする。 
 
（報  告） 
第４条 乙は、前条の規定により応急対策用高圧ガス等の供給を実施した場合は、速や

かに甲に対して次に掲げる事項を文書により報告するものとする。 
 (1) 供給した品目名とその数量 
 (2) 供給した場所 
 (3) その他必要な事項 
 
（経費の負担） 
第５条 第３条の規定により実施した応急対策用高圧ガス等の供給に要した経費は、甲

が負担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、災害発生時直前における通常の価格を基準として、甲乙協

議のうえ決定するものとする。 
 
（連絡責任者） 
第６条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長
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とし、乙は事務局長とする。 
 
（協  議） 
第７条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適  用） 
第８条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、そ

れぞれ１通を保有する。 
 
 
 
平成１９年 ２月２０日 
 
 
 

甲  山形市松波二丁目８番１号 
山形県知事  齋 藤  弘 

 
 
 

乙  山形市久保田一丁目７番１号 
山形県高圧ガス地域防災協議会 
会  長   大 場 正 仁 
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災害時における救援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定書

山形県(以下「甲」という。)と、公益社団法人山形県トラック協会(以下「乙」

いう。)及び山形県倉庫協会(以下「丙」という。)は、次のとおり災害時にお

ナる救援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定を締結する。

(協定趣旨)

ル1条この協定は、山形県内で災害が発生し、若しくは発生のおそれがある

場合又は山形県以外で災害が発生した場合(以下「災害時」という。)に、甲

が被災地又は被災のおそれがある地域(以下「被災地等」という。)を支援す

るため、甲から乙又は丙に対して要請する救援物資等の緊急輸送及び保管に

関して、必要な事項を定めるものとする。

(緊急輸送に関する業務及び要請)

第2条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する救援物資等の

緊急輸送に関する業務(以下「緊急輸送」という。)が必要と認められるとき

は、乙に対し、別紙1により要請するものとする。ただし、緊急を要する場

,j"、合は、電話その他の方法をもって要而し、その後速やかに文白を送付するも

4、■一。、,
( 2 )

配

(3)甲及び山形県内の市町村(以下「市町村」という。)の災害対策本部等へ

の物流専門家派遣による緊急輸送の支援、助言等

(4)その他必要な業務

2 乙は、前項の規定による要請があったときは、緊急輸送を可能な限り通常

業務に優先して行うものとする。

3 甲は、乙の行う緊急輸送に必要な燃料の優先確保、緊急通行車両の指定及

びその他円滑な輸送に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

前号に必要な車両(霊枢車を含む)、作業員、荷役機械及び資機材の手

禽胸凶

1禽^

(報告)

第3条乙は、緊急輸送を行ったときは、甲に対し、別紙2により速やかに報

告するものとする。

(経費の負担)

第4条緊急輸送に要した費用は、甲又は甲から支援を受けた地方公共団体が

負担するものとする。

2 前項の費用のうち、事業用自動車に係る運賃及び料金は、災害発生時直前

における地域の事業者の認可運賃又は標準的な運賃及び料金を基準として、

甲乙協議の上決定するものとする。

3 第1項の費用のうち、前項の費用以外の費用は、甲乙協議の上決定するも

のとする。

(事故等)

冗
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ノ
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第5条乙が手配した事業用自動車が、故障その他の理由により緊急輸送を中

断したときは、乙は、速やかに事業用自動車を交換して緊急輸送を継続する

よう努めるものとする。

2 乙は、緊急輸送に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状

況を報告するものとする。

(救援物資等の保管に関する業務及び要i削

第6条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する救援物資等の

保管に関する業務(以下「救援物資等保管」という。)が必要と認められると

きは、丙に対し、別紙3により要請するものとする。'ただし、緊急を要する

場合は、電話その他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を送付する

ものとする。

(1)甲の指定する施設又は丙の会員事業所(以下「施設」という。)におけ

る救援物資等の入出庫、仕分け及び保管

(2)救援物資等の在庫状況の把握及び甲への報告

(3)前2号に必要な作業員、荷役機械及び資機材の手配

(4)甲及び市町村の災害対策本部等への物流専門家の派遣による救援物資

等保管の支援、助言等

(5)その他必要な業務

2 丙は前項の規定による甲の要請があったときは、救援物資等保管を可能な

限り通常業務に優先して行うものとする。

3 甲は、丙の行う救援物資等保管に必要な燃料'の優先確保、通信手段の確保

及びその他施設の円滑な運営に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(報告)

第7条丙は、救援物資等保管を行ったときは、甲に対し、別紙4により速や

かに報告するものとする。

W測
膨1

(経費の負1助

第8条救援物資等保管に要した費用は、甲又は甲から支援を受けた地方公共

団体が負担するものとする。

2 前項の費用のうち、保管料及び荷役料は、丙の会員事業者が倉庫業法施行

規則(昭和認年運輸省令第59号)に基づき国士交通大臣等に届出した料金を

基準として、甲丙協議の上決定するものとする。

3 第1項の費用のうち、前項の費用以外の費用は、甲丙協議の上決定するも

のとする。

(事故等)

第9条丙は、事故の発生等により救援物資等保管が困難な事由が発生したと

きは、他の施設を速やかに選定する等により、救援物資等保管を継続するよ

う努めるものとする。

2 丙は、救援物資等保管に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかに

その状況を報告するものとする。

四1L、!<

,、

L
、
1
一
儒
一

蔀
瓢
駈



阿
(相互手配)

第10条甲は、必要と認めるときは、第2条及び第6条の規定にかかわらず、

緊急輸送を丙に、救援物資等保管を乙に要請することができる。

2 乙及び丙は、前項の規定による甲の要請があったときは、相互に連携の

上、可能な限り通常業務に優先して行うものとする。

3 前2項の規定を適用する場合には、第2条から第5条中「乙」とあるのは

「丙」と、第6条から第9条中「丙」とあるのは「乙」と読み替えるものと

する。

(市町村からの要請)

第Ⅱ条災害時に、市町村が、甲の指示により緊急輸送及び救援物資等保管を

行う場合、市町村から乙及び丙に緊急輸送及び救援物資等保管の要請があっ

たときは、乙及び丙は、前条までの規定に準じて緊急輸送及び救援物資等保

管を行うよう努めるものとする。

2 前項のほか、災害時に、市町村が独自に被災地等を支援するため、市町村

から乙及び丙に緊急輸送及び救援物資等保管の要請があったときは、乙及び

丙は、前条までの規定に準じて緊急輸送及び救援物資等保管を行うよう努め

るものとする。

..
(情報提供)

第蛯条甲、乙及び丙は、それぞれが知り得た災害に関する情報を互いに提供

するよう努めるものとする。

(訓練の実施)

第13条甲、乙及び丙は、災害の発生に備え、緊急輸送及び救援物資等保管に

関する訓練を、協議の上連携して実施するよう努めるものとする。

(担当部署及び連絡責任者)

第14条甲、乙及び丙は、本協定に基づく緊急輸送及び救援物資等保管に関す

る担当部署を定めるとともに、連絡責任者を選任し、相互に通知するものと

する。

(補償)

第15条甲の要請により、緊急輸送又は救援物資等保管に従事した者(以下

「従事者」という。)が、そのために死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は障害の状態となったときは、甲は、次に掲げる場合を除き、「災害に

際し応急措置の業務に従事した者に係る損害補償に関する条伊1」(昭和37年

..12月山形県条例第 66号)の例により、その損害を補償する。

(1)従事者の故意又は重大な過失による場合

(2)当該損害につき、乙、丙または従事者が締結した損害保険契約によ

り、保険給付を受けることができる場合

(3)当該損害が第三者の行為によるものであって、当該三者から損害賠償

.ー
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笥



(協定の有効期間)

第16条この協定の有効期間は、協定締結の日から1年間とする。ただし、有 1効期間満了の1か月前までに、甲、乙又は丙のいずれからも更新しない日の
意思表示がない場合は、有効期間満了日の翌日から起算して1年間更新する,ニ
ものとし、以降もまた同様とする。,

を受けることができる場合

(協定の解除又は改定)

第17条この協定は、甲、乙又は丙のいずれから申し出があったときは、甲、
乙及び丙が協議の上協定を解除又は改定することができる。

(準用及び協議)

第18条この協定に定めのない事項にっいては、「標準貨物自動車運送約款」
及び「標準倉庫寄託約款(乙)」(以下絲塒知という。)を準用するものとす
る。

2 前項によってもなお定めのない事項及び疑義が生じた事項にっいては、甲
乙丙が協議して定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書3通を作成し、各者記名押印の上、各1
通を保有する。

令和3年9月器日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1

吉村美栄山形県知事

乙 山形県山形市流通センター四丁目1番加号

公益社団法人山形県トラック協会

熊澤長会

山形県山形市流通センター四丁目1番2号

山形県倉庫協会

丙

血゙後
尽隱

W形県
北顎巨

長 佐藤
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別紙1

Nす

「災害時における救援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定書」第2条第1項の規定に
より、次のとおり要請します。

様

■、1
1 災害の状況及び要請理由

緊急輸送に関する要請書

緊急輸送に関する要請内容

物資等の種類・数量

山形県知事

番

月

積み込み

日時・場所

3 物流専門家の派遣に関する要請内容

派遣場所

人

業務内容

数

派遣期間

取り下ろし

日時・場所

4 その他必要な事項

備老

号
日

一
年

号己言

●
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別紙2

山形県知事

緊急輸送に関する報告書

要請のあった緊急輸送を次のとおり実施したので報告します。

様

1 緊急輸送に関する実施内容

輸送

月日
事業者名

(報告者)

物資等の

種類・数量

年 片W゛
籍

別

2 物流専門家の派遣に関する実施内容

輸送区間

派遣場所

人

業務内容

数

派遣期間

使用車種

・台数

3 その他必要な事項

よ・

1
備老
4
E、

、
、,

j

3
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4
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別紙3

1" 様

r老,1 火害の状況及び要而理由

~ヌ、 j刷'

'§救援物資等保管に関する要請内容

「災害時における救援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定書」第6条第1項の規定に
より、次のとおり要請します。

備老

救援物資等保管に関する要請書

記

山形県知事

要請項目

口入出庫

口仕分け

図イ呆管、

口在庫状況把握
口処分

番

月

物資の種類

・数量

〔D捻

寸一゛ E

.亜

3 物流専門家の派遣に関する要請内容

派遣場所

人

作業場所

業務内容

数

派遣期間

4 その他必要な事項

作業時間

号
日

一
年

号

爾
延

一
、



別紙4

山形県知事

救援物資等保管に関する報告書

要請のあった救援物資等保管を次のとおり実施したので報告します。

1 救援物資等保管に関する実施内容

様

実施項目

口入出庫

■仕分け

口保管

■在庫状況把握

口処分

(報告者)

物資の種類

・数量

2

年

物流専門家の派遣に関する実施内容

作業場所

艇

派遣場所

月

人

業務内容

数

派遣期間

作業時問

3 その他必要な事項

延べ

作業人数
備考

舎
【
?
;
ー
、

'
.
、
一

§
一

1
Ⅱ
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災害時における物資等の緊急輸送に関する協定書 

 

 山形県知事齋藤弘（以下「甲」という。）と赤帽山形県軽自動車運送協同組合代表理事

冨樫弘志（以下「乙」という。）は、災害時における物資等の緊急輸送（以下「緊急輸送」

という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害発生時の応急対策活動を円滑

に実施するため、甲から乙に対して行う緊急輸送の要請に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、応急対策活動を円滑に実施するため必要があると認めるときは、乙に対

し次に掲げる事項を明示した文書（別記様式第１号）により緊急輸送の要請を行うも

のとする。 

  ただし、文書により要請するいとまがない場合は、口頭又は電話等により要請し、

事後、速やかに文書を提出するものとする。 

（１）緊急輸送の要請を必要とする事由 

（２）必要とする車両数、車両種類及び人員 

（３）物資の内容及び数量 

（４）物資の積込み場所及び輸送先 

（５）緊急輸送を必要とする期間 

（６）その他参考となる事項 

 

（実施） 

第３条 乙は、甲から緊急輸送の要請を受けたときは、やむを得ない事由のない限り、

通常業務に優先して実施するものとする。 

 

（報告） 

第４条 乙は、前条の規定により緊急輸送を実施した場合は、速やかに甲に対して次に

掲げる事項を文書（別記様式第２号）により報告するものとする。 

（１）従事した車両数 

（２）走行距離及び地点 

（３）その他必要な事項 

 

（経費の負担） 

第５条 第３条の規定により実施した緊急輸送に要した経費は、甲が負担するものとす

る。 

２ 前項に規定する費用は、災害発生時直前における地域の事業者の届出運賃・料金を

基準として、甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

（事故等） 

第６条 乙の供給した事業用自動車が故障その他の理由により運行を中止したときは、

乙は速やかに当該事業用自動車を交換してその供給を継続するものとする。 

２ 乙は、前項の場合その他事業用自動車の運行に際し、事故が発生したときは、甲に
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対し速やかにその状況を報告するものとする。 

 

（損害賠償責任） 

第７条 乙は、その事業用自動車の運行に際し、乙の責に帰する理由により、事業用自

動車の使用者（同伴者を含む。）及び第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負

うものとする。 

 

（災害補償） 

第８条 甲は、緊急輸送に従事した者が、その業務に従事したため負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は死亡したときは、次に掲げる場合を除き「災害に際し応急措置の業

務に従事した者に係る損害補償に関する条例（昭和３７年１２月２５日県条例第６６

号）」に定めるところによりその損害を補償する。 

（１）緊急輸送に従事する者の故意又は重大な過失による場合。 

（２）当該損害につき、損害保険契約により保険給付を受けることができる場合。 

（３）当該損害が第三者の行為によるものであって、当該第三者から損害賠償を受ける

ことができる場合。 

 

（連絡責任者） 

第９条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長

とし、乙は専務理事とする。 

 

（協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じた場合は、甲乙協議の

うえ決定するものとする。 

  

（適用） 

第１１条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通

知しない限り、その効力は継続するものとする。 

 

 この協定を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それぞれ

１通を保有する。 

 

  平成１７年６月２０日 

 

 

甲  山形市松波二丁目８番１号 

山形県知事  齋 藤  弘 

 

 

乙  山形市あさひ町２３番３７号 

                    赤帽山形県軽自動車運送協同組合 

                     代表理事  冨 樫  弘 志 

 



災害時における船舶による物資等の緊急輸送に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と東北内航海運組合（以下「乙」という。）とは、災害時

における船舶による物資等の緊急輸送（以下「緊急輸送」という。）に関し、次のとおり協

定を締結する。 
 
（趣  旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害発生時の応急対策活動を円滑   

に実施するため、甲から乙に対して行う船舶による緊急輸送の要請に関し、必要な事項

を定めるものとする。 
 
（要  請） 
第２条 甲は、応急対策活動を円滑に実施するため必要があると認めるときは、乙に対し

次に掲げる事項を明示した文書（別記様式１）により緊急輸送の要請を行うものとする。 
ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請し、そ

の後、速やかに文書を送付するものとする。 
(1) 物資の内容及び数量 

 (2) 物資の積込み場所及び輸送先 
 (3) 緊急輸送を必要とする期間 
 
（業務の内容） 
第３条 本協定により、甲が乙に対して要請できる業務は、次のとおりとする。 
 (1) 被災者が必要とする生活必需品等の輸送業務 
 (2) 災害応急対策の実施に必要な資機材等の輸送業務 
 (3) その他甲が必要とする船舶による応急対策業務 
 
（業務の実施） 
第４条 乙は、甲から緊急輸送の要請を受けたときは、乙の組合員等（乙の加盟する「日

本内航海運組合総連合会」傘下の組合員に応援を求める場合は当該組合員を含む。（以下

「組合員等」という。））に可能な限り業務を実施させるものとする。 
 
（業務の報告） 
第５条 乙は、前条の規定により緊急輸送を実施した場合は、速やかに甲に対して次に掲

げる事項を文書（別記様式２）により報告するものとする。 
  ただし、文書により報告するいとまがないときは、口頭又は電話等により報告し、そ

の後、速やかに文書を提出するものとする。 
 (1) 従事した船舶数及び人員 

(2) 輸送した物資の内容及び数量 
 (3) 物資の積込み場所及び輸送先 
 
（経費の負担） 
第６条 第４条の規定により実施した緊急輸送に要した経費は、甲が負担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、当該地域における適正な運賃とし、甲乙協議のうえ決定する

ものとする。 
 
（費用の請求及び支払） 
第７条 組合員等は、業務の終了後、当該業務に要した前条の費用について甲に請求する

ものとする。 
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２ 甲は、前項の請求があったときは、内容を確認し、速やかにその費用を支払うものと

する。 
 
（事 故 等） 
第８条 乙の供給した事業用船舶が故障その他の理由により運行を中止したときは、乙は

速やかに当該事業用船舶を交換してその供給を継続するものとする。 
２ 乙は、前項の場合その他事業用船舶の運行に際し、事故が発生したときは、甲に対し

速やかにその状況を報告するものとする。 
 
（災害補償） 
第９条 甲は、緊急輸送に従事した者が、その業務に従事したために負傷し、若しくは疾

病にかかり、又は死亡したときは、次に掲げる場合を除き「災害に際し応急措置の業務

に従事した者に係る損害補償に関する条例（昭和３７年１２月２５日山形県条例第６６

号）」に定めるところによりその損害を補償する。 
(1) 緊急輸送に従事する者の故意又は重大な過失による場合 
(2) 当該損害につき、損害保険契約により保険給付を受けることができる場合。 
(3) 当該損害が第三者の行為によるものであって、当該第三者から損害賠償を受けるこ
とができる場合。 

 
（連絡責任者） 
第１０条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長

とし、乙については専務理事とする。 
 
（協  議） 
第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定するものとする。 
 
（適  用） 
第１２条 この協定は、締結の日から適用し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力は継続するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それ

ぞれ１通を保有する。 
 
 
平成１７年１２月２１日 
 

甲  山形市松波二丁目８番１号 
山形県知事   齋 藤  弘 

 
 

乙  仙台市青葉区一番町一丁目８番１０号 
 東北内航海運組合理事長 湯 村 健 介 
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災害時における応援協力に関する協定

北

形
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山形県(以下「甲」という。)と東北港運協会(以下「乙」という。)は、次のとおり

協定を締結する。

災害時における応援協力に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、山形県内で災害対策基本法に規定する災害等が発生し、又は発生

するおそれがある場合(以下「災害時等」という。)に、甲が行う被災者のための救

援物資等の確保及び輸送活動等に対する乙の応援協力について、適正かつ円滑な運営

を期すため、必要な事項を定めるものとする。

(要請)

第2条甲は、災害時等に、次条に掲げる応援協力の実施を乙に要請することができる。

(応援協力の内容)

第3条乙は、甲から前条に基づく要請を受けた場合は、応援協力を実施するものとす

る。

2 前項の応援協力の内容は、次に掲げるとおりとする。

(1)救援物資等の荷役

(2)救援物資等の受入及ひ積出施設並びに保管場所の確保

(3)埠頭内道路等の啓開

(4)救援物資等の物資輸送拠点への輸送

(5)その他必要とする業務

3 乙は、本条第1項の規定による要請があったときは、救援物資等の確保及び輸送等

を可能な限り通常業務に優先して行うものとする。

(要請手続)

第4条甲は、被災者のための救援物資等の確保及び輸送等を実施するために、乙の応

援協力が必要と認めたときは、次に掲げる事項を明示して、別に定める様式により文

書で要請を行うものとする。

ただし、緊急の場合には、電話等により要請し、その後速やかに文書を提出するも

のとする。

(1)要請理由及び災害状況

(2)要請期間及び場所

(3)要請内容

(4)その他必要な事項



(実施報告)

第5条乙は、第3条第2項各号に掲げる応援協力を実施した場合は、甲に対し、次に

掲げる事項を明示して、別に定める様式により実施状況を報告するものとする。

ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出す

るものとする。

(1)業務従事者

(2)業務に使用した機材

(3)業務従事日数及び場所

(4)業務実施状況

(5)その他必要な事項

(経費の負担等)

第6条乙が第2条の規定に基づく要請のため第3条第2項各号に掲げる業務の実施1

要した経費は、甲が負担する。

2 甲は、前条の実施報告があったときは、書面等に基づきその報告に係る業務が応

協力に要したものであるかを審査し、その負担すべき経費について確定する。

q西格の決定)

第7条甲が負担する経費の価格は、法令その他に特段の定めがあるものを除くほか、

次により算出された料金を基準として決定する。

(1)港湾運送事業法に基づき届出された料金

(2)前号の定めにより難い場合においては、甲と乙とが協議して定めた料金

(連絡体制等)

第8条甲及び乙は、この協定の実施に関する事項の連絡責任者等をあらかじめ定めて

おくとともに、甲にあっては、山形県地域防災計画等を変更したときは、遅滞なく乙

に通知し、乙にあっては、協力体制及び情報受伝達体制等の整備に努めるものとする。

(実施細助

第9条この協定の実施に関し必要な手続きその他の事項は、実施細目で定めるものと

する。

(損害の負担)

第10条本協定による応援協力じより生じ六損害の負扣は、当該従事者の使用者の責任

において行うものとする。



(ネ削釦

第 H 条第3条に規定する甲からの要請に基づき乙が実施した応援協力に従事した者

が、これに従事したことにより、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡した場合

のネ削賞については、当該従事者の使用者の責任において行うものとする。

(協議)

第12条この協定について疑義が生じた場合又は定めのない事項については、その都度、

甲乙双方が協議して決定するものとする。

(有効期間)

第13条この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもっ

て協定の終了を通知しない限り、その効力を継続するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その

1通を保有するものとする。

令和 3年6月21日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

乙宮城県仙台市宮城野区原町南目字町146

山形県知事

■^
^

'
吉村美栄

Ⅱ一-X̂̂

東北港運協会会長澤藤孝



災害時における応援協力に関する協定実施細目

災害時における応援協力に関する協定(以下、「協定」という。)第9条の規

定に基づき、山形県と東北港運協会との協定を実施するための細目を次のよう

に定める。

(作業場所等)

第1条東北港運協会は、協定第2条に基づく要請があった場合は、直ちに協

定第3条第2項第1号に掲げる「救援物資等の荷役」を行う作業場所及び同

項第2号に掲げる救援物資等の受入及び積出施設並びに保管場所を確保し、

その旨を遅滞なく山形県に報告するとともに、協定第3条第2項各号に掲げ

る業務に必要な人員、機材等を出動させるものとする。

2 前項の報告は、別紙様式1及び2の例によるものとする。

(要請書)

第2条協定第4条に規定する、山形県が東北港運協会に提出する書面は、別

紙様式3のとおりとする。

(報告書)

第3条協定第5条に規定する、東北港運協会が山形県へ提出する書面は、別

紙様式4のとおりとする。

(担当者等の報告)

第4条協定第8条に規定する連絡責任者等は、別表のとおりとする。

附則

この実施細目は、令和3年6月21日から実施する。



別紙様式1

山形県知事

港湾荷役作業場所

殿

「災害時における応援協力に関する協定実施細目」第1条に基づき、下記の

とおり報告します。

連絡先

港湾荷役

作業場所

年

東北港運協会会長

月

記

電話



別紙様式2

救援物資等の受入及び積出施設並びに保管場所

山形県知事 殿

「災害時における応援協力に関する協定実施細目」第1条に基づき、下記の

とおり報告します。

連絡先

救援物資等

の受入場所

救援物資等

の積出施設

救援物資等

の保管場所

摘要

年

東北港運協会会長

月

記

電話



別紙様式3

東北港運協会会長

応援協力業務要請書

「災害時における応援協力に関する協定実施細目」第2条に基づき

とおり要請します。

殿

連絡先

要請理由及び

災害状況

要請期間

及び場所

要請内容

摘要

年

山形県知事

月

記

、 下記の

電話



別紙様式4

山形県知事

応援協力業務実施報告書

殿

「災害時における応援協力に関する協定実施細目」第4条に基づき、下記の

とおり報告します。

連絡先

業務従事者

業務に使用

した機材

業務従事日数

及び場所

業務実施状況

摘要

年

東北港運協会会長

月

記

電話



別表

連絡責任者

事務担当者

山形県

防災くらし安心部防災危機

管理課長

防災くらし安心部防災危機

管理課職員

東北港運協会

専務理事

協会職員



災害時等における応急生活物資の供給

及び支援物資の輸送等に関する協定書

県形山

株式会社丸勘山形青果市場

Administrator
テキストボックス
2-7-7



災害時等における応急生活物資の供給及び支援物資の輸送等に関する協定書

山形県,(以下、「甲」という。)と株式会社丸勘山形青果市場(以下、「乙」という。)は、次

のとおり災害時等における応急生活物資の供給・輸送、広域物資輸送拠点としての施設使用、

支援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定を締結する。

第一趣旨

(趣旨)

第1条この協定は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」とい
う。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする応急生活物資を乙が迅速かつ円滑に

供給・輸送するため、また、乙が管理する施設を使用して甲が広域物資輸送拠点(以下、「拠
点」という。)の開設及び運営、支援物資等の緊急輸送及び保管をするため、必要な事項を定
めるものとする。

第二応急生活物資の供給
(応急生活物資供給の要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、応急生活物資を調達する必要があるときは、乙に対
し、応急生活物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき
(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から
応急生活物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「応急生活物資供給要請書」により行うもの
とする。ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請
し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する応急生活物資は、次に掲げるものとする。
(1)青果物

(2)その他甲が指定する応急生活物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、速やかに応急生活物資の供給を実施する
ものとする。

2 乙は、前項の規定により応急生活物資の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙様式2「応
急生活物資供給実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するもの
とする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出す

るものとする。

(応急生活物資の運搬及び引渡し)

第5条応急生活物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの応急
生活物資の運搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別
に甲の指定する者が行うものとする。



2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、応急生活物資を確認の上、引渡しを受けるものと

する。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

(応急生活物資供給の費用負担)

第6条甲は、乙が第4条の規定により供給した応急生活物資の対価及び第5条の規定による

応急生活物資の運搬に要した費用を負担する。

2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

第三支援物資の輸送等

(施設の使用申請)

第7条甲は、災害時において次の施設を拠点として使用する必要があるときは、乙に対して

施設の使用を申請するものとする。

所在地山形市十文字2160

施設名株式会社丸勘山形青果市場

2 前項の規定による申請は、別紙様式3により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

は、電話その他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を送付するものとする。

(施設の使用許可)

第8条乙は、前条の規定による申請を受けた場合において、乙が施設の使用について認めた

場合は、施設の一部又は全部について甲の使用を許可するものとする。

2 前条第2項の規定は、前項の規定による許可について準用する。

(施設の使用目的)

第9条甲は、乙から使用許可を受けた施設を拠点及び輸送車両の駐車場として使用すること

ができる。

(拠点の管理運営)

10条拠点の管理運営は、甲の責任において行うものとする。

乙は、拠点の管理運営について甲に協力するものとする。

(施設使用の費用負担)

H条施設の使用料は無償とする。

甲は、拠点の管理運営に係る費用及び施設を原状に回復する費用を負担するものとする。

(施設使用期間)

第 12 条拠点として施設を使用する期間は、災害発生の日から1ケ月以内とするものとする。

ただし、状況により期間を延長する必要がある場合は、甲乙協議のうえ、 1ケ月の範囲内で

延長することができるものとし、以後も同様とする。

第
2

第
2



2 甲は、乙による施設の使用を早期に再開できるよう拠点として施設を使用する期間の短縮

に努めるものとする。

(施設使用の終了)

第13条施設使用の終了は、甲が拠点の運営及び施設の原状回復を終了し、乙の確認を受けた

ときとする。

2 甲は、施設使用を終了する場合は、乙に別紙様式4を提出するものとする。

(支援物資等の緊急輸送に関する業務及び要請)

第N条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の緊急輸送に関す

る業務(以下「緊急輸送」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式5により要

請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、その

後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の緊急輸送

(2)前号に必要な車両、作業員、荷役機械及び資機材の手配

(3)その他必要な業務

2 乙は、前項の規定による要請があったときは、緊急輸送を可能な限り通常業務に優先

して行うものとする。

3 甲は、乙の行う緊急輸送に必要な燃料の優先確保、緊急通行車両の指定及びその他円

滑な輸送に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(緊急輸送の報告)

第 15条乙は、緊急輸送を行ったときは、甲に対し、別紙様式6により速やかに報告するもの

とする。

(緊急輸送の費用負担)

第 16条緊急輸送に要した費用は、甲が負担するものとする。

2 前項の費用のうち、事業用自動車に係る運賃及び料金は、災害発生時直前における地域の

事業者の認可運賃又は標準的な運賃、料金等を基準として、甲乙協議の上決定するものとす

る。

3 第1'項の費用のうち、前項の費用以外の費用は、甲乙協議の上決定するものとする。

(緊急輸送の事故)

第17条乙の事業用自動車が、故障その他の理由により緊急輸送を中断したときは、乙は、速

やかに事業用自動車を交換して緊急輸送を継続するよう努めるものとする。

2 乙は、緊急輸送に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を報告するも

のとする。



(支援物資等の保管に関する業務及び要ヨ剤

第18条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の保管に関する業

務(以下「支援物資等保管」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式7により

要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、

その後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の入出庫、仕分け及び保管

(2)支援物資等の在庫状況の把握及び甲への報告

(3)前2号に必要な作業員、荷役機械及び資機材の手配

(4)その他必要な業務

2 乙は前項の規定による甲の要請があったときは、支援物資等保管を可能な限り通常業務に

優先して行うものとする。

3 甲は、乙の行う支援物資等保管に必要な燃料の優先確保、通信手段の確保及びその他施設

の円滑な運営に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(保管等業務の報告)

第 19条乙は、支援物資等保管を行ったときは、甲に対し、別紙様式8により速やかに報告す

るものとする。

(保管等業務の費用負担)

第20条物資の保管等に要した費用(保管料及び荷役料、資機材の使用料等の実費負担額)は、

甲が負担する。

2 前項の費用は、災害時等の直近における山形県の事業者が定めている標準的な料金を基準

として、甲乙協議の上、決定するものとする。

3 乙は、甲が負担する費用を甲に請求する。

4 甲は、前項の請求があった場合には、その日から起算して30日以内に支払う。

(保管等業務の事故等)

第21条乙は、支援物資等保管に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を

報告するものとする。

第四雑則

(情報提供)

第器条乙は、本協定に基づく活動の従事中に覚知した災害等による被害情報は、甲及び市町

村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の支払)

第器条甲は、乙から費用の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとする。

(補償)

第 24 条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の補償については、当該従事者の使用者の責任において行うものと



する。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第25条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。連
絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から協定の運用等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第26条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間が
満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間延

長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第27条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲乙
協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名の上、各自1通を保有する。

令和3年9月14日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県

山形県知事

乙 山形県山形市十文字2160

株式会社丸勘山形青果市場

代表取締役社長

吉_.""1.1_1鄭.子

井.上_司.__.エ.__、,_
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山形県

という。)

災害時における物資の輸送・荷役等に関する協定

(以下「甲」という。)と一般社団法人AZ-COM丸和

とは、災害時における物資の輸送・荷役等に関し、

帽的)

第1条この協定は、山形県内で災害(災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第2

条第1号に規定する災害をいう。)が発生し、若しくは発生するおそれがある場合、又は他

の都道府県に災害が発生し、若しくは発生するおそれがある場合において、甲が行う支援

活動等に対する乙の協力について、適正かつ円滑な運営を期するため、必要な事項を定め

るものとする。

(支援協力の要請)

第2条甲は、前条に規定する災害応急対策及び災害復旧対策の円滑な実施のため、物資の

輸送や荷役作業等が必要であると認めるときは、乙に対して支援を要請することができる。

(支援協力の実施)

第3条乙は、甲から前条の要請を受け、これを受諾したときは、物資の輸送や荷役作業等

について速やかに対応するよう努めるものとする。

2 前項の規定において、甲は、乙の会員運送事業者と取引先、委託先、加盟店等の関係者

との契約上の制限又は業務上の制約等により乙の会員運送事業者の協力が困難な場合があ

ることを考慮するものとする。

3 甲は、乙及び乙の会員運送事業者による物資の輸送や荷役作業等が円滑に行われるよう、

輸送ルートの被災状況等に係る清報の提供、支援物資の搬送車両の円滑な通行に関する支

援、輸送のための燃料の確保その他の必要な支援に努めるものとする。

支援ネットワーク(以下「乙」

次のとおり協定を締結する。

(支援協力の内容)

第4条甲が乙に要請する支援は、次に掲げるものとする。

(1)物資等の輸送力の提供

(2)荷役作業

(3)物資の調達及び供給

(4)物資拠点の提供及び運営

(5)その他、甲が必、要と認めるもの

2 甲は、前項の支援を円滑に実施するため、物資の輸送・荷役等に関する専門的な知識を

有する者(以下「連絡調整員」という。)の派遣を乙に要請することができる。



(要請の方法)

第5条甲は、乙に対し支援要請を行うときは、様式第1号支援協力要朗書(以下「要ヨ月白」
という。)により要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭、屯話寺により
要請できるものとし、後日速やかに要請書を提出するものとする0

(報告)

第6条乙は、第4条の規定による要請に対し支援を実施したときは、様式第2号業稔実加
報告書(以下「実施報告書」という。)により甲に報告するものとする。ただし、緊心、を要
する場合にあっては、電話等により報告し、その後速やかに実力也報口書を提出するものと
する。

(費用の負担)

甲乙協議の上定める第7条第3条の規定による支援協力に要した費用の負担にっいては、

ものとする。ただし、災害対策基本法(昭和36年法律第223万')第68木又は第74
条第1項の規定により、他の地方公共団体の長等の応援の要求に応じて支援活動を行った
場合の費用の負担は、同法第92条に定めるところによる。

2 甲が前項の規定により負担する額は、災害発生直前における適正価格を基準とし、甲乙

協議の上、定めるものとする。

(費用の支払)

第8条甲は、乙から第6条の実施報告書が提出されたときは、必要な予算措置を講じるも
のとする。

2 乙は、甲が必要な予算措置を講じた後、甲に対し、負担額の支払を訥求するものとする0

3 甲は、前項の規定により適法な支払請求書を受理したときは、その受理した日から30

日以内に当該請求に係る金額を乙に支払うものとする。

(損害補償)

第9条本協定に基づく支援に協力した者の負傷、疾病、障がい又は死亡に関する損害補償
にっいては、労働者災害補償保険法(昭和22年法律第50号)に定めるところによるも

ののほか、原則として、乙の責任において行うものとする。

(第三者への損害賠償責任)

第10条乙は、第3条の規定による支援協力中に、乙の責に帰する理由により第三者に損
害を与えたときは、その賠償の責を負うものとする。

乙と乙の会員事業者で協議の上、決定する2 前項に規定する第三者への1割賞については、

ものとする。

3 乙は、第3条の規定による支援協力中に、自らの責に帰さない理由により第三者に損害



を与えた場合は、乙はその事実の発生後遅滞なくその状況等を文書により甲に報告し、そ

の処置については、甲乙協議して定めるものとする。

(連絡責任者の報告)

第11条甲及び乙は、この協定の成立に係る連絡責任者を協定締結後速やかに様式第3号

連絡責任者届により相手方に報告するものとし、変更があった場合も同様とする。

(清報提供)

第12条甲及び乙は、覚知した災害等の被害情報を相互に提供するほか、市町村等にも積

極的に提供するものとする。

(有効期間)

第13条この協定の有効期間は、協定締結の日から1年間とする。ただし、有効期間満了

の1か月前までに、甲又は乙から文書で相手方に協定終了の意思表示をしないときはξ更

に1年間更新されるものとし、その後も同様とする。

(情報の共有)

第14条甲及び乙は、意見交換会の実施など、相互の災害対応等の情報の共有に努めるも

のとする。

(協議)

第15条

する。

この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲乙協議して定めるものと

この協定を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その1通を所持する。

令和4年H月30日

甲山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 東京都千代田区丸の内一丁目8番2号鉄釧ビル本館5階

一般社団法人AZ-COM丸和・支援ネットワーク 1,戸§゛、
理事長和佐見勝 1{4涯琴}§

村 美栄 W形県
北発

吉



別紙様式1

様一般社団法人AZ-COM丸和・支援ネットワーク理事長

物資の輸送・荷役等に関する支援協力要而書

災室時における物資の輸送.荷役等に関する協定書第4条の規定に基づき、次のと
おり支援協力を要請します。

1 被害の状況

2 支援協力の要請内容

支援協力を要請する業務

山形県知事

月

具体的な業務内容

物資等の輸送力の提供

荷役作業

物資の調達及び供給

物資拠点の提供及び運営

その他、山形県が必要と認めるもの

業務の実施場所

支援協力の要請機関

その他必要な事項

年 月 日 ノ■、_゛ 年 月 日

号
日

第
年

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ



別紙様式2

山形県知事様

災害時における物資の輸送・荷役等に関する協定書第6条の規定に基づき、次のと

おり支援協力を要請します。

年1 業務を実施した期間 年 日から 月 日まで月

物資の輸送・荷役等に関する業務実施報告書

一般社団法人AZ-COM丸和・支援ネットワーク理事長

2 業務の実施内容

調達車両台数

事

配車場所

月

輸送場所

項

備考

荷役作業場所

荷役作業量

その他業務

物資拠点の提供及び運営

内

物資拠点に搬入・保管する物資

の品目・数量・保管期間

連絡調整員の派遣場所

号
日

第
年

容



別紙様式3

1 山形県

所

名称

在

電話番号(ー"劣

電話番号(衛星)

署
FAX番号

連絡責任者届

地

担

アドレス

¥ニ

職氏名(ふりがな)

当

電話番号(卓上)

電話番号(携帯)

.ー.、、、

D二,

アドレス

者

職氏名(ふりがな)

年

電話番号(卓上)

2

電話番号(携帯)

月

一般社団法人AZ-COM丸和・支援ネットワーク

アドレス

日

所

断1

名称

在

電話番号(ー"劣

嵯鸞

咲゛曇淵吻

1・モ.Y゛、'

謡j

電話番号(衛星)

、瓦、'

拳,
'〆

FAX番号

地

担

アドレス

/ノづfl、 Vヌ、＼、

職氏名(ふりがな)

当

電話番号(卓上)

電話番号(携帯)

、、、ー

アドレス

者

職氏名(ふり力y幻

電話番号(卓上)

電話番号(携帯)

アドレス

、
、
ー

/
ノ
'
ン

仔
立
口

旦
当

第
1
恒
位

第
2
順
位

担
当
部
署
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順
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順
位
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災害時等における応急生活物資の供給
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災害時等における応急生活物資の供給及び支援物資の輸送等に関する協定書

山形県,(以下、「甲」という。)と株式会社丸勘山形青果市場(以下、「乙」という。)は、次

のとおり災害時等における応急生活物資の供給・輸送、広域物資輸送拠点としての施設使用、

支援物資等の緊急輸送及び保管に関する協定を締結する。

第一趣旨

(趣旨)

第1条この協定は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合(以下、「災害時等」とい
う。)において、甲が行う支援活動等のために必要とする応急生活物資を乙が迅速かつ円滑に

供給・輸送するため、また、乙が管理する施設を使用して甲が広域物資輸送拠点(以下、「拠
点」という。)の開設及び運営、支援物資等の緊急輸送及び保管をするため、必要な事項を定
めるものとする。

第二応急生活物資の供給
(応急生活物資供給の要請)

第2条甲は、次に掲げる場合において、応急生活物資を調達する必要があるときは、乙に対
し、応急生活物資の供給を要請することができる。

(1)山形県内において災害等が発生し、又は発生するおそれがあるとき
(2)山形県外において災害等が発生し、又は救援の必要があり、国又は他の都道府県から
応急生活物資調達のあっせんを要請されたとき

2 要請の方法は、甲から乙に対し、別紙様式1「応急生活物資供給要請書」により行うもの
とする。ただし、文書をもって要請するいとまがないときは、口頭又は電話等により要請
し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(調達物資)

第3条甲が乙に供給を要請する応急生活物資は、次に掲げるものとする。
(1)青果物

(2)その他甲が指定する応急生活物資で乙が提供できるもの

(要請に基づく乙の措置)

第4条乙は、甲から第2条の要請を受けたときは、速やかに応急生活物資の供給を実施する
ものとする。

2 乙は、前項の規定により応急生活物資の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙様式2「応
急生活物資供給実績報告書」(以下、「実績報告書」という。)によりその状況を報告するもの
とする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速やかに文書を提出す

るものとする。

(応急生活物資の運搬及び引渡し)

第5条応急生活物資の引渡場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡場所までの応急
生活物資の運搬は、原則として乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別
に甲の指定する者が行うものとする。



2 甲は、前項の引渡場所に職員を派遣し、応急生活物資を確認の上、引渡しを受けるものと

する。

3 甲は、前項の職員を甲の指定する者に代行させることができる。

(応急生活物資供給の費用負担)

第6条甲は、乙が第4条の規定により供給した応急生活物資の対価及び第5条の規定による

応急生活物資の運搬に要した費用を負担する。

2 甲が前項の規定により負担する額は、災害が発生する直前における通常の価格を基準とし、

甲乙協議の上定めるものとする。

第三支援物資の輸送等

(施設の使用申請)

第7条甲は、災害時において次の施設を拠点として使用する必要があるときは、乙に対して

施設の使用を申請するものとする。

所在地山形市十文字2160

施設名株式会社丸勘山形青果市場

2 前項の規定による申請は、別紙様式3により行うものとする。ただし、緊急を要する場合

は、電話その他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を送付するものとする。

(施設の使用許可)

第8条乙は、前条の規定による申請を受けた場合において、乙が施設の使用について認めた

場合は、施設の一部又は全部について甲の使用を許可するものとする。

2 前条第2項の規定は、前項の規定による許可について準用する。

(施設の使用目的)

第9条甲は、乙から使用許可を受けた施設を拠点及び輸送車両の駐車場として使用すること

ができる。

(拠点の管理運営)

10条拠点の管理運営は、甲の責任において行うものとする。

乙は、拠点の管理運営について甲に協力するものとする。

(施設使用の費用負担)

H条施設の使用料は無償とする。

甲は、拠点の管理運営に係る費用及び施設を原状に回復する費用を負担するものとする。

(施設使用期間)

第 12 条拠点として施設を使用する期間は、災害発生の日から1ケ月以内とするものとする。

ただし、状況により期間を延長する必要がある場合は、甲乙協議のうえ、 1ケ月の範囲内で

延長することができるものとし、以後も同様とする。

第
2

第
2



2 甲は、乙による施設の使用を早期に再開できるよう拠点として施設を使用する期間の短縮

に努めるものとする。

(施設使用の終了)

第13条施設使用の終了は、甲が拠点の運営及び施設の原状回復を終了し、乙の確認を受けた

ときとする。

2 甲は、施設使用を終了する場合は、乙に別紙様式4を提出するものとする。

(支援物資等の緊急輸送に関する業務及び要請)

第N条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の緊急輸送に関す

る業務(以下「緊急輸送」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式5により要

請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、その

後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の緊急輸送

(2)前号に必要な車両、作業員、荷役機械及び資機材の手配

(3)その他必要な業務

2 乙は、前項の規定による要請があったときは、緊急輸送を可能な限り通常業務に優先

して行うものとする。

3 甲は、乙の行う緊急輸送に必要な燃料の優先確保、緊急通行車両の指定及びその他円

滑な輸送に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(緊急輸送の報告)

第 15条乙は、緊急輸送を行ったときは、甲に対し、別紙様式6により速やかに報告するもの

とする。

(緊急輸送の費用負担)

第 16条緊急輸送に要した費用は、甲が負担するものとする。

2 前項の費用のうち、事業用自動車に係る運賃及び料金は、災害発生時直前における地域の

事業者の認可運賃又は標準的な運賃、料金等を基準として、甲乙協議の上決定するものとす

る。

3 第1'項の費用のうち、前項の費用以外の費用は、甲乙協議の上決定するものとする。

(緊急輸送の事故)

第17条乙の事業用自動車が、故障その他の理由により緊急輸送を中断したときは、乙は、速

やかに事業用自動車を交換して緊急輸送を継続するよう努めるものとする。

2 乙は、緊急輸送に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を報告するも

のとする。



(支援物資等の保管に関する業務及び要ヨ剤

第18条甲は、災害時に被災地等を支援するため、次に規定する支援物資等の保管に関する業

務(以下「支援物資等保管」という。)が必要となったときは、乙に対し、別紙様式7により

要請するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法をもって要請し、

その後速やかに文書を送付するものとする。

(1)支援物資等の入出庫、仕分け及び保管

(2)支援物資等の在庫状況の把握及び甲への報告

(3)前2号に必要な作業員、荷役機械及び資機材の手配

(4)その他必要な業務

2 乙は前項の規定による甲の要請があったときは、支援物資等保管を可能な限り通常業務に

優先して行うものとする。

3 甲は、乙の行う支援物資等保管に必要な燃料の優先確保、通信手段の確保及びその他施設

の円滑な運営に必要な措置を講じるよう努めるものとする。

(保管等業務の報告)

第 19条乙は、支援物資等保管を行ったときは、甲に対し、別紙様式8により速やかに報告す

るものとする。

(保管等業務の費用負担)

第20条物資の保管等に要した費用(保管料及び荷役料、資機材の使用料等の実費負担額)は、

甲が負担する。

2 前項の費用は、災害時等の直近における山形県の事業者が定めている標準的な料金を基準

として、甲乙協議の上、決定するものとする。

3 乙は、甲が負担する費用を甲に請求する。

4 甲は、前項の請求があった場合には、その日から起算して30日以内に支払う。

(保管等業務の事故等)

第21条乙は、支援物資等保管に際し事故が発生したときは、甲に対して速やかにその状況を

報告するものとする。

第四雑則

(情報提供)

第器条乙は、本協定に基づく活動の従事中に覚知した災害等による被害情報は、甲及び市町

村等関係機関に積極的に提供するものとする。

(費用の支払)

第器条甲は、乙から費用の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものとする。

(補償)

第 24 条この協定に基づいて業務に従事した者が、この協定に基づく業務により死亡、負傷、

又は疾病に櫂患した場合の補償については、当該従事者の使用者の責任において行うものと



する。

(連絡責任者の報告及び情報交換)

第25条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。連
絡責任者を変更したときも同様とする。

2 甲及び乙は、平常時から協定の運用等について連絡責任者による情報交換を行い、災害時

等に備えるものとする。

(有効期間)

第26条この協定の有効期間は、この協定の締結の日から1年間とする。ただし、有効期間が
満了する日の30日前までに甲又は乙から協定終了の意思表示がないときは、更に1年間延

長するものとし、以後も同様とする。

(協議)

第27条この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲乙
協議の上決定するものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名の上、各自1通を保有する。

令和3年9月14日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県

山形県知事

乙 山形県山形市十文字2160

株式会社丸勘山形青果市場

代表取締役社長

吉_.""1.1_1鄭.子

井.上_司.__.エ.__、,_
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「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」 

運用細目 

 

 標記協定に基づき、円滑な応援の実施を図るために以下の運用を定める。 

 

１ 協定第１条『目的』 

（１）「プレストレスト・コンクリート構造物等」とは以下の構造物をいう。 

１）橋梁 

２）スノーシェッド 

３）ロックシェッド 

４）その他、必要と認められる構造物 

 

２ 協定第２条『応援の要請』 

（１）甲は、乙に応援を要請するときは、電話等で要請した後、速やかに別添様式１を提

出する。なお、大規模災害の発生により甚大な被害が想定されるが、甲からの応援要

請がない場合は、乙は甲に対し応援の要否について、確認するものとする。 

（２）乙は、応援を要請されたときは、出動する会員を調整し甲に電話等で報告した後、

速やかに別添様式２により報告する。また、出動する会員は、総合支庁建設部又は出

先機関に電話で連絡し、応援の実施に係る個別調整を行う。 

（３）災害の状況により、乙が十分な実施体制が組めない場合は別途協議する。 

 

３ 協定第３条第１項『応援の内容』 

（１）緊急点検は、甲が通行の可否等の迅速な判断を行うために必要な資料の情報収集と

し、目視による被害状況調査、写真撮影及び報告書作成とする。 

（２）緊急点検は、乙の行う社会貢献活動であることを理解し、応援の内容が過度になら

ぬよう十分配慮する。 

（３）応急対策は、緊急輸送道路の早期啓開や孤立集落の解消等のため応急的に必要な対

策とする。 

 

４ 協定第３条第２項『応援の完了』 

（１）乙の会員は、緊急点検の結果を、逐次、総合支庁建設部又は出先機関に別添様式４

により直接報告するものとし、通行止めなど早急な対応が必要な場合は、電話等で速

やかに報告する。 



 

（２）乙は、応援を完了したときは、別添様式３及び様式４を速やかに甲に提出する。甲

は、乙から提出のあった別添様式３及び様式４を総合支庁建設部又は出先機関に送付

する。 

（３）乙の会員は、本協定に基づいて実施した活動実績の証明が必要な場合には、別添様

式５を総合支庁建設部又は出先機関に提出し証明を受けるものとする。 

 

５ 協定第４条『応援の実施体制』 

（１）乙は、甲と協議のうえ、４地域ごとに応援を担当する会員をあらかじめ定めてお

くものとする。なお、本協定の事務の窓口は、甲は山形県県土整備部管理課に、乙

は一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会東北支部事務局とする。 

 

６ 協定第５条『経費の負担』 

（１）応急対策の検討や工事などが必要と認められる場合は、その経費の負担について、

総合支庁建設部又は出先機関と乙の会員との間で遅滞なく契約を締結する。 

 

７ 協定第８条『その他』 

（１）乙は、甲が特に必要として甲以外の者が管理する構造物の緊急点検の応援を依頼

した場合は、当該構造物の管理者と緊急点検の応援の内容等を協議するものとする。 

 

 

付則 この運用は、平成２８年３月２２日から効力を生ずる。 
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平成２８年３月 
 

 

 

 

 

 

山 形 県 県 土 整 備 部 
 

一般社団法人プレストレスト･コンクリート建設業協会東北支部 
 



様式１ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

東北支部長 様 

 

 

山形県県土整備部長    

（ 公 印 省 略 ）   

  

 

大規模災害時における応急対策業務の応援要請について 

 

 「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」第２条に基づき、下

記のとおり応援を要請します。 

 

                                   記 

 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所  

    ○○総合支庁管内（又は一般県道○○線等） 

 

３ 業務内容 

 緊急点検 

 応急対策の検討及び工事 

 その他必要な事項 

※該当するものにチェックを入れる。 

 

 

４ 問い合わせ先 

      （山形県県土整備部○○課  担当者名○○  電話番号○○） 

 

✓ 



様式２ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 山形県県土整備部長 様 

 ○○総合支庁建設部長（又は出先機関の長）様 

  

 

一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

東北支部長  

 (公印省略)  

 

 

応援要請に基づく出動会員について（報告） 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった件について、

下記のとおり報告します。 

 今後の調整については、下記の出動会員と直接連絡願います。 

 

記 

 

出動箇所 ○○総合支庁管内 

出動会員数 ◇◇社 

番号 会社名・電話番号 担当者・携帯番号 

１ 
△△△△株式会社 

０２２－    － 

□□ □□ 

０９０－   － 

２ 
 

 

 

３ 
 

 

 

４ 
 

 

 

５ 
 

 

 

 



様式３ 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 山形県県土整備部長 様 

 

一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

東北支部長 

(公印省略)  

 

大規模災害時における応急対策業務の報告について 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった応急対策業務

について、完了したので下記のとおり報告します。 

 

                                   記 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所及び業務内容 

整理番号（ｺｰﾄﾞ番号） 
橋梁名等 

（路線名） 

所在 

市町村 
出動会員 

業務内容 

公所 連番 
災害発生 

年月日 

協 

会 

緊急 

点検 

応急対策の 

検討、工事 
その他 

01 001 20160311 P 

○○○橋 

（主要地方道○○○○

○○線） 

○○○市 ㈱○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 〔公所〕 01:村山、02:西村山、03:北村山、04:最上、05:置賜、06:西置賜、07:庄内、08:庄内空港、09:港湾事務所 

※ 〔連番〕 連番は公所ごととする。 

※ 〔協会〕 Ｐ：プレストレスト・コンクリート建設業協会、Ｍ：日本橋梁建設協会 

✓ 
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：
起
点
側

全
景
：
側
面
（
右
側
）

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾙ
名
：

橋
　
銘
　
板

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾙ
名
：

点
検

調
書

（
そ

の
２

－
１

）
　

現
地

状
況

写
真

（
全

景
等

）

0
橋
 
梁
 
名



0

点
検

調
書

（
そ

の
２

－
　

）
　

現
地

状
況

写
真

（
損

傷
部

）

0
橋
 
梁
 
名

所
 
在
 
地

0
路
線
・
水
路
名

損
傷
部
－

損
傷
位
置

損
傷
位
置

損
傷
位
置

損
傷
部
－

損
傷
部
－

損
傷
位
置

整
理
番
号
（
コ
ー
ド
番
号
）

損
傷
位
置

損
傷
部
－

損
傷
部
－

損
傷
部
－

損
傷
位
置



様
式

５
 

  

大
規
模
災
害
時
に
お
け
る

応
急
対

策
業
務
の

応
援

に
関

す
る
協
定

に
基
づ
く

活
動
実
績
証
明
書
 

 応
援

要
請

年
月

日
 

○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
 
管
第
○
○
○
号
 
）
 

活
動

企
業

名
 

○
○
○
○
株
式
会
社
 

路
線

・
河

川
名

等
 

主
要
地
方
道
○
○
○
○
線
 
○
○
橋
 
外
 

活
動

場
所
 

○
○
市
○
○
地
内
 
外
 

活
動

内
容
 

□
 
緊
急
点
検
 

□
 
応
急
対
策
の
検
討
及
び
工
事
 

□
 
そ
の
他
必
要
な
事
項
 

※
該
当
す

る
も
の

に
チ
ェ

ッ
ク
を

入
れ
る

。
 

活
動

実
施

日
 

平
成
○
○
年
○
○
月
○
○
日
 
～
 
平
成
○
○
年
○
○
月
○
○
日
 

  
 

上
記

活
動

は
、

山
形

県
県

土
整

備
部

長
と

一
般

社
団

法
人

プ
レ

ス
ト

レ
ス

ト
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

建
設

業
協

会
東

北
支

部
長

が
締

結
し

た
「

大
規

模
災

害
時

に
お

け
る

応
急

対
策

業
務

の
応

援
に

関
す

る
協

定
」

に
基

づ
く

活
動

で

あ
る

こ
と
を
証
明
す
る
。
 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

平
成

△
△
年
△

△
月

△
△

日
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

○
○

総
合
支
庁

建
設

部
○

○
課
長
 
（
氏
名
）
□
□
 □

□
 
 
○印

 

 



手続きフロー
「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」

③ 出動会員 
    の調整 

 
山形県県土整備部 

管理課 
TEL 023-630-3130 

FAX 023-630-2573 

 
ＰＣ建設業協会 

東北支部 
TEL 022-266-8377 

FAX 022-227-5641 

緊急点検の報告 
（様式4,電話） 

① 応援要請 
    （電話等） 

応急対策の検討及び 
工事等が必要な場合は 

別途契約 

⑤  連絡、調整 
  及び応援実施 

② 応援要請（電話,様式1） 

⑥ 完了報告 
   （様式3,4） 

⑥ 完了報告 
    （様式4） 

出動会員の報告、 
応援実施の個別調整 

⑦  活動実績の証明 
（様式5） 

村山地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

最上地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

置賜地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

庄内地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

村山地域 

村山総合支庁建設部 

最上地域 

最上総合支庁建設部 

置賜地域 

置賜総合支庁建設部 

庄内地域 

庄 内 空 港 事 務 

庄内総合支庁建設部 

港  湾  事  務  所 

運用細目２（１） 

④ 出動会員報告（電話,様式2） 
運用細目２（２） 

⑥ 完了報告（様式3,4） 

運用細目２（２） 

運用細目４（１） 

運用細目６（１） 

運用細目４（３） 

※協会は県と協議のうえ、４地域ごとに 

    応援を担当する会員をあらかじめ定 

    めておく。 

 

 

※村山地域及び置賜地域においては、 

    本庁舎、分庁舎単位で、連絡、調整 

    等を行うこととする。・・・⑤、⑦ 

 

運用細目５（１） 

運用細目２（２） 

運用細目４（２） 

※通行止めなど早急な対応が必要

な場合は、電話等で速やかに報告 

運用細目４（２） 
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「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」 

運用細目 

 

 標記協定に基づき、円滑な応援の実施を図るために以下の運用を定める。 

 

１ 協定第１条『目的』 

（１）「鋼構造物等」とは以下の構造物をいう。 

１）橋梁（主桁等主部材が鋼製の橋梁） 

２）その他、必要と認められる構造物 

 

２ 協定第２条『応援の要請』 

（１）甲は、乙に応援を要請するときは、電話等で要請した後、速やかに別添様式１を提

出する。なお、大規模災害の発生により甚大な被害が想定されるが、甲からの応援要

請がない場合は、乙は甲に対し応援の要否について、確認するものとする。 

（２）乙は、応援を要請されたときは、出動する会員を調整し甲に電話等で報告した後、

速やかに別添様式２により報告する。また、出動する会員は、総合支庁建設部又は出

先機関に電話で連絡し、応援の実施に係る個別調整を行う。 

（３）災害の状況により、乙が十分な実施体制が組めない場合は別途協議する。 

 

３ 協定第３条第１項『応援の内容』 

（１）緊急点検は、甲が通行の可否等の迅速な判断を行うために必要な資料の情報収集と

し、目視による被害状況調査、写真撮影及び報告書作成とする。 

（２）緊急点検は、乙の行う社会貢献活動であることを理解し、応援の内容が過度になら

ぬよう十分配慮する。 

（３）応急対策は、緊急輸送道路の早期啓開や孤立集落の解消等のため応急的に必要な対

策とする。 

 

４ 協定第３条第３項『応援の完了』 

（１）乙の会員は、緊急点検の結果を、逐次、総合支庁建設部又は出先機関に別添様式４

により直接報告するものとし、通行止めなど早急な対応が必要な場合は、電話等で速

やかに報告する。 

（２）乙は、応援を完了したときは、別添様式３及び様式４を速やかに甲に提出する。甲

は、乙から提出のあった別添様式３及び様式４を総合支庁建設部又は出先機関に送付



 

する。 

（３）乙の会員は、本協定に基づいて実施した活動実績の証明が必要な場合には、別添様

式５を総合支庁建設部又は出先機関に提出し証明を受けるものとする。 

 

５ 協定第４条『応援の実施体制』 

（１）乙は、甲と協議のうえ、４地域ごとに応援を担当する会員をあらかじめ定めてお

くものとする。なお、本協定の事務の窓口は、甲は山形県県土整備部管理課に、乙

は一般社団法人日本橋梁建設協会事務局とする。 

 

６ 協定第５条『経費の負担』 

（１）応急対策の検討や工事などが必要と認められる場合は、その経費の負担について、

総合支庁建設部又は出先機関と乙の会員との間で遅滞なく契約を締結する。 

 

７ 協定第８条『その他』 

（１）乙は、甲が特に必要として甲以外の者が管理する構造物の緊急点検の応援を依頼

した場合は、当該構造物の管理者と緊急点検の応援の内容等を協議するものとする。 

 

 

付則 この運用は、平成２８年３月２２日から効力を生ずる。 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様   式   等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年３月 
 

 

 

 

 

 

山 形 県 県 土 整 備 部 
 

一般社団法人日本橋梁建設協会 
 



様式１ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 一般社団法人日本橋梁建設協会会長 様 

 

 

山形県県土整備部長    

（ 公 印 省 略 ）   

  

 

大規模災害時における応急対策業務の応援要請について 

 

 「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」第２条に基づき、下

記のとおり応援を要請します。 

 

                                   記 

 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所  

    ○○総合支庁管内（又は一般県道○○線等） 

 

３ 業務内容 

 緊急点検 

 応急対策の検討及び工事 

 その他必要な事項 

※該当するものにチェックを入れる。 

 

 

４ 問い合わせ先 

      （山形県県土整備部○○課  担当者名○○  電話番号○○） 

 

✓ 



様式２ 

 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 

 山形県県土整備部長 様 

 ○○総合支庁建設部長（又は出先機関の長）様 

  

 

一般社団法人日本橋梁建設協会会長 

( 公 印 省 略 ) 

 

 

応援要請に基づく出動会員について（報告） 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった件について、

下記のとおり報告します。 

 今後の調整については、下記の出動会員と直接連絡願います。 

 

記 

 

出動箇所 ○○総合支庁管内 

出動会員数 ◇◇社 

番号 会社名・電話番号 担当者・携帯番号 

１ 
△△△△株式会社 

０２２－    － 

□□ □□ 

０９０－   － 

２ 
 

 

 

３ 
 

 

 

４ 
 

 

 

５ 
 

 

 

 



様式３ 

△△ ○○ 第 ○○号  

平成○○年○○月○○日  

 

 山形県県土整備部長 様 

 

一般社団法人日本橋梁建設協会会長 

( 公 印 省 略 ) 

 

大規模災害時における応急対策業務の報告について 

 

 平成○○年○○月○○日付け△△○○第○○号で応援要請のあった応急対策業務

について、完了したので下記のとおり報告します。 

 

                                   記 

１ 要請月日 

    平成○○年○○月○○日（平成○○年○○月○○日発生○○地震） 

 

２ 要請箇所及び業務内容 

整理番号（ｺｰﾄﾞ番号） 
橋梁名等 

（路線名） 

所在 

市町村 
出動会員 

業務内容 

公所 連番 
災害発生 

年月日 

協 

会 

緊急 

点検 

応急対策の 

検討、工事 
その他 

01 001 20160311 M 

○○○橋 

（主要地方道○○○○

○○線） 

○○○市 ㈱○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   M 
 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 〔公所〕 01:村山、02:西村山、03:北村山、04:最上、05:置賜、06:西置賜、07:庄内、08:庄内空港、09:港湾事務所 

※ 〔連番〕 連番は公所ごととする。 

※ 〔協会〕 Ｐ：プレストレスト・コンクリート建設業協会、Ｍ：日本橋梁建設協会 

✓ 



※

速報の記録

年 月 日

班

線

① ｍ ｍ

　 橋

　

　

道

・ 線 所見

② ｍ ｍ

　 橋

　

路線名： 　

道

・ 線 所見

③ ｍ ｍ

　 橋

　

路線名： 　

道

・ 線 所見

③　施工会社対応の場合は、班名を会社名と読み替え、路線名は橋梁毎記入する。　

様式4-1

被災状況の速報（被災橋梁）

①　被災甚大の場合はまず口頭で対応するが、下記を記録しておくものとする。

　
会 社 名

（出動会員）

②　（走行安定性）および（耐荷性能）の判定は「災害時即応体制ガイドライン（日本橋梁

　建設協会）」Ⅲ．（４）による。

橋梁調査実働班名 第

速報実施日 平成

班長

橋梁調査路線名 　 道

道路管理者 速報相手方

＊災害対策本部・現地連絡本部・各対策班へは、橋梁調査対策班より連絡する。

速　　報　　先

橋梁調査対策班 速報相手方

橋長 幅員

橋梁形式

およその橋長・幅員

災
　
害
　
橋
　
梁
　
点
　
検
　
結
　
果

路線名：

走行性(地震被害) ａ　・　ｂ　・　ｃ

耐荷性(地震被害) As　・　A 　・　B　・　 C　・　Ｄ

走行性(地震被害) ａ　・　ｂ　・　ｃ

耐荷性(地震被害) As　・　A 　・　B　・　 C　・　Ｄ

経年劣化

詳細点検の必要性 有り　　・　　無し

応急対策の必要性 有り　　・　　無し

橋梁形式

およその橋長・幅員 橋長

有り　　・　　無し詳細点検の必要性

耐荷性(地震被害) As　・　A 　・　B　・　 C　・　Ｄ

幅員およその橋長・幅員

ａ　・　ｂ　・　ｃ

詳細点検の必要性 有り　　・　　無し

走行性(地震被害)

経年劣化 Ｍ　・　Ｓ　・　Ｎ

橋長

応急対策の必要性 有り　　・　　無し

応急対策の必要性 有り　　・　　無し

Ｍ　・　Ｓ　・　Ｎ

経年劣化 Ｍ　・　Ｓ　・　Ｎ

橋梁形式

幅員

整理番号
（ｺｰﾄﾞ番号）

整理番号
（ｺｰﾄﾞ番号）

整理番号
（ｺｰﾄﾞ番号）



°  '  ''

°  '  ''

＊ ①　施工会社名等は、橋歴版等より調査する。

②　施工会社より一般図を入手して、A3サイズで添付する。

③  協会会員会社外の納入橋梁の場合は、一般図の入手を道路管理者に依頼する。

架橋場所データ

竣工年月

形式

架橋場所

ＴＥＬ

ＦＡＸ

橋梁名称

担当者名

様式4-2

発注機関

事務所名

路線名

調査日

天候

調査担当班長

鋼重（ｔ）

経年劣化の判定

走行安全性

有効幅員（ｍ）

被災度の判定

支間（ｍ）

橋長（ｍ）

調査・点検結果

被害・損傷の程度
および変状

※損傷・変状がな
い場合は、記載不
要 路　面

床版下面

伸縮装置

写真 No

写真 No

写真 No

写真 No

基　礎

橋　台

写真 No

写真 No
落橋防止装置

写真 No

写真 No

写真 No

支承部

M　・　S　・　N

As ・ A ・ B ・ C ・ D耐荷性能a ・ b ・ c

橋　脚

主構造
（上部工）

北緯

東経

（ＧＩＳデータ）

会 社 名
（出動会員）

　

調査・点検結果報告書

施工会社名

担当部署

整理番号（ｺｰﾄﾞ番号）



整理番号（コード番号）

様式4-3

　（写真撮影箇所）

（損傷・変状の説明）

橋梁名　 橋梁管理者 路線名

写真 No

（写真貼付）

写真データは100KB以下でお願いします

　（写真撮影箇所）

（写真貼付）

写真データは100KB以下でお願いします

　（写真撮影箇所）

（損傷・変状の説明）

写真 No

（写真貼付）

写真データは100KB以下でお願いします

写真 No

（損傷・変状の説明）



会社名

様式4-4

橋梁名　 橋梁管理者 路線名

整理番号（コード番号）

勝鬨橋

勝鬨橋



様
式

５
 

  

大
規
模
災
害
時
に
お
け
る

応
急
対

策
業
務
の

応
援

に
関

す
る
協
定

に
基
づ
く

活
動
実
績
証
明
書
 

 応
援

要
請

年
月

日
 

○
○
年
○
○
月
○
○
日
（
 
管
第
○
○
○
号
 
）
 

活
動

企
業
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「大規模災害時における応急対策業務の応援に関する協定」
手続きフロー

③ 出動会員 
    の調整 

 
山形県県土整備部 

管理課 
TEL 023-630-3130 

FAX 023-630-2573 

 
日本橋梁建設協会 

事務局 
TEL 03-3507-5225 

FAX 03-3507-5235 

緊急点検の報告 
（様式4,電話） 

① 応援要請 
    （電話等） 

応急対策の検討及び 
工事等が必要な場合は 

別途契約 

⑤  連絡、調整 
  及び応援実施 

② 応援要請（電話,様式1） 

⑥ 完了報告 
   （様式3,4） 

⑥ 完了報告 
    （様式4） 

出動会員の報告、 
応援実施の個別調整 

⑦  活動実績の証明 
（様式5） 

村山地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

最上地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

置賜地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

庄内地域 

会 員 会 員 

会 員 会 員 

村山地域 

村山総合支庁建設部 

最上地域 

最上総合支庁建設部 

置賜地域 

置賜総合支庁建設部 

庄内地域 

庄 内 空 港 事 務 

庄内総合支庁建設部 

港  湾  事  務  所 

運用細目２（１） 

④ 出動会員報告（電話,様式2） 
運用細目２（２） 

⑥ 完了報告（様式3,4） 

運用細目２（２） 

運用細目４（１） 

運用細目６（１） 

運用細目４（３） 

※協会は県と協議のうえ、４地域ごとに 

    応援を担当する会員をあらかじめ定 

    めておく。 

 

 

※村山地域及び置賜地域においては、 

    本庁舎、分庁舎単位で、連絡、調整 

    等を行うこととする。・・・⑤、⑦ 

 

運用細目５（１） 

運用細目２（２） 

運用細目４（２） 

※通行止めなど早急な対応が必要

な場合は、電話等で速やかに報告 

運用細目４（２） 
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山形県(以下「甲」という。)と日本下水道事業団(以下「乙」という。)とは、甲の所管する
下水道施設について災害が発生した場合において乙が行う下水道施設の維持又は修繕に関する工
事その他の支援(以下「災害支援」という。)に関し、次のとおり協定を締結する。

(目的等)

第1条この協定は、乙が行う災害支援に関して基本的な事項を定め、災害支援の円滑な実施によ
り、災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を図り、もって浸水被害の拡大その他の生活
環境の悪化又は公共用水域の水質の悪化を防止することを目的とする。
2 この協定は、下水道法(昭和器年法律第79号)第 15条の2に規定する災害時維持修繕協定
である。

山形県・日本下水道事業団災害支援協定

(対象)

第2条この協定の対象となる災害は、次の各号に掲げる原因により生ずるものとする。
a)暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、士石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑
りその他の異常な自然現象

②その他甲と乙の協議により定めるもの

2 この協定の対象となる下水道施設は、別記に掲げるもの(以下「協定下水道施設」という。)
とする。

(災害支援の内容)

第3条乙が行う災害支援の内容は、次の各号に掲げるものとする。
(1)災害の状況を確認するために行う現地調査(協定下水道施設の点検を含む。)
②公共士木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令(昭和26年政令第 107号)第5条第1項
の規定による災害報告に必要な資料の作成

得)協定下水道施設について、その応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫定的にその
機能を確保するために行う簡易消毒の実施、仮設ポンプの設置その他の維持又は修繕に関す
る工事

④災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成 q乍成のために行う現地調査を含む。)
及び災害査定への立会

⑤前各号に掲げる災害支援に附帯する支援

(災害支援の要請の方法)

第4条甲は、乙に災害支援を要請しょうとする場合には、文書により行うものとする。ただし、
文書によることができない場合には、電子メールの送信又はファクシミリ装置を用いた送信(こ

れらの送信ができないときは、口頭又は電話)により当該要請を行うことができる。

2 前項ただし書の場合においては、甲は、事後において速やかに、乙に文書を交付するものと
ずる。

(費用の負担)

第7条甲は、乙が行った災害支援に要した費用(第3条第1号及び第2号に規定する災害支援に

要したものを除く。)を負担するものとする。

(災害支援の実施)

第5条、、乙は、前条の要請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第3条に規定する

災害支援を行うものとする。

(災害支援の完了の報告)

第6条乙は、前条の規定による災害支援の全部又は一部を完了したときは、甲に対し、速やかに

その内容を報告するものとする。
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2 乙は、前項の費用として、職員の人件費及び旅費、使用した機材又は薬品の代価その他の実
費に相当する額を甲に請求するものとする。

3 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払うも
のとする。

(廃止)

第8条甲又は乙においてこの協定を継続できない事情が生じたときは、甲乙協議の上、この協定
を廃止することができる。

2 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合においては、甲又は乙は、違反した相手方への書
面による通告をもって、この協定を廃止することができる。

(事務局)

第9条この協定に基づく災害支援に係る事務局は、次の各号のとおりとする。
山甲の事務局山形県県士整備部下水道課
②乙の事務局日本下水道事業団東北総合事務所施工管理課

(協定の有効期間)

第10条この協定の有効期間は、この協定を締結した日から令和8年9月9日までとする。

(現況届の提出)

第Ⅱ条甲は、協定を締結したときは、乙に対し、遅滞なく、現況届を提出するものとする。
2 甲は、前項により提出した現況届の内容に変更が生じたときは、直ちに変更後の現況届を乙
に提出するものとする。

3 甲は、前2項に規定する現況届に基づき、当該協定を締結した日から起算して1年を経過す
るごとに、その間の経過を速やかに乙に報告するものとする。
4 第1項及び第2項に定める現況届は、様式によるものとする。

(その他)

第n条この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲と乙が協議して定める。

この協定を証するため、本書2通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうぇ、各々1通を保有す
る。

ー、く二tJ

令和 S年9月ノ0日

別記

しり If県
電

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

吉村山形県知事

1 終末処理場

a)山形浄化センター

②村山浄化センター

(3)置賜浄化センター

④庄内浄化センター

2 ポンプ場(マンホールポンプは除く。)
ω山形

須川中継ポンプ場

②村山

大沢川中継ポンプ場
村山野川中継ポンプ場
最上川中継ポンプ場

③置賜

置賜最上川中継ポンプ場

④庄内

京田川中継ポンプ場

乙 東京都文京区湯島二丁目

日本下水道事業団

理事長

プ丈フk

協定下水道施設、

31 番 27 号

森岡
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様式

日本下水道事業団理事長

山形県・日本下水道事業団災害支援協定第Ⅱ条に基づき現況届を提出します。
市町村名

担当部署名

担当者役職及び氏名①

担当者役職及び氏名②

殿

災害時

緊急連絡先

災害支援協定に係る現況届

維持管理

委託先

電話番号

FAX

E-mail

対象施設名

業者名

令和

電話番号

FAX

最新図面作成年月日

年

E-mail

留意事項

最新図面作成年月日

月

※1 御担当者様は2名以上ご登録願います。
※2 災害時緊急連絡先が複数ある場合は「,」で区切って御記入願います。
※3 維持管理委託先がない場合は、「維持管理委託先」欄を御記入いただく必要はありません。
維持管理委託先が複数ある場合は、行を増やして御記入願います。

※4 「対象施設名」欄は、対象施設ごとに対象施設名及び最新の図面の作成年月日を記載してください。
また、施設が複数ある場合は牙1絲氏を作成するか、行を増やして御記入願います。

※5 「留意事項」欄は、災害支援時に留意すべきことがあれば御記入願います。

日

ノレート図

設備フロー図

一般平面図

施設平面図

水位関係図

断面図

》
》

ー
、
●
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山形県知事吉村美栄子(以下「甲」という。)と山形県森林士木建設業協会会長

永井敏行(以下「乙」という。)とは、災害発生時のおける治山施設等及び県管理林道

等の緊急応急工事の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

山形県所管の治山施設等及び県管理林道施設に

対する緊急応急工事に関する協定書

(目的)

第 1 条この協定は、地震、地すべりや大雨等の異常な天然現象及び予期せぬ事故の

発生により、甲が管理する治山施設等(地すべり防止区域(林野庁所管)の施設を含

む。)及び県管理林道施設に被害が発生した場合等に備え、山形県森林士木建設業協会

の会員(以下「会員」という)は必要な建設機械、資材及び労力等(以下「建設資機

材等」という。)を事前に確保し、甲の要請により緊急に応急工事を実施できる体制を

整備することによって、速やかな緊急応急工事の着手が可能となり、被害の拡大を最

小限に止めるとともに、二次災害の発生を防止し、以って地域社会への貢献を図るこ

とを目的とする。

(

(対象施設等)

第 2 条業務の対象は、県が管理する治山施設、別表1に掲げる地すべり防止区域(林

野庁所管)、及び別表2に掲げる県管理林道施設等とする。

ただし、別表1、 2以外の施設等においても、甲乙協議のうえ、緊急に対応が必要

と判断した場合は、対象施設とすることができるものとする。

(業務の実施)

第 3 条甲は、対象施設等が被災し、又は被災のおそれがあり、放置することにょり

重大な二次災害や増破を招くと判断した場合は、緊急避難措置として現地調査、工法

検討並びに緊急応急工事(以下「緊急応急工事等」という。)を実施することとし、乙

に、出動を要請することができるものとする。

2 乙は、甲から出動の要請があったときは、速やかに会員の中から緊急応急工事等が

実施できる会員を選定し、甲に報告する。

3 甲は、乙の選定した会員に対し緊急応急工事等の内容を指示するものとする。

(業務の実施体制の報告)

第 4 条乙は、会員名簿及び緊急応急工事等に対応した事務フロー図を当該年度の4

月1日までに甲に提出するものとする。

2 乙は、前項で報告した内容に変更が生じた時は、速やかに甲に提出するものとする。

(費用)

第 6 条乙の選定した会員が当該協定に基づき出動した場合のうち、現地調査、工法

検討に要した費用は乙の負担、緊急応急工事に要した費用は甲の負担とする。

(契約の締結)

第 5 条甲が第3条第1項の緊急応急工事等を実施するために、乙に出動を要請した

場合のうち、緊急応急工事等の実施が必要と判断した場合、甲は、同条第2項に基づ

き、乙が選定した会員と遅滞なく契約を締結するものとする。

(損害の負担)

第 7 条業務の実施に伴い、甲、乙双方の責に帰さない理由により第三者に損害を及

ぼした場合、又は建設資機材等の損害が生じた場合、乙は、その事実の発生後遅滞な

く、その状況を書面により甲に報告し、その措置については、甲乙協議して定めるも

、のとする。

(有効期限)

第 8 条この協定の期間は、協定締結の日から令和2年3月31日までとする。

ただし、期間満了1ケ月前において、甲、乙いずれからも改廃の意思表示がない場

合は、この協定の期間を更に 1年間延長することとし、以後もこれによるものとする。

(その他)

第 9 条この協定に定められない事項、又は、この協定に疑義が生じたときは、その

都度、甲、乙が協議して定めるものとする。

この協定の証として、本書2通を作成し、甲乙が記名押印のうえ、それぞれ各1通

保有するものとする。

令和元年12月12日

甲:山形県知事

乙:山形県森林士木建設業協会

会長 永井敏〒

吉村美栄

(

W形県
M染
会設林囚
長業土形
協木県
印含建森

^
脚

ノく'

鄭
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(趣旨)

第1条この協定は、山形県地域防災計画に基づく災害時における応急仮設住

宅の建設に関して、山形県(以下、「甲」という。)が、一般社団法人日本ム

ービングハウス協会(以下、「乙」という。)に協力を要請するにあたって必

要な事項を定めるものとする。

災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書

(定義)

第2条この協定において、「応急仮設住宅」とは、災害救助法(昭和22年法律

第 118号)第4条第 1項第 1号に定める応急仮設住宅(以下、「住宅」という。)

をいい、乙が認証した移動式木造住宅(ムービングハウス)のことをいう。

(要請の手続き)

第3条甲は、住宅建設の要請に当たっては、建築場所、戸数、規模、着工期

日およびその他必要と認める事項を文書をもって乙に連絡するものとする。

ただし、緊急の場合は、電話等によることができる。この場合において、甲

は、前記文書を事後速やかに乙に提出しなければならない。

(協力)

第4条乙は、前条の要請があったときは、乙の会員である住宅建設業者(以

下「丙」という。)のあっせんその他可能な限り甲に協力するものとする。

(住宅建設)

第5条乙のあっせんを受けた丙は、甲(甲が住宅建設業務を市町村長に委任

した場合は、当該市町村長。以下、同じ。)の要請に基づき住宅建設を行うも

のとする。

(費用の負担及び支払い)

第6条丙が前条の住宅建設に要した費用は、甲が負担するものとする。

2 甲は、丙の住宅建設終了後検査をし、これを確認したときは、丙の請求に

より前項の費用を速やかに支払うものとする。

(連絡窓口)

第7条この協定の業務に関する連絡窓口は、甲においては山形県県士整備部

建築住宅課、乙においては一般社団法人日本ムービングハウス協会本部とす

る。

倖R 告)

第8条乙は、住宅建設について、協力できる建設能力等の状況を毎年1回甲

に報告するものとする。ただし、甲が必要と認めた場合は、乙に対し随時報

告を求めることができる。

(会員名簿の提供)

第9条乙は、この協定に係る乙の業務担当者名簿及び乙に加盟する会員の名

簿を毎年1回、甲に提供するものとし、担当者又は会員に異動があったとき

は、その都度甲に報告するものとする。

(協議)

第10条この協定に定めるもののほか必要な事項については、その都度甲乙協

議の上定めるものとする。

(適用)

第H条この協定は令和5年8月1日から適用する。

この協定を証するため本書2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その1

通を保有する。

令和5年8月1日

'

.

甲山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県知事

乙 北海道札幌市清田区美しが丘三条10丁目

2番 15 号

吉村美栄

" 1、<1"(.、',

ー,.1 ●、、.、、: 1-.;,

'七ミミ災区U

込形県
冊奨
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(趣旨)

第1条この協定は、山形県地域防災計画に基づく災害時における被災住宅の

応急修理(以下「応急修理」という。)に関して、山形県知事(以下「知事」

という。)が、山形県建設労働組合連合会(以下「建設労組」という。)に協

力を求めるにあたって必要な事項を定めるものとする。

災害時における被災住宅の応急修理に関する協定書

(定義)

第2条この協定において、「応急修理」とは、災害救助法(昭和 22年法律第 118

号)第4条第1項第6号に定める住宅の応急修理をいう。

(応急修理業者名簿の提供)

第3条建設労組は、この協定に係る業務担当者名簿及び乙の会員(応急修理

を行うことができる者に限る。以下「応急修理業者」という。)の名簿を毎年

6月末までに知事に提供するものとする。

2 前項の名簿に掲載されることを承諾した応急修理業者は、第6条の規定に

基づく知事(災害救助法第 13条の規定に基づき、知事が応急修理を市町村の

長に委任した場合は、当該市町村の長。以下次条から第7条まで同じ。)の指

示に従うことに同意したものとみなす。

(協力要請の手続き)

第4条知事は、応急修理に関して建設労組に協力を要請しようとするときは、

住宅の被災状況、応急修理の実施方針その他必要な事項を記載した文書をも

つて建設労組に連絡するものとする。ただし、緊急の場合は、電話等による

ことができる。この場合において、知事は、前記文書を事後速やかに提出し

なければならない。

(協力)

第5条建設労組は、前条の要請があったときは、可能な限り知事に協力する

ものとする。

(費用の負担)

第7条応急修理業者が前条の応急修理に要した費用(平成 25年10月1日内

閣府告示「災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基

準」に定める限度額の範囲内に限る。)は、知事が負担するものとする。

(応急修理)

第6条知事は、応急修理業者に対し、修理の程度、方法及び期間を指示する

ものとする。

(連絡窓口)

第8条この協定に関する連絡窓口は、知事においては山形県県士整備部建築

住宅課、建設労組においては山形県建設労働組合連合会事務局とする。

(協議)

第9条この協定に定めるもののほか必要な事項については、その都度、知事

と建設労組で協議の上、定めるものとする。

(適用)

第 10条この協定は令和2年4月1日から適用する。

この協定を証するため本書2通を作成し、知事、建設労組で記名押印の上、

各自その1通を保有する。

令和2年3月26日

知事

山形県山形市松波丁目8番

山形県知事吉村美栄

建設労組

山形県山形市北町三丁匙N峯胃園
山形県建設労働組合L・騎,事師歌
委員長佐藤吋豆苓側属

妥会施艦
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災害時における山形県企業局所管の広域水道及び工業用水道の応急復旧資材の憾合等に関する協定

山形県企業局(以下「甲」という。)と日本水道鋼管協会(以下「乙」という。)とは、ナ也震、潮皮、即K害

その他の異常な自然現象及び水道災害により、甲の所管する水道旛斐及び工業用水道施設の管路(以下「管

理旛斐等」という。)力砕皮災した場合(以下「災害時」という。)における応急復旧資材の供給及て畦支術チ旨導・

助言(以下「応急復旧資材の供給等」という。)に関し、次のとおり協定を締%吉ずる。

(協定の目的)

第1条この協定は、災害時の乙による応急復旧資材の供給等に関して基本的事項を定め、応急復旧資材の

優先的な供給を受けることにより、災害時における管理施誇等の早期復旧を行うことを目的とする。

伎援の実施範囲)

第2条業務の実施範囲は、甲の管理施ヨ斐等において発生した被災箇所とする。

伎援の要請)

第3条甲は、災害時において、乙に対し、次のとおり応急復旧資材の供給等を要請することができる。

(1)被災した管理旛斐等の復旧のために必要な資材の優先的な手配

(2)応急復旧に際しての施工方法に関する技付碕旨導及び本復旧実施のための設計に関する助言

2 甲は、前項の応急復旧資材の供給等を乙に要請するときは、被災概要及て腰請内容を明らかにした書面

(様式1)を乙に提示することにより行うものとする。ただし、緊急時で前述の対応により難いときは、 電

話等で要請できるものとし、この場合は、後日速やかに提出するものとする。

3 乙は、前1項に基づき甲から応急復旧資材の供ホ合等を要請された場合、特段の理由がない限り、甲の要

請に応じるものとする。

(実施体制)

第4条乙は、この協定締紺妾速やかに、乙の連絡体制を確立し必要事項を書面(様式2)により甲に提出す

るものとする。

2 乙は、前項に係る事項に変更が生じた場合には、速やかに甲に申し出るものとする。

(報告)

第5条乙は、甲より第3条1項に係る要請を受けた場合、応急復旧資材の供給等力河能な乙の会員を書面

(様式3)により甲に報告するものとする。ただし、緊急時で前述の対応により難いときは、電靜等で報告

できるものとし、この場合は、後日速やかに提出するものとする。

(契約の締結)

第6条甲は、第3条1項に基づき乙に応急復旧資材の供給等を要請し、乙の会員に出動を要請したときは、

乙の会員と遅滞なく応急復旧資材の供給等に係る随意契約を締結するものとする。

(費用)

第7条この協定に基づき甲が乙に対し要請した応急復旧資材の供給等に係る費用は甲の負担とし、甲の負

担額については、山形県企業局水道工事標準積算資料、山形県県士劉肩部設計単価決定要領に基づき算定

するものとする。これにより難い場合は、甲と第6条1項で契約を締結した乙の会員と協議のうえ定める

ものとする。なお、第4条に定める連絡体制等の紺寺に係る費用は乙の負担とする。

(協定期間)

第8条この協定の有効期間は、協定締結の日から令禾U4年3月31日までとする。ただし、有亥力期間満了

の1ケ月前までに、・甲及び乙の一方又は双方から申し出がない場合、引き続き同一条件をもって1年間の

協定を行ったものとし、以降もまた同様とする。

(損害の補償)

第9条応急復旧資材の供ネ合等に伴い、甲及び乙双方の責に帰さない事由により、第三者に損害を及ぼした

場合、その措置については、甲乙協議して決定するものとする。

(その他)

第10条この協定に定めのない事項や各条項に疑義が生じた場合には、甲乙双方による協議のうえ決定す

るものとする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙き諾押印の上、各自1通を保有するものとする。

冷泳口 4年3月11日

信1金岡酉)
達首戸同
_協戸超
妄向造

甲 山形県企業管理者

乙 日本水道鋼管協会長

高橋広1

凶派県
回業肖
翻胤妥

四方淳
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災害時における清掃及び消毒等環境衛生に係る応急対策業務に関する協定書 

 

 

 山形県（以下「甲」という。）と、山形県ビルメンテナンス協同組合（以下「乙」という。）

とは、災害時における清掃及び消毒等環境衛生に関する応急対策業務（以下「応急対策業務」

という。）について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき災害発生時に県内被災市町村が設置する

避難所等の応急対策業務について、甲が乙に対して要請するときに必要な基本的事項を定

めることを目的とする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、次の各号に定めるいずれかの場合において、応急対策業務を実施する必要が

あると認めたときは、乙に対し様式第 1号により要請することができる。 

（１）市町村から要請があった場合 

（２）前号に定める場合のほか、災害が発生する恐れがあり、甲が乙に対して要請を必要と

認めた場合 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急を要する場合においては、口頭により要請することがで

きる。この場合において、甲はその後速やかに様式第 1号を提出するものとする。 

３ 乙は、甲から応急対策業務の要請を受けたときは、やむを得ない事由のない限り、通常

業務に優先して実施するものとする。 

 

（報告） 

第３条 乙は、応急対策業務を完了した場合は、甲に対して様式第２号により報告するもの

とする。 

 

（費用負担） 

第４条 応急対策業務の費用については、甲又は甲が指定する市町村が負担するものとする。 

２ 前項の規定により甲又は甲が指定する市町村が負担する費用の金額は、災害時直前の通

常の単価により算出した額を基本として、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（第三者等に対する損害） 

第５条 応急対策業務の実施に伴い、第三者に損害を与えたときは、乙が負担するものとす

る。ただし、乙の責めに帰すべき事由によるものを除き、甲乙協議してその賠償を行うも

のとする。 



 

（補償） 

第６条 この協定に基づいて業務に従事した者が、当該業務に従事したことにより負傷し、

若しくは疾病にかかり、又は死亡した場合の損害補償については、乙の責任において行う

ものとする。 

 

（協定の効力） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の

日までに、双方いずれからも解約の意思表示がない場合は、更新されたものとし、その後

においても同様とする。 

 

（その他） 

第８条 乙又は乙の組合員が、第２条第１項に規定する要請によらず、甲又は甲に要請のあ

った市町村と別に締結した契約等に基づき応急対策業務を実施する場合は、この協定の規

定は適用しないものとする。 

２ この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、甲乙協議

のうえ定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通

を保有するものとする。 

 

  平成２２年３月３１日 

 

 

甲  山形県山形市松波二丁目８番１号       

 

山形県知事  吉 村 美 栄 子       

 

乙  山形県山形市七日町三丁目 1番９号      

 

山形県ビルメンテナンス協同組合      

代表理事   黒 田 美 喜 男      



様式第 1号 
平成  年  月  日 

 
山形県ビルメンテナンス協同組合代表理事 殿 
 

山形県知事 
 

災害応急対策業務要請書 
 
 

 災害時における清掃及び消毒等環境衛生に係る応急対策業務に関する協定書第２条

の規定により、下記のとおり応急対策業務の実施を要請します。 
 
記 

 
 
１ 業務場所 
 
 
 
 
２ 業務内容 
 
 
 
 
３ 連絡先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第２号 
平成  年  月  日 

 
山形県知事 殿 

山形県ビルメンテナンス協同組合代表理事 
 
 

災害応急対策業務完了報告書 
 
 

 応急対策業務が完了したので、災害時における清掃及び消毒等環境衛生に係る応急対策務

に関する協定書第３条の規定により、下記のとおり報告します。 
 
 
記 

 
 
１ 業務期間 
 
 
 
２ 業務場所 
 
 
 
３ 業務従事者 
 
 
 
４ 業務内容 
 
 
 
５ その他（添付書類、業務状況写真等） 
 



災害時における電気設備等の応急対策に関する協定書 

 

山形県（以下「甲」という。）と山形県電気工事工業組合（以下「乙」という。）とは、

山形県内において、地震、風水害、その他の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）

における電気設備等の応急対策の実施に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時において、甲が管理する施設及び県内被災市町村が設置する

避難所等の電気設備、電気器具又は配線（以下「電気設備等」という。）の機能の確保

及び復旧を図るため、甲が乙に対して行う電気設備等の応急対策業務（以下「業務」と

いう。）の要請について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（業務の要請） 

第２条 甲は、甲が管理する施設において業務を実施する必要があるとき又は県内被災市

町村が設置する避難所等において、当該市町村から甲に対して業務の要請があったとき

は、乙に対し「電気設備等の応急対策業務要請書」(別記様式第１号)を提出するものと

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急を要するときは、口頭により要請を行い、事後速やか

に文書を送付することができる。 

 

（業務の内容） 

第３条 業務の内容は、次のとおりとする。 

（１）災害時における電気設備等の損壊箇所等の被害状況の把握、報告及び点検 

（２）災害時における電気設備等の応急措置及び応急復旧工事 

（３）その他甲が特に必要と認める業務 

 

（業務の実施） 

第４条 乙は、第２条の規定により甲から業務の要請を受けたときは、特別の事情がない

限り、乙の組合員に業務を実施させるものとする。 

 

（業務の報告） 

第５条 乙は、業務を実施したときは、その旨を甲に対して報告するものとする。この場

合において、第３条第１号に掲げる内容については「災害情報等連絡票」(別記様式第２

号)により、同条第２号及び第３号に掲げる内容については「電気設備等の応急対策業務

に係る完了報告書」(別記様式第３号)により報告するものとする。 

 

（費用負担） 

第６条 業務のうち、第３条第１号に掲げる内容の実施に要する費用については当該業務

を実施する乙の組合員が、同条第２号及び第３号に掲げる内容の実施に要する費用につ

いては甲又は甲が指定する市町村が負担するものとする。 

２ 前項の規定により甲又は甲が指定する市町村が負担する費用の金額は、災害直前の適

正な単価により算出した額を基本として、甲乙協議して定めるものとする。 
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（事故の補償等） 

第７条 業務の実施により、作業員が負傷又は死亡した場合の損害に対する補償について

は、乙の責任において行うものとする。 

２ 乙は、業務の実施中に前項に規定する場合が生じたときは、「事故報告書」（別記様式

第４号）により甲に対してその詳細を報告しなければならない。 

 

（第三者等に対する損害） 

第８条 業務の実施により甲又は甲が指定する市町村若しくは第三者に損害を与えた場合

の補償は、乙の責任において行うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第９条 第２条の規定による要請に関する事項の伝達及びこれに関する連絡を円滑に行う

ため、甲乙それぞれ連絡責任者を定め、その名簿を交換するものとする。 

 

（協定の期間及び更新） 

第 10条 この協定は、締結の日からその効力を発揮するものとし、その有効期間は、１年

間とする。ただし、甲又は乙から別段の申出がなされないときは、この協定の有効期間

を当該満了の日の翌日から起算して１年間延長するものとし、以後も同様とする。 

 

（その他） 

第 11条 乙又は乙の組合員が、第２条第１項に規定する要請によらず、甲又は甲に要請の

あった市町村と別に締結した契約等に基づき業務を実施する場合は、この協定の規定は

適用しないものとする。 

２ この協定に定めない事項について定めをする必要が生じたとき、又はこの協定に定め

る事項に疑義が生じたときは、その都度甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ、各１通を

保有するものとする。 

 

平成２３年１月３１日 

 

 

甲 山形市松波二丁目８番１号  

山形県知事  吉 村 美 栄 子 

 

 

 

乙 山形市あこや町一丁目５番８号 

山形県電気工事工業組合 

理 事 長  髙  橋  勝  治 

  

 

 

 



別記様式第１号 

 

平成  年  月  日 

 

 山形県電気工事工業組合理事長 殿 

 

山形県知事   

 

 

電気設備等の応急対策業務要請書 

 

 災害時における電気設備等の応急対策に関する協定書第２条の規定に基づき、下記のとおり電気

設備等の応急対策業務の実施を要請します。 

 

 

記 

 

１ 業務実施箇所 

 

 

 

 

２ 業務内容 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

◎連絡先 

担 当 課 ・ 係 
 

 

担 当 者 氏 名 
 

 

連 絡 先 
ＴＥＬ： 

ＦＡＸ： 



別記様式第２号 

平成  年  月  日 

 

山形県知事 殿 

 

山形県電気工事工業組合理事長  

 

 

 

災 害 情 報 等 連 絡 票 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生箇所等 
被害状況等 

（現状、今後の被害拡大の見通し等） 
備  考 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

日 時   月  日  時  分現在 

支 部 名  

組 合 員  

報告者氏名  

連 絡 先  



別記様式第３号 

 

平成  年  月  日 

山形県知事 殿 

 

山形県電気工事工業組合理事長  

 

 

電気設備等の応急対策業務に係る完了報告書 

 

電気設備等の応急対策業務が完了したので、災害時における電気設備等の応急対策に関する協定

書第５条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 
 

実施組合員名  

 

１ 業務の期間 

 

 

 

２ 業務の箇所 

 

 

 

３ 業務の従事者 

 

 

 

４ 業務の内容 

 

 

 

５ その他（添付書類、実施状況写真等） 

 

 

 



別記様式第４号 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 山形県知事 殿 

 

 

山形県電気工事工業組合理事長  

 

 

事 故 報 告 書 

 

 

 災害時における電気設備等の応急対策に関する協定書第７条第２項の規定に基づき、別添の必要

書類を添えて報告します。 

 



（別添）

事 故 報 告 書

出動を受けた災害名

事 故 概 要

事 故 区 分
（該当項目はレ印） 墜落・転落 挟まれ・巻き込まれ 感電 動作の反動

態
転倒 切れ・こすれ 爆発 無理な動作

様 激突 踏み抜き 破裂 その他

飛来・落下 溺れ 火災 分類不能

別
崩壊・倒壊 高温・低温物との接触 交通事故（道路）

激突され 有害物等との接触 交通事故（その他）

事故の発生日時・場所等 発 生 日 時

 発 生 場 所

 作 業 内 容

被  害  者 企  業  名

（該当項目はレ印）
性
別

男  女
年
齢
満  歳

勤続年数（経験年数）

事 故 程 度
（該当項目はレ印） 程 度 死 亡 重 傷 軽 傷 不 休 傷

傷病名

 ｢資機材等｣の損害 名 称   損害の程度 保険等適用有無

報 告 月 日    年  月  日 職名
報告書作成者 企業名 氏名

     年   ヵ月

（ふりがな）
被害者氏名

発 生 状 況
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山形県広域消防相互応援協定書 

 

（目的） 

第１条 消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 21 条の規定に基づいて、山形県下市町村及び消防の一部

事務組合（以下｢市町村等｣という。）は、次の条項により、消防相互応援に関して協定を締結し、火災、

その他の災害（以下｢災害｣という。）の発生に際し、市町村等相互間の消防力を活用して、災害による

被害を最少限度に防止し、もって安寧秩序を保持することを目的とする。 

 

（応援の区分） 

第２条 前条の目的を達成するため、市町村等は、次に掲げる区分によって、消防隊、救急隊、その他必要

な人員、機器資材（以下｢応援隊等｣という。）を相互に出動させ、若しくは調達して応援活動させるも

のとする。 

 (１) 普及応援 

隣接市町村の境界周辺部で火災が発生した場合に、発生地の市町村長の要請をまたずに出動する応援 

 (２) 特別応援 

市町村の区域内に災害が発生した場合で、発生地の市町村長等の要請に基づいて他の市町村等の長が応

援隊等により行う応援 

 

（特別応援の要請） 

第３条 特別応援の要請は、次に掲げる事項をできる限り明らかにし、とりあえず電話、その他の方法によ

り要請し、事後においてすみやかに文書を提出するものとする。 

 (１) 災害の概況及び応援を要請する事由 

 (２) 応援を要請する応援隊等の種類及び数 

 (３) 活動内容及び集結地 

 (４) 現地総指揮者及び誘導員の氏名 

 (５) その他必要事項 

 

（応援隊等の派遣） 

第４条 応援隊等の派遣は、次の各号により、当該市町村等区域内の警備に支障のない範囲においてただち

に行うものとする。 

 (１) 普通応援は、原則として 1隊(消防ポンプ自動車 1 台)とする。ただし火災の規模が大であると認めら

れるときは、適宜応援隊を増強するものとする。 

 (２) 特別応援は、市町村等の長が要請の内容、保有消防力等を検討のうえ応援隊等の規模を決定するもの

とする。 

２ 応援市町村等の長は、応援隊等を派遣するときは、その長及び規模、出発時刻、集結地到着予定時刻、

その他必要事項を受援市町村等の長に通報するものとする。 

 

（応援隊の指揮等） 

第５条 応援出動した応援隊は、受援地の現地本部総指揮者の指揮のもとに行動するものとする。 

Administrator
テキストボックス
2-12-1



２ 指揮は、応援隊の長に対して行うものとする。ただし、緊急の場合は、直接応援隊の隊員に対して行う

ことができる。 

第６条 応援隊の長は、現場到着、引揚げ及び応援活動の状況を現地本部総指揮者に報告するものとする。 

 

（図面の備え付） 

第７条 現地本部には、防火水そう、道路、主要官公庁建物及び危険地帯(危険物製造所、同貯蔵所等)を明

示した図面を備えなければならない。 

 

（経費の負担） 

第８条 応援に要する経費等は、次によるものとする。 

 (１) 応援のために要した燃料、機械器具の小破損修理及び被服の補修等経費は応援を行った市町村等の負

担とする。ただし、機器資材等で要請により調達し、若しくは立替えたもの及び応援活動が長時間にわた

り補食を要した場合は、応援を受けた市町村等において現物により又は経費を負担してこれを行うものと

する。 

 (２) 応援隊員が応援業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における災害補償は、応援を行

った市町村等の負担とする。 

   ただし、災害地において行った救急治療の経費は、応援を受けた市町村等の負担とする。 

 (３) 応援隊員が応援業務を遂行中に第３者に損害を与えた場合においては、応援を受けた市町村等がその

賠償の責に任ずる。 

   ただし、災害地への出動若しくは帰路途上において発生したものについては、この限りでない。 

 (４) 応援出動手当は、応援を行った市町村等の負担とする。 

 (５) 前各号以外の経費の負担については、関係市町村等の間においてその都度協議のうえ決定するものと

する。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、協議のうえ決定するものとする。 

 

（改廃） 

第 10 条 この協定の改廃は、協定者協議のうえ行うものとする。 

 

（効力の発生及び旧協定の廃止） 

第 11条 この協定は、昭和 53年 4月 1日から効力を発生するものとし、現在締結している県内市町村等間

の相互応援協定は、本協定効力発生の日をもって廃止するものとする。 

 

 この協定を証するため、本書 49通を作成し、記名押印のうえ各 1通を保管するものとする。 

 

   昭和 53年 3月 10 日 

 

                        協定者 

                         市町村長等    氏       名 

                                   (連     署) 



 

山形県消防広域応援隊に関する覚書                   

 

（目的） 

第１条 大規模若しくは特殊な災害が発生した場合、山形県広城消防相互応援協定書に基づく消防隊、救急隊

等の応援を効果的かつ迅速に行うため、山形県下の消防本部は、｢山形県消防広域応援隊｣(以下｢広域応

援隊｣という。)を編成する。 

 

（広域応援隊の編成） 

第２条 広域応援隊は、指揮支援隊、消火隊、救急隊、救助隊、化学隊、特殊隊、後方支援隊により編成する。 

２ 指揮支援隊は、現地本部総指揮者の支援を行うものとし、山形県消防長会会長・副会長消防本部（以下「正

副会長消防本部」という。）があたる。 

３ 各消防本部ごとの応援隊、応援費機材は別に定める。 

 

 (情報連絡体制) 

第３条 応援を円滑に行うため、あらかじめ情報連絡窓口を定め、連絡調整は正副会長消防本部が行う。 

 

（訓練） 

第４条 広域応援隊による災害時の活動が円滑に行なわれるよう山形県総合防災訓練等で随時訓練を行う。 

 

（調整会議） 

第５条 広域応援隊の円滑な運用を図るため、適宜調整会議等を開催する。 

２ 平常時の連絡調整を行う消防本部は次のとおりとする。 

 (１) 代表幹事  山形県消防長会会長消防本部 

 (２) 幹  事  同副会長消防本部 

 

（その他） 

第６条 この覚書に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、協議して定めるものとする。 

 

 この覚書の確実を期するため、山形県生活福祉部長を立会人とし覚書を締結し、本書 16 通を作成し、それ

ぞれ記名押印のうえ、各 1通を保有する。 

 

  平成７年 11 月 14 日 

 

                      覚書者 

                       消 防 長   氏      名 ◯印 

                             (15 消防長連署) 

                      立会人 

                       山形県生活福祉部長 氏    名  ◯印 
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海上保安庁の機関と消防機関との業務協定の締結に関する覚書 

 

 

領海内における船舶（消防法第２条の「舟」を含む。以下同じ。）の火災について､海上保安官署と消防機関が

協力し、円滑に消火活動を行なうため、両機関が締結する業務協定の基本を次のとおり定める。 

１ 次に掲げる船舶の消火活動は主として消防機関が担任するものとし、海上保安官署はこれに協力す    

るものとする。 

(1) ふ頭又は岩壁にけい留された船舶及び上架又は入渠中の船舶 

(2) 河川湖沼における船舶 

上記以外の船舶の消火活動は主として海上保安官署が担任し、消防機関はこれに協力するものとする。なお､

現地の実情に応じて両者の協議により上記(1)及び(2)以外の船舶の消火活動について特別の定めをすること

ができる。 

２ 船舶の火災の原因並びに火災及び消火により受けた損害の調査は、海上保安官署と消防機関が協議    

して､これを行なうものとする。 

３ 法令に定めるもののほか、入港船舶の危険物積載の状況、化学消火剤の備蓄状況等消火活動上あらかじめ掌

握しておくことが必要と認められる資料及び情報については、相互に交換するものとする。 

４ 海上保安官署又は消防機関は、船舶の火災を知った場合は、相互に直ちにその旨を通報するものとする。 

５ 海上保安官署又は消防機関が、単独で船舶の火災の消火に従事したときは､すみやかに､そのてん末を相互に

連絡するものとする。 

６ 船舶の火災の消火活動に要した経費は、出動した機関がそれぞれ負担するものとする。ただし、特に多額の

経費を要した場合における当該特別に要した経費の負担は､その都度両者が協議の上定めるものとする。 

７ 大型タンカー等の事故の場合における消火活動を効果的に行なうため、海上保安官署及び消防機関    

は地方防災会議等を活用して、おおむね次の事項につき連絡調整を行なうものとする。 

(1) 情報及び資料の交換 

(2) 消火活動要領の作成 

(3) 必要な器材､器具等の整備計画の作成及びその実施の推進 

 

昭和４３年３月２９日 

 

                         海上保安庁長官  亀 山 信 郎 

 

                         消 防 庁 長 官  佐久間  彊 
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（酒田海上保安部）
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災害時における被災動物対策に関する協定書 
 
 
山形県（以下「甲」という。）と社団法人山形県獣医師会（以下「乙」という。）とは、

災害時における被災動物（ペット）対策について、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、山形県地域防災計画に基づき、災害時の被災動物（ペット）対策を

円滑に実施するため、甲が行う被災動物（ペット）対策に対する乙の協力に関し、必要

な事項を定めるものとする。 
 
（避難所等への獣医師の派遣） 
第２条 甲は、必要に応じ乙に対して避難所等への獣医師の派遣を要請するものとし、乙

は、甲の要請に基づく獣医師の派遣に努めるものとする。 
 
（動物の適正な飼養に関する指導、助言） 
第３条 甲、乙は市町村等と連携し、飼い主とともに避難所等へ避難した動物の適正な飼

養に関する指導、助言等必要な措置を行う。 
 
（被災地域における動物の保護） 
第４条 甲、乙は市町村等と連携し、負傷動物又は放し飼いの状態にある動物の保護、収

容を行う。 
 
（相談窓口の設置） 
第５条 甲、乙は市町村等と連携し、ペット相談窓口を開設するものとする。 
 
（連絡責任者） 
第６条 この協定に関する連絡責任者は、甲については総務部危機管理室総合防災課長と

し、乙については事務局長とする。 
 
（協議） 
第７条 この協定に定めのない事項及びこの協議に疑義が生じた場合は、甲、乙協議のう

え決定するものとする。 
 
 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙が記名押印のうえ、それ

ぞれ１通を保有する。 
 
平成１９年２月９日 

 
甲  山形市松波二丁目８番１号 

山形県知事   齋 藤  弘 
 
 

乙  山形市吉原二丁目８番６号 
   社団法人山形県獣医師会 

会   長   勝 見  晟 
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山形県(以下「甲」という。)と、東北電力株式会社山形支店(以下「乙」という。)及び東北電

カネットワーク株式会社山形支社(以下「丙」という。)は、災害時の協力に関し、次のとおり協

定を締結する。

(目的)

第1条甲、乙及び丙は、大規模地震及び台風等の災害発生に伴い、大規模な停電等が発生した場

合において、三者が緊密な連携を保ち、住民の生活と安全を確保するために電力設備の迅速かつ

円滑な復旧を図るものとする。

災害時の協力に関する協定書

(災害情報の提供)

第2条甲、乙及び丙は、それぞれ早期の状況把握に努めるとともに、必要な災害情報を提供する

ものとする。

2 乙及び丙は、大規模な停電等が発生した場合、停電地域、停電戸数、停電の原因、停電発生時

間、復旧時間等の情報を甲に提供するものとする。

(県災害対策本部へのりエゾンの派遣)

第3条震度6弱以上の大規模地震及び台風等による大規模な災害により停電等の発生の恐れが

あり、あるいは停電等が発生し、甲が災害対策本部を設置した場合、乙及び丙は甲からの要請を

待つことなく、甲が設置した災害対策本部にりエゾンを派遣するものとする。

2 派遣されたりエゾンは、災害情報の収集・伝達等に関する乙及び丙の窓口としての機能を担う

ものとする。

(電力設備の復旧)

第4条災害により大規模な停電が発生した場合、乙及び丙は、乙及び丙の供給管轄区域内の被害

状況の把握を行い、甲の意見を踏まえ、医療機関(総合病院)、災害復旧対策の中枢となる官公

署・避難場所等、重要施設への電力設備の復旧を可能な限り優先して実施するものとする。

2 前項を実施するにあたり、あらかじめ優先的に復旧が必要な重要施設をりスト等により甲、乙

及び丙が共有するものとし、電源の確保が必要な施設への電源車等の配備については、甲、乙及

び丙が調整のうえ、乙又は丙の判断によるものとする。

(復旧作業に対する協力)

第5条積雪、なだれ、士砂災害、倒木等により甲が管理する道路が通行不能となり、乙及び丙の

電力復旧作業に支障をきたす場合、甲は当該区間の迅速な道路復旧作業に努めるものとする。

(平時における連携)

第6条倒木等による停電や道路の寸断等の発生を防止するため、支障となる樹木の事前伐採につ

いて、甲、乙及び丙が連携し、それぞれの行う業務の範囲において協力するよう努めるものとする。
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(資材置場等の確保に対する協力)

第7条災害時において、乙及び丙の電力復旧作業に必要な資材置場、駐車場等の確保にあたって

は、甲は乙及び丙の要請に協力するよう努めるものとする。

(自衛隊の派遣要請)

第8条電力復旧作業を行ううえで自衛隊の派遣が必要と認められる場合、乙及び丙は甲に対し自

衛隊の派遣要請を依頼し、甲は乙及び丙からの要請に基づき迅速な対応に努めるものとする。

(連絡体制)

第9条この協定に関する甲、乙及び丙それぞれの連絡個所、担当者名、電話番号等については、

年1回以上三者で確認のうぇ任意様式の連絡先一覧等を作成し、甲、乙及び丙それぞれで保持す

るものとする。

(協議)

第 10 条この協定に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、甲、乙及び丙協議のうえ決定する

ものとする。

(旧協定の失効)

第Ⅱ条甲乙間で平成 19年3月器日付締結した「災害時の協力に関する協定書」は、本協定の

締結に伴い失効するものとする。

この協定を証するため、甲、乙及び丙記名押印のうえ各自1通を保有するものとする。

令和 3年2月5日

甲 山形市松波二丁目8番1

山形県知事吉村美栄

乙 山形市本町二丁目1番9号

東北電力株式会社

執行役員山形支店長

丙 山形市本町二丁目1番9号

東北電カネッ

山形支社長

,,ノゞ、'
ハ■'遵K;巨》ノ勘

トワーク株式会社
/侭ゞゞ、

茂木明浩、紬'ー
、、熊
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山形県およびヤフ一株式会社(以下「ヤフー」という)は、災害に係る清報発信等に関し、

次のとおり協定(以下「本協定」という)を締結する。

第1条(本協定の目的)

本協定は、山形県内の暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の災害に備

え、山形県が山形県民に対して彪、要な情報を迅速に提供し、かつ山形県の行政機能の低

下を軽減させるため、山形県とヤフ一が互いに協力して様々な取組みを行うととを目的

とする。

災害に係る情報発信等に関する協定

第2条(本協定における取組み)

1 本協定における取組みの内容は次の中から、山形県およびヤフ一の両者の協議により

具体的な内容および方法について合意が得られたものを実施するものとする。

(1)ヤフ一が、山形県の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的

として、山形県の運営するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に

掲載し、一般の閲覧に供すること。

(2)山形県が、山形県内の避難所等の防災情報をヤフ一に提供し、ヤフ一が、これら

の情報を平常時からヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知するこ

と。

(3)山形県が、山形県内の避難勧告、避難指示等の緊急情報をヤフ一に提供し、ヤフ

ーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知する

(4)山形県が、災害発生時の山形県内の被害状況、ライフラインに関する清報および

避難所におけるボランティア受入れ情報をヤフ一に提供し、ヤフ一が、これらの情

報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。

(5)山形県が、山形県内の避難所等における必、要救援物資に関する情報をヤフ一に提

供し、ヤフ一が、この必要救援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するな

どして、一般に広く周知すること。

(6)山形県が、山形県内の避難所に避難している避難者の名簿を作成する場合、ヤフ

ーが提示する所定のフォーマットを用いて名簿を作成すること。

2 山形県およびヤフ一は、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる

連絡先およびその担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速

やかに相手方に連絡tるものとする。

3 第 1 項各号に関する事項および同項に記載のない事項についても、山形県およびヤフ

ーは、両者で適宜協議を行い、決定した取組みを随時実施するものとする。

第3条(費用)

前条に基づく山形県およびヤフ一の対応は別段の合意がない限り無償で行われるもの

YJ、SI001-0000 YJC19-1012T153-0001

とこ
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とし、それぞれの対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するもの

とする。

宴

第4条(情報の周知)

ヤフ一は、山形県から提供を受ける情報について、山形県が特段の留保を付さない限

り、本協定の目的を達成するため、ヤフ一が適切と判断する方法(提携先への提供、ヤ

フーサービス以外のサービス上での掲載等を含む)により、一般に広く周知することが、

できる。ただし、ヤフ一は、本協定の目的以外のために三次利用をしてはならないもの

とする。

第5条(本協定の公表)

本協定締結の事実および本協定の内容を公表する場合、山形県およびヤフ一は、

時期、方法および内容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。

第6条(本協定の期間)

本協定の有効期間は、本協定締結日から1年間とし、期間満了前までにいずれかの当事

者から他の当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなさ

れない限り、本協定はさらに1年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。

第7条(協議)

本協定に定めのない事項および本協定に関して疑義が生じた事項にっいては、山形県

およびヤフ一は、誠実に協議して解決を図る。

以上、本協定締結の証として本書2通を作成し、山形県とヤフ一両者記名押印のうえ各1

通を保有する。

令和元年12、月ユb e

その

山形県

YJ、SI001-0000

山形県山形市松波二丁目8番1

山形県知事 吉 村美栄

ヤフー 東京都千代田区紀尾井町1番3号

ヤフ一株式会社

良四にX武J、、、代表取締役川邊健太
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山形県と公益社団法人日本青年会議所東北地区山形ブロック協議会との

災害時相互連携に関する協定書

山形県(以下、「甲」という。)と公益社団法人日本青年会議所東北地区山形ブロック協

議会(以下、「乙」という。)は、自然災害が発生した場合(以下、「災害時」という。)の

災害ボランティア活動における協力に関し、次のとおり協定を締結する。

(目的)

第1条この協定は、山形県内における災害時において、甲及び乙が相互に協力して災害

ボランティア活動の支援を効率的かつ効果的に行うことを目的とする。

(協力の内容)

第2条甲及び乙は、災害時において次に掲げる事項について、相互に協力して行うもの

とする。

(1)被災地の情報収集と共有及び二ーズの把握

(2)災害ボランティア活動に関する情報発信

(3)災害ボランティア活動に必要な資機材等の調達、仕分け及び輸送

(4)専門的な技能を活用した支援活動

(5)前各号に掲げるもののほか、甲乙協議して定める活動

(車両の通行)

第3条甲は、乙が資機材等を輸送する際は、緊急又は優先車両として通行できるよう支

援するものとする。

(平時における活動)

第4条甲及び乙は、災害時において本協定が円滑に運用されるよう、平時から情報交換

を行うとともに、合同で研修や訓練等を行うものとする。

(経費の負担)

第5条乙が行う活動に係る経費については、原則として乙の負担とする。

(有効期間)

第6条本協定の有効期間は、締結の日から起算して1年間とする。但し、協定の有効期

間満了の日から30日前までに、甲乙いずれからも特段の申し立てがない場合は、有効期

間満了の日の翌日から更に1年間有効とし、以後も同様とする。

(協議)

第7条本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に疑義等が生じた場合は、甲と

乙が協議のうえ、これを定めるものとする。
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本協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲及び乙それぞれの署名押印のうぇ、

各自その1通を保管するものとする。

令和2年10月27日

(甲)山形県山形市松波二丁目8番1号

(乙)山形県天童市東本町一丁目3番21号

公益社団法人天童青年会議所内

公益社団法人日本青年会議所東北地区山形ブロック協議会

山形県知事 吉"美朱

長
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災害時の避難所等における外部給電可能な車両からの

電力供給の協力に関する協定書

山形県

山形トヨタ自動車株式会社

山形トヨペット株式会社

トヨタカローラ山形株式会社

ネッツトヨタ山形株式会社
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山形県(以下「甲」という。)と山形トヨタ自動車株式会社、山形トヨペット株式会

社、トヨタカローラ山牙井朱式会社、ネッツトヨタ山形株式会社(以下「乙」という。)

は、災害時の避難所等における外部給電可能な車両からの電力供給に関し、次のとお

り協定を締結する。

災害時の避難所等における外部給電可能な車両からの

電力供給の協力に関する協定書

(趣旨)

第1条この協定は、山形県内において災害が発生した場合に、甲、乙が相互に連携

し、円滑な災害応急対策を実施することを目的として、避難所等における外部給電

可能な車両からの電力供給の協力について必要な事項を定める。

(外部給電可能な車両の種類)

第2条甲が乙に対して要請する外部給電可能な車両は、次に掲げるものとする。

(1)燃料電池自動車

(2)電気自動車

(3)プラグイン・ハイブリッド自動車

(4)ハイブリッド自動車

(協力の要請)

第3条甲は、災害時における応急対策のため、乙が保有する外部給電可能な車両を

必要とする場合は、乙に対し書面(様式第2号)で要請するものとする。ただし、

緊急の場合は、電話等により要請し、事後速やかに書面を提出するものとする。

2 乙は、前項の規定により要請があったときは、可能な限り通常業務に優先して、

保有する外部給電可能な車両を貸与するよう努めるものとする。

(外部給電可能な車両の引渡し)

第4条乙は、前条の規定による甲からの要請を受け、外部給電可能な車両を貸与す

る場合は、乙が甲の指定する場所に運搬し、引渡しを行うものとする。乙が車両の

運搬が不可能な場合、甲乙両者で協議し、引渡しの方法を調整する。

(外部給電可能な車両の充電)

第5条外部給電可能な車両の充電は、乙が定める場所で行うほか、県企業局県営酒

田風力発電所で行うことができるものとする。

(貸与期間)

第6条外部給電可能な車両の貸与期間は、災害発生から3日間程度とする。期問変

更の必要がある場合は、甲、乙が協議の上、決定するものとする。



(貸与期間中の移動)

第7条貸与期間中に外部給電可能な車両の移動が必要な場合は、甲の責任において、

甲が指定する者に運搬させることができるものとする。

(報告)

第8条乙は、第3条の規定による甲からの要請に伴い、外部給電可能な車両を引渡

した場合は、甲に対し口頭又は電話等により報告するものとし、事後速やかに書面

(様式第3号)を提出するものとする。

(外部給電可能な車両の返却)

第9条乙が甲に貸与した外部給電可能な車両の返却時期及び場所にっいては、甲及

び乙が協議の上、決定する。

(費用負担)

第10条甲の要請に基づき乙が行った外部給電可能な車両の貸与期間中の費用につい

ては、甲が負担するものとする。ただし、乙から費用負担の申し出があった場合に

は、この限りではない。

2 前項の費用は、発災直前における適正価格を基礎として、甲、乙が協議の上、決

定するものとする。

(費用の支払い)

第Ⅱ条甲は、乙から費用の支払い請求があった場合は、速やかに乙に支払うものと

する。

(ネ削劃

第松条外部給電可能な車両の貸与期間中に生じた損害の補償にっいては、以下のと

おり取り扱うものとする。

(1)事故により、第三者に与えた物的あるいは人的損害にっいては、その損害の帰

責理由があるものが、補償責任を負うものとする。責めに帰すべき事由が不明な

場合は、甲、乙が協議の上、その賠償にあたるものとする。

(2)自動車保険が適用される場合の取扱いは、第13条の規定による。

(車両保険の扱い)

第 13条乙は、外部給電可能な車両の貸与にあたり乙の負担により自賠責保険及び任

意保険に加入するものとし、甲は貸与期間中に事故が発生した場合は、速やかに乙

へその旨を連絡し、乙の加入している保険の適用を受けるものとする。

2 前項の保険の適用を受けるに際しかかる費用にっいては、全て乙の負担とする。

ただし、甲の故意または重過失によって保険の適用を受けるに至った場合、あるい

は保険の適用が受けられなくなった場合は、免責分も含め甲の負担とする。



(使用上の留意事項)

第N条甲は、貸与を受けた外部給電可能な車両を以下のとおり使用するものとする0
(1)使用条件を守り、極力、安全な場所で使用する。
(2)原則として、山形県内で使用する。

(3)外部給電可能な車両の故障又は何らかの原因により使用できなくなった場西は、
第16条第3項の規定により、乙に速やかに報告する。

(連絡責任者)

第 15 条甲、乙は、この協定に関する連絡責任者を事前に定め、書面(様式弔1号)
により報告するものとする。また、当該連絡責任者に変更が生じた場口は、その都
度、相互に報告するものとする。

2 甲が第3条の規定による要請を行う場合及び乙が第8条の規定による報口を行う
場合は書面(様式第2号及び第3号)により連絡貝任者を報口するものとする0

(外部給電可能な車両の情報提供)

第 16条乙は、甲から求められた場合、災害時に外部給電可能な車両の1月報を甲に1疋
供する。

2 甲は、乙から求められた場合、貸与された外部給電可能な車両の使用状況に関す
る情報を、適宜、乙に提供する。

3 甲は、貸与期間中、外部給電可能な車両に不調が生じた易合など、火害応急対策
を進めるにあたり、問題が発生した場合には、速やかに乙に連絡し、甲、乙で対応
を協議する。

(司1係刺

第 17条乙は、この協定に基づく恊力体制が円滑に行われるよう、必要に応じて、甲
が行う防災訓練等に参加するものとする。

2 前項に規定する訓練の協力に要する費用は、原則として乙の負担とする0

(普及活動)
、

第18条甲と乙は、住民の自助による減災を促進するため、外部論電可育"な車の百及
や、災害時の車中泊にっいて、協力して周知に取り組む。

(協議)

第 19条この協定に定めのない事項、又はこの協定に疑義が生じた場西は、甲、乙が
協議の上、定めるものとする。

(有効期間)

第20条この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して1年間とする0
ただし、この協定の有効期間満了の日の2ケ月前までに、甲、乙のいずれからも凹
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面による異議の申出がない限り、有効期間満了の日の翌日から起算して更に1年間

有効とし、以後も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書5通を作成し、甲、乙がそれぞれ署名の上、

各1通を保有するものとする。

令和3年7月16日

甲

山形県山形市松波2-8-1

山形県

高捕 4_

山形県知事

乙

山形県山形市南一番町11-16

山形トヨタ自動車株式会社

代表取締役社長

吉府美耒子

山形県山形市飯田西5-5-2

山形トヨペット株式会社

代表取締役社長

山形県山形市南一番町1-15

トヨタカローラ山形株式会社

、金_..丕___寿_、_酷

代表取締役社長

山形県山形市東青田5-1-1

鈴_木_.瑩._子

於,_,_,_、、木___吉_.惚

ノ
長締取表弌

ノ、



様式第1号(第15条関係)

団体名

連絡先 (窓口責任者)

担当部署

役職・氏名

電話番号

FAX

E メールアドレス

夜間・休日等の緊急連絡先

<第1連絡先>

第1連絡先

連絡責任者届

担当部署

電話番号

携帯メールアドレス

<第2連絡先>

担当部署

電話番号

携帯メールアドレス

<第3連絡先>

第2連絡先

年

担当部署

携帯番号

電話番号

月

携帯メールアドレス

役職・氏名

<第4連絡先>

日

担当部署

携帯番号

電話番号

携帯メールアドレス

注

役職・氏名

夜間・休日等の緊急連絡先は4名以上の記入をお願いします。

携帯メールアド恢については、可能な範囲で記載をお願いします。

携帯番号

FAX

(目的外使用禁止)

「災害時の避難所等における外部給電可能な車両からの電力供給の協力に関する協定書」に記載す

る事項以外には利用しないこと。

役職・氏名

携帯番号

FAX

役職・氏名

FAX

FAX
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^

様式第2号(第3 ・ 15条関係)

外部給電可能な車両の提供協力要請書

00

「災害時の避難所等における外部給電可能な車両からの電力供給の協力に関する協定書」第3'1

5条に基づき、下記のとおり要請します。

記

1 災害の状況及び協力を要請する理由

様

2 要請内容

(1)外部給電場所及び車両等の情報

搬送場所

(内治体名・庁介化所)

^

2

外部給電予定場所

(施設名・イ11所)

3

年

4

月 日

※表が不足する場合には別紙としてもよい。

提供期問

(2)その他特記事項

職氏名

台数

('、)

所属名

3

連絡先

使用自治体担当者

(述絡先・1磯氏名)

要請に係る連絡責任者

自
至

自
至

自
至

冑
至

月
月
日
日

月
月
日
日

月
月
日
日

月
月
日
日



様式第3号(第8 ・ 15条関係)

外部給電可能な車両の提供協力受書

会社名

代表者名

「災害時の避難所等における外部給電可能な車両からの電力供%"の協力に関する協定臼」第8'1
5条に基づき、車両を提供しましたので、下記のとおり報告します0

記

1 外部給電可能な車両の提供実施内容

様

提供実施日

1 月

2

日

提供場所

(内治体名・庁合化所)

月

3

日

月

4

日

※表が不足する場合には別紙としてもよい。

2 報告に係る連絡責任者

月 日

年

提供期問

会社名

月

職氏名

連絡先

日

車種

^

台数

("?)

日
日

月
月

日
日

自
至

月
月

自
至

日
日

自
至

月
月

自
至

月
月
日
日



災害時における支援協力に関する

書定協

形

形

県遊

警

技業協同 組

県
察
合

形
県

山
山
山

Administrator
テキストボックス
2-13-19



山形県(以下「甲」という。)、山形県警察(以下「乙」という。)と山形県遊技

業協同組合(以下「丙」という。)は、災害時における支援協力に関し、次のとおり

協定を締結する。

災害時における支援協力に関する協定書

(目的)

第1条この協定は、山形県内において災害(災害対策基本法「昭和36年法律第2

23号第2条第1号に規定する災害をいう。」以下同じ。)が発生し、又は発

生するおそれがある場合(以下「災害時」という。)において、甲、乙の災害

対策に必要な支援活動に関し、丙の協力について必要な事項を定める。

(協力の範囲)

第2条本協定の協力は、次の各号に掲げる事項とする。

(1)車両を利用して避難する避難者(以下「車中避難者」という。)の安全確

保を目的とした対象施設(本条第2項に定義する。以下同じ。)の提供

(2)浸水想定区域等から避難する車両(以下「避難車両」という。)の受け入

れを目的とした対象施設の提供

(3)乙の災害対応等のための一時集結場所としての対象施設の提供

(4)対象施設に受け入れた車両での避難を行う者に対する飲料水、食料等の提

供

2 前項の恊力は、山形県内に所在する丙の組合員が管理する施設のうち、以下

の施設(以下「対象施設」という。)を対象とする。

(1)駐車場

(2)トイレ、水道施設及びその他の店舗部分(ただし、当該部分の使用につい

ては、甲、乙、丙が協議の上、決定するものとする。)

(協力の要請)

第3条甲は、災害時において、災害対策のために施設使用について必要であると認

めるとき、又は市町村からの要請があった場合は、丙に対して支援の協力を要

請するものとする。ただし、急を要する場合は、市町村が直接、自市町村内に

おける丙の組合員が管埋する施設等の所在地、特性、及び被災状況等を老慮し

た上で、丙の組合員に支援の協力を要請できるものとし、この場合、甲が丙に

対して要請したものと同様とする。

2 乙は、災害時において災害対策のために対象施設の使用について必要である

と認めるときは、丙に対して支援の協力を要請するものとする。

3 協力要請は、災害時における支援協力要請書(様式第1号)により行うもの

とする。ただし、急を要し、文書をもって要請することができないときは、適
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宜の方法により要請を行い、その後速やかに文書を提出するものとする。
4 丙、丙の組合員は、甲、乙の要請を待たずに必要な支援を行うことができる
ものとする。

(協力)

第4条丙は、前条の規定により支援協力の要請を受けたときは、丙の組△=ととも
に可能な限り支援協力をするものとする。

(対象施設の使用期間)

第5条対象施設の使用期間は、 3日以内とする。ただし、やむを得ない事佶がある
と認めた場合は、甲乙丙協議のうえ、期間を延長することができる。

(支援協力結果の報告)

第6条丙は、支援恊力を終了したときは、支援協力結果報告書(様式第2号)によ
り、速やかに支援要請を受けた甲又は乙に報告するものとする。

(費用の負1助

第7条第4条の規定による支援協力は、無償とする。

但し、丙は、組合員に過大な費用が発生するおそれがある場合は、事前に
甲又は乙と協議するものとする。

(担当者名簿等の提供)

第8条甲、乙、丙は、この恊定締結日、及び毎年4月1日現在の事務担当者名簿を
作成し、相互に交換するものとする。

2 丙は、丙の組合員の施設名簿絲且合員名簿)を毎年1回、甲及び乙に提供す

るものとし、施設に変更等があった場合は、甲、乙に報告するものとする。

なお、甲、乙は、丙から提出された丙の組合員の施設名簿係且合員名簿)にっ

いて、必要に応じて市町村及び警察署等の関係機関と共有することができるも
のとする。

3 甲、乙、丙は、平常時から相互の連絡体制等にっいて情報交換を行い、災害
発生時にそなえるものとする。

(協議)

第9条この協定に定めのない事項及びこの協定に関する疑義が生じたときは、その
都度、甲、乙、丙が協議して定めるものとする。

(有効期間)

第 10 条この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲、乙、丙から特
段の意思表示がない限りその効力を継続する。
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この協定の締結を証するために本書3通を作成し、甲、乙、丙が署名の上、各自その

1通を保有するものとする。

令和4年3月24日

甲 山形県山形市松波二丁目8-1

山形県

ーネ"、吉相美弗子

乙 山形県山形市松波二丁目

山形県警察本部長

丙 山形県山形市宮町五丁目10-19 岡田ビル那皆

山形県遊技業協同組合

"._..,ト_._贅___.._1＼

倫
入
呈
一正途

↓
グ

長

8

事理



災害時における電動車両等の支援に関する協定書

山形県

三菱自動車工業株式会社

山形三菱自動車販売株式会社

Administrator
テキストボックス
2-13-20



山形県(以下「甲」という。)

び山形三菱自動車販売株式会社

両等の支援に関し次の条項によ

災害時における電動車両等の支援に関する協定書

(趣旨)
以第 1条この協定は、山形県内において災害(異吊かっ激甚な非吊火口をいう0

下同じ。)の発生時に、甲、乙及び丙が相互に連携し、円滑な火口応心、対策を
電動車両等の貸与にっいて必要な事項を定めるととも施することを目的として、

に、平時においても電動車両の災害の発生時における有用性を広く地域住民に周
知し、甲、乙及び丙が共に理解醸成に努めるものとする0

(電動車両等の種類)

る電動車両等は、次に掲げるものとする。第2条乙又は丙が甲に対して貸与す

(1)プラグィンハイブリツド EV

②電気自動車

③前二号に掲げるもののほか、自動車からの外部恰電に必要な機器

(貸与の要請)

第 3 条甲は、災害の発生時における応急対策のため、乙又は丙が保有する電動
両等(第 2 条に規定する電動車両等をいう。以下同じ。)の貸与を必要とする勿

合(行政区内から要請があった場合を含む。)は、乙に対し電話等により当畝貸
ものとする。この場合において、当該要請を受けた乙は、乙与に係る要請を行う

とが可能な電動車両等を確認し、丙と調整の上、当該要訥に又は丙が貸与する こ

係る対応にっいて甲に連絡するものとする。

(以下、電動車両等の貸与を行う者を「貸与者」という0

2 前項に規定する連絡を受けた後、甲は、貸与者に対し、

、三菱自動車工業株式会社(以下「乙」という。)及

(以下「丙」という。)とは、災害時における電動車

り協定を締結する。

様式1号

3 貸与者は、前項の規定により要請があったときは、危険性を考慮し、業務に支
障を来たさない範囲で、貸与者が保有する電動車両等を甲に優先的に貸与するよ

う努めるものとする。

4 乙は、第 2 項の規定により甲が要請する電動車両等の種類及び数里等に関し、

貸与者が保有する電動車両等を貸与することが困難な場凸は、屯動車両等の確保
に努めるものとする。

電動車両等の貸与にっ

ものとする 01(
二りよこ)、



(電動車両等の引渡し等)

第4条貸与者は、前条第 2 項の規定による要請を受け、電動車両等を甲に貸与す

る場合は、甲の指定する場所に運搬し、電動車両等の種類・数量について確認の

上で、甲が指定する者に対して引渡しを行うものとする。

2 貸与者は、前項の規定により、電動車両等の引渡しを行った場合は、速やかに

口頭又は電話等により甲に連絡し、甲に対して報告書(様式 2 号)を提出するも

のとする。

(貸与期間)

第5条電動車両等の貸与期間は、電動車両等の引渡し日から起算して 1週問程度

とする。ただし、貸与期間を変更する必要がある場合は、甲乙丙協議の上、決定

するものとする。

(電動車両等の返却)

第6条貸与者が甲に貸与した電動車両等の返却時期及び返却場所については、甲

乙丙協議の上、決定するものとする。

(費用負担)

第7条貸与期間中の電動車両等の貸与に係る費用は無償とし、その他の費用(電気

代、燃料代、その他消耗品等に係る費用)については、甲が負担するものとする。

2 前項の費用は、発災直前における適正な価格を基礎として、甲乙丙協議の上、

決定するものとする。

(補償)

第8条貸与期間中に生じた電動車両等による損害の補償については、次のとおり

とする。

①甲の責めに帰すべき事故により、第三者に与えた物的又は人的損害、もしくは

電動車両等に生じた損害については、甲が補償責任を負うものとする。ただし、

当該帰責事由が不明な場合は、甲乙丙協議の上、その賠償に当たるものとする。

②自動車保険が適用される場合は、次条の規定により取り扱うものとする。

(保険について)

第9条貸与者は、電動車両等の貸与に当たり自らの負担により自賠責保険及び任

意保険に加入するものとし、甲は、貸与期問中に事故が発生した場合は、速やか

に貸与者へその旨を連絡し、加入している保険の適用を受けるものとする。

2 前項に規定する保険の適用に保険会社免責分(保険加入者負担分)が発生した

場合は、原則甲が負担するものとする。



(費用の支払)
にっいて支払の請求があっ乙及び丙は、この協定に基づく正当な費用第 10条甲、
とする。これを支払うものた場合は、速やかに相手方に対して

(使用上の留意事項)

貸与を受けた電動車両等を次のとおり使用するものとする0第 11条甲は、

できるだけ安全な場所で使用する0②貸与者が説明する使用方法を遵寸し、

③原則として、山形県内で使用する0
第3項の3第 1なったとき よなよ④故障又は何らかの原因に

.、

定により、貸与者に速やかに連絡する0

(電動車両等の管理)
引渡しから第 6 条に定める返却時まで、貸与され第 12 条甲は、第 4 条に定める
使用状況の把握に努めるものとする0た電動車両等の使用者、使用場所、

(連絡責任者)

の協定に関する連絡責任者を事前に定め、報口臼(様第 13 条甲、乙及び丙は、こ
当該連絡責任者に変更が生じた場合式 3 号)により相互に報告するものとする0

も同様とする。

(電動車両等の情報提供)
られた場合は、災害時に電力供給が可能な電動車第 14条乙及び丙は、甲から求め

両等の情報を甲に提供するものとする0
られた場合は、貸与された電動車両等の使用状況に関2 甲は、乙及び丙から求め

する情報を、乙及び丙に提供するものとする0
災害応急対策を進めるに電動車両等に不調が生じた場合等、3 甲は貸与期問中、
甲、乙及び丙で対応を速やかに貸与者に連絡し、当たり問題が生じた場合には、

協議するものとする。

(平時の取組)

も電動車両の災害時における有用性を広く第 15 条甲、乙及び丙は、平時において
ことに努めるものとする。地域住民に周知し、理解を醸成していく

よう、必要に応じて、この協定に基づく協力体制が円滑に行われる2 乙及び丙は、

甲が行う防災訓練等に協力するものとする0
原則として丙の負担とする。3 前項の防災訓練等の協力に要する費用は、

り く



(不可抗力免責)

第 16条激甚な天変地異、戦争・内乱・暴動、法令の改廃・制定、公権力による命

令・処分、労働争議、輸送機関・通信回線の事故、交通の途絶、施設・設備の被災

その他当事者の責めに帰すことのできない不可抗力による協定の全部または一部

の履行遅滞、履行不能または不完全履行については、当該当事者は責任を負わな

いものとする。

(協議)

第 17 条この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた事項は、甲乙丙協

議の上、定めるものとする。

(有効期間)

第 18 条この協定の有効期問は、協定締結の日から令和 5年3月31日までとすこ

る。ただし、この協定の有効期間満了の日の 2月前までに、甲、乙又は丙のいず

れからも書面による異議の申出がない限り、有効期間満了の日の翌日から起算し

て更に1年間有効期間を延長することとし、以後も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書を 3 通作成し、

通を保有するものとする。

令和4年Ⅱ月4日

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県

山形県知事

甲乙丙それぞれ署名の上、各 1

乙 東京都港区芝浦三丁目1番21号

三菱自動車工業株式会社

上席執行役

丙 山形県山形市五十鈴三丁目1番6号

山形三菱自動車販売株式会社

代表取締役

_._t____.f.1_____重__太

'1_.、込____五_寺_ル___

子、玉吉 1
一



(様式1号)

会社名

代表

災害時における電動車両等の貸与要請書

災害時における電動車両等の支援に関する協定第3条第2項の規定に基づき、次の通

り要請します。

担当者

様

口頭・電話等による要請日時

年

貸与要請理由

部署

氏名

電話番号

FAX番号

メーノレアドレス

月

電動車両等の種類・数量

日

貸与場所

貸与期間

山形県知事

その他必要な事項

種類

年 月

数量

日

住所

時 分

年 月 日 年 月 日



(様式2号)

山形県知事

災害時における電動車両等の貸与報告書

災害時における電動車両等の支援に関する協定第4条第2項の規定に基づき、

次の通り報告します。

担当者

会社名

代表

電動車両等の種類・数量

年 月

部署

氏名

電話番号

FAX番号

メーノレアドレス

貸与場所

日

貸与期間

その他必要な事項

種類

数量

住所

年 月 日 年 月 日



(様式3号)

災害時における電動車両等の支援に関する協定第13条の規定に基づき、
年

連絡担当部署報告書

第一順位

電話番号

FAX番号

メーノレアドレス

部署

氏名

第二順位部署

氏名

電話番号

FAX番号

メーノレアドレス

団体・会社名

年

第三順位部署

氏名

電話番号

FAX番号

メーノレアドレス

月 日

【本報告書の変更連絡先】

本報告書の記載内容を変更した場合、下記メールアドレス宛てにご連絡ください。

なお、三菱自動車側の記載内容に変更が生じた場合、同メールアドレスから本報告書記載の

ビ担当者様(メールアドレス)宛てにご連絡いたしますので予めビ了承ください。

「三菱自動車DEND0コミュニティサポートプログラム連絡事務局」

メーノレアドレス: info.dcsp@mitsubishi・motors.com

次の通り報告

日現在)月

※電話番号にっいては緊急時にも繋がるものが望ましい



Administrator
テキストボックス
2-13-21



災害時における協力に関する協定書

県形山

一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会

Administrator
テキストボックス
2-13-22



山形県(以下「甲」という。)と一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会(以下「乙」という。)

は災害時における支援協力に関し、次のとおり協定を締結する。

帽的)

第1条この協定は、山形県内で災害が発生し、もしくは発生のおそれがある場合又は山形県

以外で災害が発生した場合(以下「災害時」という。)に多数の死者及び被災者が一時的また

は集中的に発生する場合の迅速かつ円滑な応急対策を行うため、必要な手続き等について定

めるものとする。

(協力)

第2条甲は、災害時に乙の協力が必要と認めるときは、次に掲げる事項について乙に要請し、

乙はやむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して協力するものとする。

(1)遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の提供

(2)遺体を安置する施設(葬儀式場等)の提供

(3)遺体搬送用寝台車及び霊枢車等による遺体搬送

(4)帰宅困難者に対する一時滞在施設の提供(結婚式場等)

(5)県内市町村が設置した避難所及び、乙が提供する一時滞在施設における、被災者に対

する炊き出しや継続的な食事等(弁当等)の提供

(6)その他甲の要請により乙が応じられる事項

(要i剤

第3条前条の要請は、次に掲げる事項を記載した文書をもって行うものとする。ただし、や.

むを得ない事態が発生したときは、電話、ファクシミリ等で要請し、その後速やかに災害時

協力要請書(第1号様式)を乙に送付するものとする。

(1)要請を行なった者の職氏名及び担当者氏名

(2)要請の理由 ユ

(3)要請の内容

(4)履行の場所

(5)協力を要請する期間 ゛

(6)その他要請に必要な事項

(協力の方法)

第4条乙は前条による甲の要詰があった場合、乙のできうる範囲において、甲の指示に従い、

第2条各号の協力を行うものとする。

災害時における協力に関する協定書

Y

J

、

ナ

,
＼
、

ミ
、



倖&告)

第5条乙は、第2条各号の協力をしたときは、次に掲げる事項を災害時要請業務報告書(第

2号様式)をもって甲に報告するものとする。

(1)遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品の数量並びに当該作業に従事した

者の氏名及び住所

(2)遺体を安置した施設(葬儀式場等)の使用した部屋の数及び使用した日数

(3)避難所等に供給した食事等の数量

(4)その他甲が乙に指示した事項

(経費の負1助

第6条甲は、前条による乙の報告があった場合、甲の要請に相違ないことを確認の上、乙が

要した経費について、甲が負担するものとする。

2 前項に規定する費用は、原則として、山形県災害救助法施行細則(昭和35年1月山形県規

則第4号)に規定する埋葬、死体の処理の費用を限度とする。

(経費の請求)

第7条乙は、前条の経費を甲に請求する場合は、甲の指定する方法により、一括して請求す

るものとする。

2 乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行った場合、その経費は当

該要詰を行なった遺族等に請求する。

(経費の支払)

第8条甲は、前条に基づき乙からの請求があった場合には、乙が指定する支払先に速やかに

支払うものとする。

(一時滞在施設における受入者名簿の提供)

第9条一時滞在施設における対応状況や、災害救助法が適用された場合に施設の収容状況等

を国へ報告する必要があることから、乙は受入者名簿を作成し、甲より受入者名簿の提出を

求められた場合は、甲に提供するものとtる。,

2 乙は、施設管理者に対し、受入者名簿の情報提供を求める場合があることにっいてあらか
,

じめ周知し、施設管理者は、受入者に名簿の利用目的を明示した上で、必要な個人情報を取"

得するものとする。

(支援体制の整備)

第 10条乙は、災害時における円滑な協力体制が図れるよう、広域における応援体制及び情報

収集伝達体制の整備に努めるものとする。

風

(連絡責任者)

第Ⅱ条甲及び乙は、本協定に関する連絡責任者を選任し、互いに報告を行うものとする。連

絡責任者を変更したときも同様とする。

゛



(災害時の情報提供)

第12条乙は、協力業務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものどする。

(守秘義務)

第 13 条乙は、支援を行う場合において知り得た災害に係わる情報を、甲以外の者に漏らして

はならない。

(通知)

第 14条乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、この協定により協力できる乙の会員

名簿を毎年3月までに、甲に通知するものとする。

(協議)

第 15 条この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議して定め

るものとする。

(効力)

第 16条この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、令和 6年7月10日までとする。

ただし、期間満了の 2 ケ月前までに、甲又は乙から書面による解約の申し出がないときは、

なお、1年間効力を有するものとし、以降も同様とする。

この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各 1通を保有するも

のとする。

令和5年7月11日

第1

つ

甲 山形県山形市松波二丁目8番1号

山形県
J

山形県知事 吉村戻赤子

シ悲邊.._;L、峡

乙

゛

リ

東京都港区西新橋1丁目18番12 COMS虎ノ門6階

一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会

豆

豆

牙

仁
よ

会



第1号様式

一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会会長

災害時における協力に関する協定第3条規定に基づき、次のとおり協力要請します。

要

災

様

担当者

口頭、電話等に

よる要請の日時

時協力要

職名

氏名

要

山形県知事

請 理由

年

要

壬三巨
而月

月

壬釜三

而月

年

内容

日

月

履行の場所

電話番号

日(

イテの期

は期

,

備

時

期日

期間

考

分頃

,

ー"^ノ

風

年 月 日

書害

請

日
日

月
月

年
年

履
又

日
間



第2号様式

山形県知事

災害時における協力に関する協定第5条の規定に基づき、次のとおり要詰業務を実施しま

した。

様

災

要

時要

担当者

口頭、電話等に

よる要請の日時

請

一般社団法人全日本冠婚葬祭亙助協会

会長渡邊正典印

職名

氏名

業務報

実施業務内容

年 月 日

従事者氏名

年

履行の場所

月

電話番号

日(

,

1テの期

は期 日

備

時

期日

期間

考

分頃

゛

ー'^

亀

年 月

告書

履
又

害

請

日
日

月
月

年
年

日
佶


